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はじめに 

航空保安大学校 校長 高木育男 

 

 航空保安大学校は、国土交通省の職員として航空

保安業務に従事する者の教育を実施する機関であり、

本校においては主に新規に採用した職員に対する基

礎的な研修を実施し、岩沼研修センターにおいては

既に航空保安業務に従事している職員の知識・技能

の向上を図るための専門的な研修を実施しています。 

 当校の歴史は、昭和 34 年に東京国際（羽田）空

港内に航空管制官の養成施設が開設されたことに遡

ります。その後、何度かの組織変更を経て、昭和 46

年に現在の「航空保安大学校」となり、航空管制官、航空管制運航情報官、航空管制

技術官など約 5,000 名の航空保安業務に従事する職員を養成してまいりました。その

間には、昭和 49 年に岩沼分校（現在の「岩沼研修センター」）が宮城県岩沼市の仙

台空港内に設置され、平成 20 年 4 月には本校が羽田空港内から現在の関西空港対岸

の大阪府泉佐野市りんくうタウンに移転しました。すでにりんくうタウンで学んだ多

くの研修生、学生たちも全国の官署で航空保安職員として活躍しております。 

 航空保安大学校は、我が国の民間航空の発展を支え、そして航空の発展とともに歩

んでまいりました。今後、さらに増大する航空交通量に対応するため、我が国におい

ても新しい航空保安システムの導入が計画されており、それらのシステムに対応した

教育訓練の実施及び体制の一層の充実強化が求められています。航空輸送にとって最

も重要な「安全を最優先する」ということを基本に、航空保安業務を担う職員の教育・

訓練に取り組んでいるところです。 

 本報告書は航空保安大学校の平成 27 年度に実施した活動内容を関係者の皆様によ

り良くご理解いただくために作成したものです。特筆すべき内容としては、航空管制

官及び本科学生等の採用試験におけるコンピテンシー評価型面接の導入、航空管制官

の採用試験で新たな適性試験としての 3 次試験の導入、統合管制情報処理システムに

対応した実習機材の更新開始等があげられます。 

 航空保安大学校での基礎研修途中において研修レベルに達しないため辞職を余儀

なくされる者または自ら仕事が合わないと感じて辞職する者が増加したことを受け、

採用試験のあり方などの検討を進めた結果、各職種に対する適性をもった人材の確保

を期待できるコンピテンシー評価型面接を導入することとし、平成 27 年度から実際

の人物試験において実施しました。さらに、航空管制官の採用試験において航空管制



  

  

官としての適性の判定精度の向上を図るため、1 次試験で実施されてきた既存の適性

試験に加えてレーダーシミュレータを使用した実技試験を実施しました。 

 また、航空保安大学校の移転の際に整備された実習機材の老朽化が目立ってきたこ

とから、現場での統合管制情報処理システム整備の進捗に合わせ当校の実習機材も新

たなものとする整備事業を開始しました。 

 航空保安大学校では、これからも航空の安全を支える航空保安職員の資質向上のた

め、研修内容の充実強化、施設・設備の改善に一層取り組んで行くこととしておりま

すので、引き続き当校に対するご理解とご支援をお願い申し上げます。 



  

  

平成 27 年度を振り返って 

岩沼研修センター所長 小笠原 弦 

 

 平成 28 年 4 月に新関西国際空港（株）から

航空局へ採用となり、岩沼研修センターに着任し

ました。 

 航空保安大学校平成 27 年度年次報告の作成

にあたり、感想も含めて述べさせて頂きたいと思

います。 

 東日本大震災による研修施設の復旧は平成

24 年度末に完了しましたが、ここ岩沼では、今でも復興工事が続いており、他府県ナ

ンバーのダンプカーの往来が数多く見受けられます。実際に仮設住宅や護岸工事の様

子を目のあたりにすると、まだまだ震災復興には時間を要すると感じています。 

 岩沼研修センターは、昭和 49 年 4 月に航空保安大学校岩沼分校として航空保安業

務に従事する職員に対する専門的な知識や技能を習得させる研修施設として開校、平

成14年4月に岩沼研修センターへ改称し、平成28年3月末で42年が経過しました。 

 この間、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災の津波による被災で研修を

中断せざるを得なかった時期もありましたが、延べ約 23,300 名(うち女性約 1,900

名)の職員に研修を実施してきました。 

 平成 27 年度は、41 課程 83 コースの研修を実施し、延べ 725 名（うち女性 121

名）の職員に研修を行いましたが、次のようなトピックスがありました。 

 航空管制官の研修体系をキャリアパスに応じた階層別の研修へ再構築するため、

航空保安大学校で実施してきた上級航空管制官特別研修と訓練教官特別研修を

岩沼研修センターで実施することになりました。 

 航空路レーダー管制専門研修は研修教材のCBT化導入作業が終了したことによ

り各管制部へ委譲し、143 回という長い研修の歴史に幕を閉じました。 

今後、ターミナルレーダー管制専門研修や対空援助専門研修についても現場官

署への委譲が予定されています。 

 統合管制情報処理システムへの移行に先立ち、FDMS 関係の研修を廃止し、H28

年度から開講する統合システム関連の研修に向け、教育用 FACE／ICAP のシス

テム整備が終わり（教育用 TAPS や TEPS 等は整備中）、研修細目や教材作成

等の研修準備を実施しまた。 



  

  

 平成 26 年度から開始した航空保安業務安全管理担当者特別研修の更なる充実

を図るため、平成 28 年度から研修期間を 5 日から 7 日に拡大することとし、

研修準備を実施しました。 

 その他、築 40 年を超えて老朽化している研修生寮等付帯設備の改善もあり、諸課

題が山積みですが、岩沼研修センターでは、航空保安業務に従事する職員に対して安

全意識に徹したプロフェッショナルな研修を実施するために職員一丸となり、課題解

決に向けて取り組んで参りますので、引き続き航空保安大学校はじめ関係者各位のご

支援とご協力をよろしくお願い致します。 
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第 1 部

航空保安大学校 本校 



  

  

  



 - 1 - 

1 研修課程 

1-1 研修の目標と基本方針 

 航空保安大学校は、国土交通省の施設等機関として設置され、また文教研修施設と

しての指定を受けており、航空保安業務に従事するまたは従事しようとする職員に対

して、必要な研修を行っている。 

 航空保安職員を養成するための教育・訓練は、航空保安大学校本校（以下、本校と

いう）、航空保安大学校岩沼研修センター（以下、岩沼研修センターという）及び航

空局の現場機関で実施されており、それぞれ下図のように分担している。 

本校： 基礎課程 

 岩沼研修センター： 現場機関で一定の航空保安業務に従事した職員のスキル

アップ、ブラッシュアップ等の専門課程 

 現場機関： 現場に即した OJT 等の実践等、主として専門課程 

 本校の航空情報科および航空電子科（以下、「本科」と総称する。）の研修及び基

礎研修は、本科学生及び基礎研修生が将来、航空管制、運航情報、管制通信及び管制

技術の各業務に従事する職員となるべく、定められた期間内に、国家公務員として必

要な教養及び航空保安業務に係る基礎知識・技術等を修得させ、その後の専門研修が

円滑に実施できるレベルにまで育成することを目標としている。 

 この目標を達成するための本校における研修の基本方針は、次のとおりである。 

・ 国家公務員として必要な教養及び航空局の施策を踏まえた専門研修の円滑な実

施に必要な基礎的な知識・技術の具現化を図るためのカリキュラムを設定する。 

・ 研修効果を確認するため定期的にフォローアップを行い、必要に応じてカリキ

ュラムの見直しを行う。 

・ 人材育成の観点から、知識等に止まらず、行動力や対人・対社会適応性等を含

めた、総合的な能力の向上を目指した指導を行う。 

・ 本校の学生・研修生はすでに国土交通省職員であるが、未成年者も多く含まれ

ること、また大多数の学生・研修生が寮生活を送っていることに留意して、研

修生活全般についても可能な限り指導する。 
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1-2 研修課程と研修実績 

1-2-1 研修課程と研修期間 

 本校において行う研修は、次表に掲げるとおりである。 

 なお、平成 27 年度における授業時間数の変更については、1-4 項に後述する。 

 航空保安大学校における研修課程と研修期間 

航空情報科 航空保安大学校学生採用試験に合格し採用された者 2 年 

航空電子科 同上 2 年 

基礎研修 

航空交通管制業務に従事しようとする職員(注 1) 1 年 

運航援助情報業務に従事しようとする職員 4 月 

飛行場情報業務及び対空援助業務に従事しようとする

職員 
7 月 

航空交通管制技術業務に従事しようとする職員 3 月 

航空交通管制情報処理システム関連の航空保安業務に

従事しようとする職員 
9 月 

特別研修 航空保安業務に従事している職員 
航空局長が 

定める期間 

 注 1：航空管制官採用試験合格者 

1-2-2 平成 27 年度研修実績概要 

 本校が平成 27 年度に実施した研修は、次のとおりである。なお、航空管制官基礎

研修課程研修生の呼称は平成 28 年 4 月より変更（通し番号化）されたことから、本

報告においては新しい呼称で統一する。 

① 本科航空情報科及び航空電子科学生に対する研修 

本科 46 期（2 学年生） 

本科 47 期（1 学年生） 

② 航空交通管制業務に従事しようとする職員に対する基礎研修 

管制官課程 118 期 平成 26 年 10 月 1 日 ～ 平成 27 年 9 月 30 日 

管制官課程 119 期 平成 27 年 4 月 1 日 ～ 平成 28 年 3 月 31 日 

管制官課程 120 期 平成 27 年 10 月 1 日 ～ 平成 28 年 9 月 30 日 

③ 航空管制運航情報業務に従事しようとする職員に対する基礎研修 

第 9 回運航情報基礎研修（前期） 平成 27 年 6 月 1 日 ～ 9 月 30 日 

第 8 回運航情報基礎研修（後期） 

 平成 27 年 10 月 13 日 ～ 平成 28 年 2 月 19 日 

④ 航空管制技術業務に従事しようとする職員に対する基礎研修 

平成 27 年度航空管制技術基礎研修  平成 27 年 6 月 1 日  ～ 8 月 31 日 

⑤ 航空交通管制情報処理システム関連の航空保安業務にかかる基礎研修 

平成 27 年度システム専門官基礎研修 平成 27 年 4 月 3 日 ～ 12 月 18 日 

⑥ 航空保安業務に従事している職員に対する特別研修 

a. 航空管制職員基礎試験合格者証明書既取得者特別研修 

  平成 27 年 4 月 1 日 ～ 5 月 29 日 
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b. 航空保安業務基礎特別研修 平成 27 年 5 月 11 日 ～ 5 月 14 日 

c. 航空灯火・電気技術管理業務特別研修 

・ 航空保安電源システムコース  平成 27 年 5 月 14 日 ～ 5 月 21 日 

・ 航空灯火・電気技術システムコース 

  平成 27 年 5 月 21 日 ～ 6 月 25 日 

・ 電気主任技術者資格取得コース 平成 27 年 6 月 11 日 ～ 6 月 20 日 

d. 航空灯火・電気技術広域運用管理業務特別研修 

・ ＴＤＧコース 平成 27 年 9 月 7 日 ～ 9 月 8 日 

・ 広域運用管理コース 平成 27 年 9 月 9 日 ～ 9 月 18 日 

e. 航空保安防災職員特別研修（Ⅱ） 平成 28 年 3 月 7 日 ～ 3 月 18 日 

f. 航空灯火・電気技術高度管理業務特別研修平成 

・ ＳＴＰコース 平成 27 年 10 月 14 日～ 10 月 19 日 

・ 高度管理コース  平成 27 年 10 月 19 日～ 11 月 6 日 

g. 平成２７年度システム専門官基礎研修修了者フォローアップ特別研修 

 平成 27 年 12 月 14 日～12 月 18 日 

h. 航空管制官選考採用者特別研修 平成 28 年 3 月 7 日 ～ 3 月 18 日 
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1-3 カリキュラムの構成 

1-3-1 研修細目と時限数（1 時限＝100 分） 

① 航空情報科本科 

注 1：黄色塗りつぶし

科目は航空交通管制通

信職員試験規則第 3 条

及び航空管制運航情報

職員試験規則第 4 条に

規定される科目である。 

注 2：「電波法規」及

び「無線工学」は、航

空無線通信士資格を取

得するための専門科目

である。 

注 3：「電気通信術」

は航空無線通信士資格

を取得するための実技

科目である。 

注 4：「業務用英語」

は基礎試験の学科試験

科目「英語」であり、

専門科目に位置づけら

れる。 

  

科　　目 時限数 科　　目 時限数

心理学 18

法学 27

数学 30

物理学 30

社会教養 12

時限数（小計） 117 時限数（小計） 0

学校規則 195H（小計） 195 学校規則 0H（小計） 0

英語Ａ１（情報） 18 英語A２（情報） 46

英語Ｂ　（情報） 18 英会話Ｃ２（2クラス） 21

英会話Ｃ１（2クラス） 24 英会話Ｌ２ 21

英会話Ｌ１ 24 英会話Ｓ２ 20

英会話Ｓ１ 24

時限数（小計） 108 時限数（小計） 108

学校規則 180H（小計） 180 学校規則 180H（小計） 180

保健体育 27 保健体育 27

時限数（小計） 27 時限数（小計） 27

学校規則45H（小計） 45 学校規則45H（小計） 45

航空航法 36 Cプログラミング座学 10

航空気象学 45 Cプログラミング応用 25

航空機概論 36 ネットワーク応用 15

ハードウェア概論 12 ヒューマンファクター2 9

ソフトウェア概論 12 航空機の運航１ 12

情報システム概論 21 航空機の運航２ 18

ヒューマンファクター1 6 飛行場情報論３ 6

国内航空法規 74 ヘリコプター概論 12

国際航空法規 17 運航援助論 35

電波法規 15 運航管理論２ 8

運航情報業務概論 28 航空通信業務論２ 12

運航管理論１ 20 航空情報業務論２ 27

航空通信業務論１ 15 運航監督概論 8

航空情報業務論１ 12 飛行場情報論２ 35

飛行場情報論１ 16 対空援助論２ 15

対空援助論１ 24 管制通信論 18

航空気象通報式１ 29 計器進入方式 23

航空無線通信用英語 34 CNS/ATM基礎 14

航空管制概論 9 航空気象通報式２ 9

無線工学 14 業務用英語 28

航空無線施設概論 22 テーマ学習 20

航空灯火概論 9 飛行場管制論 10

校務情報システム概論 7 進入管制論 10

航空路管制論 10

レーダー管制論 10

安全（ＳＭＳ） 6

公務員教養 53.2 公務員教養 74.2

科目演習（学科） 50 科目演習（学科） 14

時限数（小計） 616.2 時限数（小計） 493.2

学校規則1,027H（小計） 1,027.0 学校規則822H（小計） 822.0

情報リテラシー１ 13 情報リテラシー２ 8

電気通信術 4 運航援助演習 72

データ通信操作演習 20 航空情報演習 24

運航情報基礎演習 12 飛行場情報演習 24

飛行場対空援助演習 72

広域対空援助演習 24

管制通信演習 24

総合実習 34

科目演習（実技） 19 科目演習（実技） 26

時限数（小計） 68 時限数（小計） 308

学校規則113H（小計） 113.3 学校規則513H（小計） 513.3

時限数合計　 936.2 時限数合計 936.2

学校規則1,560H（合計） 1,560.3 学校規則1,560H（合計） 1,560.3

航空情報科１学年 航空情報科２学年

合
計

一
般
教
養

外
国
語

保
健

体
育

専
門
科
目

実
技
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② 航空電子科本科 

注 1：黄色塗りつぶ

し科目は航空交通管

制技術職員試験規則

第 4 条に規定される

科目である。 

  

科　　目 時限数 科　　目 時限数

心理学 18

法学 27

数学 36

物理学 36

時限数（小計） 117 時限数（小計） 0

学校規則 195H（小計） 195 学校規則 0H（小計） 0

英語Ⅰ（初級英語） 54 英語Ⅰ(中級英語） 45

英語Ⅱ　C1（2クラス） 27 英語Ⅱ　C2（2クラス） 27

英語Ⅲ（航空英語実務） 12

時限数（小計） 81 時限数（小計） 84

学校規則 135H（小計） 135 学校規則 140H（小計） 140

保健体育 27 保健体育 27

時限数（小計） 27 時限数（小計） 27

学校規則 45H（小計） 45.0 学校規則 45H（小計） 45.0

校務情報システム概論 8 課題学習 32

応用数学 27 無線機器学 72

電気回路学 45 情報通信理論 6

電気磁気学 45 情報ネットワーク理論・演習 24

無線工学概論 22 国内航空法規 12

半導体・電子管 16 国際航空法規 8

アナログ電子回路 36 航空気象概論 9

ディジタル電子回路 16 航空機概論 18

無線機器学 24 航空灯火・電気技術概論 20

空中線理論及び電波伝搬 87 航空衛星システム概論 13

無線工学演習 30 管制情報処理システム概論 36

コンピュータシステム基礎 27 航空通信システム理論 42

システムソフトウェア基礎 15 航法システム理論 43

情報通信理論 18 着陸システム理論 30

電波法規 33 監視システム理論 53

航空管制概論Ⅰ 7 ＣＮＳ総合演習 25

運航情報業務概論 9 管制技術業務論 43

飛行場概論 8 ＯＲＭ概論 19

CNS/ATM 概論Ⅰ 13 飛行検査概論 8

CNS/ATM 概論Ⅱ 21 信頼性技術理論 12

航空衛星システム概論 11 ヒューマンファクターⅡ 9

ヒューマンファクターⅠ 6 SMS(安全管理・危機管理) 11

公務員教養 57.2 公務員教養 76.2

科目演習（学科） 37 科目演習（学科） 30

時限数（小計） 618.2 時限数（小計） 651.2

学校規則 1,030H（小計） 1030.3 学校規則 1,085H（小計） 1085.3

情報リテラシー 11 電子基礎実験Ⅱ 28

電気電子計測 42 航空通信システム実技 26

電子基礎実験Ⅰ 33 航法システム実技 22

科目演習（実技） 7 着陸システム実技 14

監視システム実技 26

情報処理実技 24

Ｃプログラミング 30

科目演習（実技） 4

時限数（小計） 93 時限数（小計） 174

学校規則 155H（小計） 155 学校規則 290H（小計） 290

時限数合計 936.2 時限数合計 936.2

学校規則 1,560H（合計） 1560.3 学校規則 1,560H（合計） 1560.3

航空電子科１学年 航空電子科２学年

保
健

体
育

専
門
科
目

実
技

合
計

一
般
教
養

外
国
語
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③ 航空管制官課程 

注 1：黄色塗りつぶし科目は航空交通管制職員試験規則

第 4 条に規定される科目である。 

注 2：「電波法規」及び「無線工学」は、航空無線通信

士資格を取得するための専門科目である。 

注 3：「電気通信術」は航空無線通信士資格を取得する

ための実技科目である。 

注 4：「管制業務用英語」は基礎試験の実技試験科目「航

空交通管制に用いられる外国語」であるが、専門科目に

位置づけている。 

  

科　目 時限数

実用英語 12

航空英語 30

時限数（小計） 42

学校規則70H（小計） 70

国際航空法規 15

国内航空法規 20

電波法規 15

航空交通業務概論 12

航空管制概論 12

飛行場管制論 29

進入管制論 31

航空路管制論 37

ターミナル･レーダー管制論 29

情報処理システム概論ＡＲＴＳ 4

情報処理システム概論ＩＥＣＳ 6

CNS/ATM基礎 14

空域設定概論 12

無線工学 14

航空レーダー概論 11

航空機概論 18

航空航法 13

航空気象学 13

航空気象通報式 12

飛行場概論 6

運航情報業務概論 12

航空無線施設概論 14

航空灯火概論 9

運航管理概論 12

ヘリコプター概論 5

通信機器概論 4

安全（ヒューマンファクター） 6

安全（ＴＲＭ基礎） 10

安全（ＳＭＳ） 6

ＡＩＰ概論 6

校務情報システム概論 3

発声法 3

保健体育 18

公務員教養 67.3

科目演習（学科） 28

時限数（小計） 526.3

学校規則877H（小計） 877.2

飛行場管制方式 92

進入管制方式 30

航空路管制方式 80

ターミナル･レーダー管制方式 76

通信操作 8

情報処理システム操作 8

〃 12

電気通信術 2

総合実習 32

科目演習（実技） 28

時限数（小計） 368.0

学校規則613H（小計） 613.3

時限数合計 936.3
学校規則H（合計） 1560.5

管制官(119期120期）

合
計

外
国
語

専
門
科
目

実
技

（
管
制
実
習

）
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④ 運航情報基礎（前期） 

注 1：黄色塗りつぶし科目は航空管制運航情報職員試験

規則第 4 条に規定される科目である。 

  

科　　目 時限数

英語１ 36

時限数（小計） 36

学校規則 60H（小計） 60

航空気象学１ 6

航空航法１ 12

航空機概論１ 6

国内航空法規１ 28

国際航空法規１ 8

運航管理論 22

運航援助論 30

航空通信業務論１ 17

航空情報業務論１ 10

航空気象通報式１ 10

航空無線施設概論１ 6

航空灯火概論 6

運航情報業務概論 11

公務員教養 11.3

科目演習（学科） 3

時限数（小計） 186.3

学校規則310H（小計） 310.5

データ通信操作演習１ 12

運航情報基礎演習 6

運航援助演習 45

航空情報演習 18

科目演習（実技） 9

時限数（小計） 90

学校規則150H（小計） 150.0

時限数合計 312.3

学校規則520H（合計） 520.5

実
技

合
計

運航情報基礎（前期）

外
国
語

専
門
科
目
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⑤ 運航情報基礎（後期） 

注 1：黄色塗りつぶし科目は航空管制運航情報職員試

験規則第 4 条に規定される科目である。 

  

科　　目 時限数

英語２ 30

英語３ 24

時限数（小計） 54

学校規則90H（小計） 90

航空気象学２ 6

航空航法２ 12

航空機概論２ 6

ヒューマンファクター 9

運航監督・危機管理論 8

航空通信業務論２ 6

航空情報業務論２ 11

飛行場情報論 35

CNS/ATM基礎 14

業務用英語 27

飛行場管制論 9

進入管制論 9

航空路管制論 9

レーダー管制論 9

航空無線施設概論２ 9

安全（ＳＭＳ） 6

公務員教養 4

科目演習（学科） 20

  岩沼研修センター 112.5

時限数（小計） 321.5

学校規則535H（小計） 535.8

データ通信操作演習２ 6

飛行場情報演習 27

広域対空援助演習 22

科目演習（実技） 14

  岩沼研修センター 63

時限数（小計） 132

学校規則220H（小計） 220.0

時限数合計 507.5

学校規則845H（合計） 845.8

実
技

合
計

運航情報基礎（後期）

外
国
語

専
門
科
目
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⑥ 航空管制技術基礎 

注 1：黄色塗りつぶし科目は航空交通管制技術職

員試験規則第 4 条に規定される科目である。 

  

科　　目 時限数

無線工学基礎 13

情報処理基礎 5

ネットワーク基礎 5

国内航空法規 3

国際航空法規 3

飛行場概論 3

航空管制概論 7

運航情報業務概論 6

航空灯火・電気技術概論 4

航空無線概論 5

ＣＮＳ／ＡＴＭ基礎 5

ＣＯＭ基礎理論 10

ＶＯＲ基礎理論 7

ＴＡＣＡＮ基礎理論 6

ＩＬＳ基礎理論 9

レーダー基礎理論 14

管制情報処理システム基礎理論 10

管制技術業務概論 4

飛行検査概論 2

安全（ＳＭＳ） 6

保健体育 6

公務員教養 19

科目演習 3

時限数（小計） 155

学校規則258H（小計） 258.3

電気電子計測基礎 4

ＣＯＭ実技 16

ＶＯＲ実技 8

ＴＡＣＡＮ実技 8

ＩＬＳ実技 16

レーダー実技 16

情報処理実技 5

科目演習（実技） 5

時限数（小計） 78

学校規則130H（小計） 130.0

時限数合計 233

学校規則388H（合計） 388.3

専
門
科
目

実
技

合
計
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⑦ システム専門官基礎 

注 1：黄色塗りつぶし科目は航空交通管制技術

職員試験規則第 4 条に規定される科目である。 

  

科　　目 時限数

情報数学 24

確率・統計概論 18

情報学概論 18

情報と符号化 24

ＩＴとデータ分析 10

情報システム基礎 24

リレーショナルデータベース概論 18

システム開発基礎 12

システム設計概論 24

システム設計特論 24

ヒューマンインタフェース概論 6

信頼性設計概論 18

安全学入門 18

情報倫理と法体系 12

情報セキュリティ概論 12

知的財産権の法律と実務 12

システム監査と内部統制 12

業務分析手法の基礎 24

プロジェクトマネジメント概論 18

ネットワーク概論 24

ネットワーク特論 18

ソフトウエア工学 16

システム運用方法論 18

先端システム工学 8

運航情報業務論 8

航空管制業務論 18

管制情報処理システム概論 24

管制情報処理システム研究 24

保健体育 18

公務員教養 19.4

科目演習（学科） 20

時限数（小計） 543.4

学校規則905H（小計） 905.7

情報システム基礎演習 24

システム設計特論演習-1 12

システム設計特論演習-２ 18

ネットワーク特論演習 24

修了ケーススタディ 30

研究時間 20

科目演習（実技） 4

時限数（小計） 132

学校規則220H（小計） 220.0

時限数合計 675.4

学校規則1,125H（合計） 1,125.7

システム専門官基礎

専
門
科
目

実
技

合
計
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1-3-2 専門科目と実技科目 

 平成 27 年度に実施した研修科目の内容と時間数について、各研修課程（コース）

別に時間構成などを図示しながら述べることとし、各コースの冒頭では学校規則に定

めるコース毎の年間の研修科目と時間を帯グラフで示す。 

 学校規則においては 60 分を 1 時間とする標準的な研修時間の記載としているが、

カリキュラムにおいては授業単位である 100 分を 1 時限と表記しており、一般的には

この時限単位を用いている。このため、ここでは研修時間を時限単位で表すことを基

本とし、時間単位の場合には“〈 〉 ”を付して区別する。 

 なお、専門科目に整理される公務員教養科目（教養習得、特別講義及び校外研修な

ど）は 1-3-4 項に別記する。 

① 航空情報科 本科 1 学年（47 期）、本科 2 学年（46 期） 

航空情報科本科においては、1 学年及び 2 学年でそれぞれ 936 時限〈1,560

時間〉、合計 1,872 時限〈3,120 時間〉の研修を行っている。 

1 学年では基礎試験の学科科目から教授してゆき、それぞれの学科科目をほ

ぼ終了させ、2 学年から本格的に実技の実習を行っている。平成 27 年度におい

ても、2 学年の実技全てを班分けすることによる効率的な実習を継続して実施

した。 

 1 学年の科目から公務員教養科目、外国語科目及び保健体育科目（合計 252 時限）

を除いた専門科目と実技科目の合計 684.2 時限について、基礎試験の対象となる科目

と対象とならない科目の割合を次表および円グラフに示す。 

専門 13 355.0

実技 2 32.0

専門 12 261.2

実技 3 36.0

合計 30 684.2

情１基礎試験

対象

対象外

科目数／計 時限数／計

15

15

387.0

297.2 基礎試

験対象 

専門 

52% 

対象 実

技 

5% 

対象外  

専門 

38% 

対象外 

 実技 

5% 

１学年時限数割合 

1109.4 

493.2 

616.2 

216 

108 

108 

117 

0 

117 

54 

27 

27 

376 

308 

68 

情報科計 

２学年 

１学年 

専門 外国語 一般教養 保健体育 実技 
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2 学年の科目から公務員教養科目、外国語科目及び保健体育科目（合計 135 時

限）を除いた専門科目と実技科目の合計 801.2 時限について、基礎試験の対象

となる科目と対象とならない科目の割合を次表および円グラフに示す。 

 

② 航空電子科 本科 1 学年（47 期）、本科 2 学年（46 期） 

航空電子科本科においては、専門科目が他科目に比して多くなっている。こ

れは、航空電子科本科の教育内容が、国家資格である第 2 級陸上無線技術士の

免許取得に必要な科目、情報処理・電子技術の基礎知識、航空関係無線施設に

係る知識、技能の習得に必要な科目等、多種、広範囲に及ぶためである。 

なお、実技科目においては学生を少人数のグループに分け、限られた時間の

中で効率的かつ効果的に研修を実施している。 

航空電子科本科においては、1 学年及び 2 学年でそれぞれ 936 時限〈1,560

時間〉、合計 1,872 時限〈3,120 時間〉の研修を行っている。 

1 学年の科目から公務員教養科目、外国語科目及び保健体育科目（合計 252

時限）を除いた専門科目と実技科目の合計 711.2 時限について、基礎試験の対

象となる科目と対象とならない科目の割合を次表および円グラフに示す。 

  

専門 14 235.0

実技 6 240.0

専門 14 258.2

実技 3 68.0

情２基礎試験 科目数／計

合計 37 801.2

時限数／計

対象　 20 475.0

対象外 17 326.2

基礎試

験対象 

専門 

29% 

基礎試

験対象 

実技 

30% 

対象外  

専門 

32% 

対象外 

 実技 

9% 

２学年時限数割合 

1269.4 

651.2 

618.2 

165 

84 

81 

117 

0 

117 

54 

27 

27 

267 

174 

93 

電子科計 

２学年 

１学年 

専門 外国語 一般教養 保健体育 実技 
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航空電子科 2 年の科目から公務員教養科目、外国語科目及び保健体育科目（計

111 時限）を除いた専門科目と実技科目の計 825 時限について、基礎試験の対

象となる科目と対象とならない科目に分け、その時限数と割合を次表及びグラ

フに示す。 

 

③ 航空管制官（120 期、119 期） 

航空管制官基礎研修課程においては、1 年間で計 936 時限〈1,560 時間〉の

研修を行っている。なお、本科にある一般教養科目はなく、また保健体育は専

門科目に内包している。 

 

航空管制官基礎研修課程の科目から外国語科目 42 時限を除いた専門科目と

実技科目の計 894 時限について、基礎試験の対象となる科目と対象とならない

526.3 42 368.0  

専門 外国語 実技 

専門 17 445.0

実技 2 75.0

専門 7 173.2

実技 2 18.0

合計 28 711.2

対象外 9 191.2

電１基礎試験 科目数／計 時限数／計

対象 19 520.0

基礎試

験対象

専門 
63% 基礎試

験対象 

実技 
11% 

対象外 

専門 
24% 

対象外 

実技 
2% 

１学年時限数割合 

基礎試

験対象 

専門 
48.7% 

基礎試

験 実技 
20.6% 

対象外 

専門 
30.2% 

対象外 

実技 
0.5% 

２学年時限数割合 

専門 14 402.0

実技 7 170.0

専門 10 249.2

実技 1 4.0
253.2

合計 32 825.2

対象外 11

572.0

電２基礎試験 科目数／計

対象　 21

時限数／計
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科目に分け、その科目数と時限数を次の表に、また時限数の割合をグラフに示

す。 

 

④ 運航情報基礎研修前期（第 9 回） 

第 9 回運航情報基礎研修（前期）においては、4 ヶ月間で計 312 時限〈520

時間〉の研修を行っている。 

運航情報基礎研修（前期）の科目から外国語科目 36 時限を除いた専門科目と

実技科目の計 276 時限について、基礎試験の対象となる科目と対象とならない

科目に分け、その時限数と割合を次表及びグラフに示す。 

 

 

基礎試

験対象 

専門 
29% 

基礎試

験対象 

実技 
31% 

対象外 

専門 
30% 

対象外 

実技 
10% 

時限数割合 

専門 14 256.0

実技 4 278.0

専門 23 270.3

実技 6 90.0
対象外 29 360.3

管制官基礎試験 科目数／計

合計 47 894.3

時限数／計

対象　 18 534.0

186.3 36 90.0  

専門 外国語 実技 

基礎試

験対象 

専門 
62% 

基礎試

験対象 

実技 
30% 

対象外  

専門 
5% 

対象外 

 実技 
3% 

時限数割合 

専門 13 172.0

実技 4 81.0

専門 2 14.3

実技 1 9.0

情基前期基礎試験

対象外

科目数／計

対象 17

3

合計 20

時限数／計

253.0

23.3

276.3
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⑤ 運航情報基礎研修後期（第 8 回） 

第 8 回運航情報基礎研修（後期）では、7 ヶ月間で計 507 時限〈845 時間〉 

の研修のうち 4 か月間を本校で、残りを岩沼研修センターで実施している。 

運航情報基礎研修（後期）の科目から外国語科目 54 時限を除いた専門科目と

実技科目の計 453 時限より、岩沼研修センターで実施される専門科目 112 時限

と実技科目 63 時限を除した本校実施分 278 時限について、基礎試験の対象と

なる科目と対象とならない科目に分け、その時限数と割合を次表及びグラフに

示す。 

⑥ 航空管制技術基礎研修（平成 27 年度） 

 選考採用した航空管制技術職員のための研修は、平成 20 年度まで 1 ケ月間

の「無線職員初任者研修」として本校にて実施していたが、平成 21 年度からは

訓練官署にて行っていた基礎訓練を本校で実施することとし、期間を 3 ケ月へ

と変更した。 

 平成 23 年度からは、名称を新たに「航空管制技術基礎研修」として実施した。 

航空管制技術基礎研修（平成 26 年度）においては、計 233 時限〈388〉時間

の研修を行っている。 

 

155 78.0  

専門 実技 

321.5 54 132.0  

専門 外国語 実技 

基礎試

験対象 

専門 
56% 

基礎試

験対象 

実技 
20% 

対象外 

専門 
19% 

対象外 

 実技 
5% 

時限数割合 

専門 13 156.0

実技 3 55.0

専門 5 53.0

実技 1 14.0

情基後期基礎試験

対象外

科目数／計

対象 16

6

合計 22

時限数／計

211.0

67.0

278.0
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専門科目と実技科目の計 233 時限について、基礎試験の対象となる科目と対

象とならない科目に分け、その時限数と割合を次表及びグラフに示す。 

 

⑦ システム専門官基礎研修（第 7 回） 

「システム専門官基礎研修」は、航空管制情報処理システムの企画、開発、

立案に関わる要員の育成を目的として平成 21 年度に新設された。システム専門

官基礎研修では、情報システムに共通な基礎知識・技術の習得を目的とし、一

般教養科目から情報処理専門科目まで、将来のスキルアップに必要となる基礎

知識を学んでいる。 

平成 27 年度は、第 7 回目に当たる研修を 4 月初旬から 12 月下旬までの 9

ヶ月間、航空電子科修了生（本科 44 期 5 名；東京（管），福岡（管），東京

（事）、関西（事）及び福岡（事）から各 1 名）を対象に実施した。 

システム専門官基礎研修（第 7 回）においては、計 675 時限〈1,125 時間〉

の研修を行っている。 

 

システム専門官基礎研修の科目となる専門科目と実技科目の計 675時限につ

いて、基礎試験の対象となる科目と対象とならない科目に分け、その時限数と

割合を次表及びグラフに示す。 

543.4 132.0  

専門 実技 

専門 13 102.0

実技 6 69.0

専門 10 53.0

実技 2 9.0
12 62.0

管技基礎 科目数／計

合計 31 233.0

時限数／計

対象　 19 171.0

対象外

基礎試

験対象 

専門 

44% 

基礎試

験対象 

実技 

29% 

対象外  

専門 

23% 

対象外 

 実技 

4% 

時限数割合 
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1-3-3 外国語科目 

 外国語科目としては英語を教授しており、「英会話」、「基礎英語」、「航空英語」

に大別した講義を行っている。なお各職種の業務特性に起因して英語の重要度に差異

のあることから、課程それぞれに講義時間数は異なっている。 

 平成 21 年 3 月から導入された航空交通業務従事者に課せられる ICAO 語学能力要

件（レベル４）に対応するため、航空管制官基礎研修及び本科航空情報科においては、

修了時にレベル４能力相当を身につけさせることとしている。なお、航空管制等英語

能力証明試験は、基礎試験に合格した職員について行うものとされているため、本校

修了後に赴任した航空官署にて受験する。 

 スピーキングとリスニング能力の養成に重点を置く英会話では、能力別のクラス編

成を行っている。 

 また、自らの英語能力を見極めるとともに講師が教授手法などに反映させるため

TOEIC 試験を実施している。平成 23 年度までは入学・進級直前・修了直前に行って

いたが、平成 25 年度においては、本科は 2 年間のうちに 1 回を進級直前に、航空管

制官基礎研修課程は 1 年間のうちに 1 回を行った。 

 英語発音評定用ソフト「Ami Voice Call」には、当初整備の一般標準英語に加え、

平成 20 年 10 月、航空英語能力の向上を目的に特殊な発音と定型文を含む約 200 文

例を作成のうえ導入している。 

 さらに平成 21 年 10 月、この「Ami Voice Call」を学生寮自室からＬＡＮ接続に

て利用できる環境を構築することにより、講義のみならず自学習でも一層使い易い環

境を整えている。 

 以下に、各科の外国語科目における時間構成比を示す。 

  

専門 27 478.0

実技 6 128.0

専門 4 65.4

実技 1 4.0

675.4

時限数／計

606.0

69.4

システム基礎 科目数／計

合計 38

対象　 33

対象外 5 基礎 

試験 

対象 

 専門 
70.8% 

基礎試

験対象  

実技 
19.0% 

対象外 

専門 
9.7% 

対象外 

 実技 
0.6% 

時限数割合 
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① 航空情報科 本科 1 学年（47 期）、本科 2 学年（46 期） 

 

 
C・・・Communication 

L・・・Listening 

S・・・Speaking and Supplement 

英会話 C：コミュニケーションに重点を置いた英会話能力の向上 

英会話 L：リスニングに重点を置いた英会話能力の向上 

英会話 S：スピーキングに重点を置いた英会話能力の向上 

英語Ａ：航空英語の習得と、表現力・会話力の向上 

英語Ｂ：文法や語彙の習得と、読解力・理解力の向上 

② 航空電子科 本科 1 学年（47 期）、本科 2 学年（46 期） 

 

 
英語Ⅰ：英語の基本的な語法と、電子・科学文献の読み方を教授 

英語Ⅱ：英会話の能力を教授 

英語Ⅲ：航空基礎英語の習得と、発表技法の向上 

③ 航空管制官（120 期、119 期） 

 
実用英語：実用英語 航空無線で使用される英語を理解する 

航空英語：航空無線通信士の資格取得のための英語力養成 

英語Ａ１ 

18時限 

英語Ｂ 

18時限 

英会話Ｃ１ 

24時限 

英会話Ｌ１ 

24時限 

英会話Ｓ１ 

24時限 

＜1学年＞108時限〈180時間〉 

英語A２ 

46時限 

英会話Ｃ２ 

21時限 

英会話Ｌ２ 

21時限 

英会話Ｓ２ 

20時限 

＜2学年＞108時限〈180時間〉 

英語Ⅰ 

54時限 

英語Ⅱ 

27時限 

＜1学年＞81時限〈135時間〉 

英語Ⅰ 

45時限 

英語Ⅱ 

27時限 

英語Ⅲ 

12時限 

＜2学年＞84時限〈140時間〉 

実用英語 

12時限 

航空英語 

30時限 

42時限〈70時間〉 
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④ 運航情報基礎研修前期（第 9 回） 

 

英語１：基礎的な英文の読解・作文能力の向上 

⑤ 運航情報基礎研修後期（第 8 回） 

 
英語２：業務を適確に実施するための英会話の習熟 

英語３：航空英語による表現力・会話力の向上 

  

英語１ 

36時限 

前期／第8回36時限〈60時間〉 

英語２ 

30 

英語３ 

24 

後期／第9回 54時限〈90時間〉 
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1-3-4 公務員教養科目 

 本科及び航空管制官基礎研修課程には、専門科目内に公務員教養を設けており、大

きくは教養修得、特別講義、校外研修、その他という４つの種別を設けている。 

① 平成 27 年度 公務員教養「教養修得」･･･管制事務適正化関連を含む 

公務員として必要な教養を修得する。

月日 講　義　内　容 講師名 時限
情
Ⅰ

電
Ⅰ

情
Ⅱ

電
Ⅱ

118 119 120 人数

校長講話

4/6 期待される公務員像を目指して ３幹部 2 2 2 2

公務員制度

4/14 公務員倫理、交通安全・事故防止 総務課 1 1 1 1 101

4/7 航空保安業務の概要 研修調整官 1 1 1 1 101

4/10
[初任教養]
服務、人事、給与、共済

総務課 1 1 1 1 101

7/3 コンプライアンス　(公務員倫理に代えて) 総務課 1 1 1 55

8/24 財務会計制度 会計課 1 1 40

9/11 人事評価制度 総務課 1 1 1 1 1 135

9/24 コンプライアンス 総務課・各科 1 1 40

9/18 コンプライアンス　(公務員倫理に代えて) 総務課 1 1 1 1 101

校長講話 　

10/5 期待される公務員像を目指して ３幹部 2 2 40

公務員制度 　

10/26
[初任教養]
服務、人事、給与、共済

総務課 1 1 40

10/6 航空保安業務の概要 研修調整官 1 1 40

1/8 財務会計制度 会計課 1 1 1 1 95

1/8 組織と所掌、共済・福利厚生制度 総務課 1 1 1 55

2月 コンプライアンス 総務課・各科 1 1 1 1 95

2月 コンプライアンス　(公務員倫理に代えて) 総務課 1 1 40

3月 公務員倫理、交通安全・事故防止 総務課 1 1 1 1 95

19 6 6 6 6 3 9 6

101
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② 平成 27 年度 公務員教養「特別講義」 

航空分野に係る教養を習得させるため、次表に示す航空会社、研究所及び関係

団体等の航空分野に係る専門教養講義を実施した。 

月日 講　義 対象 依頼先（敬称略）

5月27日
航空保安業務とその課題
本省・地方局組織の業務概要

本科1年
航空局交通管制企画課
航空管制運航情報調査官
山内　道夫

8月17日 航空保安（セキュリティ） 管制118
大阪航空局　総務部
安全企画・保安対策課
課長補佐　杉田　祐一郎

9月2日 空港経営改革 管制118
航空局　航空ネットワーク企画課
課長補佐　石岡裕行

9月17日 CARATS概要
本科2年

管制118/119
航空局　交通管制企画課　航空管
制技術調査官　山田　伸一

9月29日 国際協力
本科1年

管制118/119
航空局　航空交通国際業務室
海外展開推進係長　本江　信夫

12月22日

「電子研概要」
「リモートタワー及びヒューマン
ファクター関係」
「ＧＢＡＳ」

本科2年
管制119/120

電子航法研究所
　　井上主幹研究員
　　福島主幹研究員
　　森井企画課主任

2月5日 国際線発着枠調整業務
本科2年

管制119/120
日本航空協会 発着調整事務局
事務局長　武田洋樹　他

2月22日 空港経営改革
本科2年
管制119

航空局ネットワーク企画課
専門官　櫻田　薫

2月26日 航空保安（セキュリティ）
本科2年
管制119

大阪航空局　総務部
安全企画・保安対策課
専門官　原　寿文

3月3日 航空保安業務の危機管理
本科2年

管制119/120
航空局交通管制企画課
調査官　岩井　亘

3月17日 エアラインの運航とCRM
本科1年

管制119/120

全日本空輸(株)
訓練センター 乗員訓練部
CRM訓練チーム　鈴木　明  

③ 平成 27 年度 公務員教養「校外研修」 

それぞれの職種の専門科目又は実技科目の内容を実地に業務や施設を確認す

ることにより理解を深め、かつ研修意欲の向上を図るため、現場官署等へ出向

いている。 

各クラスにおける校外研修の日程、行き先、研修目的とする対象業務などを

簡潔に記す。 

なお、本科及び航空管制官課程においては関西空港に離着陸する航空局の飛

行検査機を利用した搭乗訓練を行っている。搭乗訓練は、校外研修の科目内に

はないものの、飛行検査業務を見学するとともに、これから携わる業務及び施

設の運用・管理状況を把握し、また業務と航空機の運航の関係について見識を

深める目的で、各クラスを班分けのうえ実施している。 

a. 航空情報科 本科 

(ア)航空情報科 1 年（47 期） 

5 月 19 日  大阪空港事務所：FSC 官署の運航情報業務 

3 月 10 日  関西空港事務所：CADIN ネットワーク・FIHS ホスト、他職

種業務 

 関西地方気象台：航空気象業務の概要 

 新関西空港（株）：国管理と株式会社管理との違い等 
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(イ)航空情報科 2 年（46 期） 

6 月 17 日  八尾空港事務所：小型機の運航する飛行場の管制 

 アジア航測（株）・朝日航洋（株）：航空機使用事業者の運航 

11 月 13 日  南紀白浜空港出張所：飛行場対空援助業務・運航援助情報業務 

 関西航空地方気象台南紀白浜空港出張所：気象機関の業務 

 和歌山県南紀白浜空港管理事務所：地方自治体管理空港の業務

及び防災航空隊の災害等における救助活動等の内容 

2 月 23 日～ 

    24 日 

 成田空港事務所：国際線発着調整業務・管制通信業務 

 航空情報センター：航空情報業務 

 ＪＡＬ安全啓発センター：航空の安全啓発 

 東京空港事務所：救難調整本部(RCC)捜索救難業務 

3 月 14 日～ 

17 日 

 大阪空港事務所 

 関西空港事務所、新関西空港㈱ 

 

b. 航空電子科 本科 

(ア)航空電子科 1 年（47 期） 

6 月 5 日  関西空港事務所：無線関係施設及び航空保安業務の概要 

3 月 3 日～ 

4 日 

 東京空港事務所：無線関係施設及び航空保安業務の概要 

 ＪＡＬ安全啓発センター：航空の安全啓発 

3 月 18 日 
 神戸航空衛星センター：航空衛星システムの概要及び航空衛星

運用業務 

(イ)航空電子科 2 年（46 期） 

10 月 7 日 
 システム開発評価・危機管理センター：航空交通管制情報処理

システムの開発評価及び危機管理に関する業務 

11 月 9 日～ 

10 日 

 福岡空港事務所、福岡航空交通管制部、航空交通管理センタ

ー：航空路管制の状況、運用機器等 

10 月 28 日 
 神戸航空衛星センター：航空衛星システムの概要及び航空衛星

運用業務 

1 月 19 日～ 

22 日 
 関西空港事務所：管制技術業務のインターンシップ 

2 月 10 日  飛行検査センター：飛行検査業務 

 

c. 航空管制官 

(ア)管制官 118 期 

6 月 15 日～ 

16 日 

 羽田空港管制塔／レーダー室、東京航空交通管制部管制室、日

本航空安全啓発センター：繁忙官署における最新技術を使った

実業務、現場に赴く心構えと管制官の一員である自覚を促す 

8 月 27 日 

 大阪空港管制塔：平行滑走路空港の特性や TWR 実習・TR 実

習での航空機取扱い、卒業事前現場実習 

 全日空整備/航空機ハンガー：航空機構造と整備の重要性 

 システム開発評価・危機管理センター：洋上管制の雰囲気、大

規模災害時の危機管理の知識 
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(イ)管制官 119 期 

5 月 22 日 

 関西空港管制塔／レーダー室：実習のイメージを具体的に掴む

ことで座学知識と実習のリンクを図りやすくし、実習への導入

を容易にする 

12 月 4 日 

 大阪空港管制塔：平行滑走路空港の特性や TWR 実習・TR 実

習での航空機取扱い 

 全日空整備／航空機ハンガー：航空機構造と整備の重要性 

 システム開発評価・危機管理センター：洋上管制の雰囲気、大

規模災害時の危機管理の知識 

2 月 2 日～ 

3 日 

 羽田空港管制塔／レーダー室、東京航空交通管制部管制室、日

本航空安全啓発センター：繁忙官署における最新技術を使った

実業務、現場に赴く心構えと管制官の一員である自覚を促す 

(ウ)管制官 120 期 

11 月 27 日 

 関西空港管制塔／レーダー室：実習のイメージを具体的に掴む

ことで座学知識と実習のリンクを図りやすくし、実習への導入

を容易にする 

 

d. 運航情報基礎研修 

(ア)前期/第 9回 

9月 4日 
 大阪空港事務所：FSC における運航情報業務及び航空保安業

務の概要 

(イ)後期/第 8回 

12月 4日 
 八尾空港事務所：小型機の運航する飛行場の管制 

 アジア航測（株）・朝日航洋（株）：航空機使用事業者の運航 

 

e. 航空管制技術基礎研修（第 4 回） 

7 月  8 日  関西空港事務所：無線関係施設及び航空保安業務の概要 

8 月 20 日 
 大阪空港事務所：無線関係施設及び航空保安業務 

 新関西国際空港（株）：消防業務 

 

f. システム専門官基礎研修（第 6 回） 

5 月 13 日 

6 月 10 日 

7 月 1 日 

10 月 14 日 

 システム開発評価・危機管理センター：航空交通管制情報処理

システムの高度化・複雑化、企画・開発手法 

7 月 22 日  大阪大学：次世代ネットワーク、高信頼性システムの研究 

9 月 10 日～ 

11 日 

 航空交通管理センター：航空交通流管理、空域管理、洋上管制、

協調的意志決定（CDM）を理解する。 

 航空交通管制情報処理システムの企画・開発の視点から理解す

る。 

11 月 11 日 
 神戸航空衛星センター：航空衛星システムの概要及び航空衛星

運用業務 
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④ 「その他」 

公務員教養のその他の時間は、オープンキャンパス、空の日、体育大会など

各種イベントへの参加、あるいはコンプライアンス教育、校長訓話、幹部によ

る経験談講和、クラスコミュニケーションなど航空職種及び公務員と必要な知

識の習得に充てている。 

各種イベントの内容は、8-4 全校合同行事に記載する。 

1-3-5 一般教養科目 

 一般教養科目は本科第 1 学年のみを対象に設定している。 

 航空情報科 1 年    

  

  

  

  

 航空電子科 1 年 

 心理学   

 法学 

 数学 

 物理学 

 社会教養 

 心理学 

 法学 

 数学 

 物理学 

 18 時限 

 27 時限 

 30 時限 

 30 時限 

 12 時限 

 18 時限 

 27 時限 

 36 時限 

 36 時限 

1-3-6 保健体育科目 

 健康についての基礎知識を備え、体育実技を通した心身の育成を目的として、本科

第１学年、第２学年及び管制官課程を対象に実施している。年間、本科は各 27 時限、

管制官課程は 18 時限としている。 

 体育館あるいはグラウンドなどを使った体育実技（ソフトボール、バレーボール、

サッカー、バスケットボール、バトミントン、スポレック、ピロポロ、キンボール及

びアルティメット等）は、青年期の学生・研修生にとって心身の健康管理に必要不可

欠な科目である。また、集中力、持続力を発揮させ、研修効果を高める役割を果たし

ている。 

 なお、平成 16 年度以降、航空保安業務の複雑性・困難性から生じる強いストレス

への対応として、保健体育の時間内にメンタルヘルス及びストレスマネージメント等

の内容を本科・管制官課程共に各１時限／年を取り入れ、精神面での健康管理にも配

慮している。 

1-4 研修細目の改正 

1-4-1 改正の概要 

 CBT(Competency Based Training)の導入に伴い、各科目の授業項目及び要点に、

研修目標となる内容を記載している。この記載内容変更は順次実施することから、全

ての科目の変更が完了するのに数年を要する。 
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 公務員教養において実施していたホームルーム月２回を廃止し、特別講義１回とコ

ンプライアンスミーティング１回を追加した。 

 次に、前年度研修実績等を踏まえ、平成 2７年度においては、科目の新設あるいは

一部科目の時限数増減、授業項目の変更などを行う。 

 なお、学校規則の改定を伴う時間数の変更は、各課程共にない。 

1-4-2 主な改正事項 

① 課題学習等の学習発表の聴講 

職種間の交流を図る目的で３科による実習交流を行っているのと同様に、平

成 26 年度から他科の学習発表を聴講するため、各 2 時限を「公務員教養」内

に確保していたが、この２時限を「科目演習」内で確保することとした。 

① TOEIC 試験 

経費の縮減に伴い、平成 24 年度から本科「科目演習」内にある『TOEIC 試

験』の受験回数を、平成 26 年度に「3 回・6 時限/2 年」→「1 回・2 時限/2

年」へ減じた。 実際には、実施する意義の小さい管制科の受験「1 回・2 時限

/1 年」を廃止し、代わって意義のより大きい本科の受験回数を「2 回・4 時限

/2 年」へ増やし、「公務員教養」内で実施した。平成 27 年度についても継続

することとした。 

② 特別講義 

「公務員教養」内に設定している特別講義において、『関西空港の情報通信

システム（本科各 1 時限）』を廃止し、『航空保安業務とその課題（仮称）（本

科各 1 時限）』を新設した。 
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1-4-3 改正変更点の比較 

① 航空情報科 本科 

a. 航空情報科 1 年（47 期） 

カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数

数学 31.0 30.0 -1.0

物理学 31.0 30.0 -1.0

社会教養 10.0 12.0 2.0

一般教養科目_小計 72.0 72.0 0.0

カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数

航空無線通信用英語 36.0 航空無線通信用英語 34.0 -2.0

公務員教養 53.4 公務員教養 53.2 -0.2

科目演習 48.0 科目演習 50.0 2.0

学科 / 専門科目_小計 137.4 137.2 -0.2

カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数

電気通信術 2.0 電気通信術 4.0 2.0

科目演習 21.0 科目演習 19.0 -2.0

実技 / 情報実習_小計 23.0 23.0 0.0

使用実績から精査した結果として、補講・自学習にかかる時限数を減少させる。

科目演習で補講を行っていた実績を反映し、時限数を増加させる。

平成26年度 平成27年度 時限数
増減

技能の向上を図るため、補講・自学習にかかる時限数を増加させる。

研修内容の精査により、時限数を減少させる。

月１回の定期的な研修とするため、時限数を増加させる。

一
般
教
養
科
目

研修内容の精査により、時限数を減少させる。

学
科
／
専
門
科
目

実
技
／
情
報

実
習

教授内容の精査により、時限数を減少させる。

平成26年度 平成27年度 時限数
増減

テーマ学習／聴講は科目演習扱いとするため、時限数減。

平成26年度 平成27年度 時限数
増減

 

b. 航空情報科 2 年（46 期） 

カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数

飛行場情報論２ 38.0 飛行場情報論２ 35.0 -3.0

対空援助論２ 12.0 対空援助論２ 15.0 3.0

業務用英語 30.0 業務用英語 28.0 -2.0

レーダー管制論 10.0 レーダー管制論 10.0 0.0

公務員教養 74.4 公務員教養 74.2 -0.2

科目演習 12.0 科目演習 14.0 2.0

学科 / 専門科目_小計 176.4 176.2 -0.2

コンプライアンス／ホームルームの名称をあらため、月２回を１回とし時限数減。

レーダー機器の内、実運用上使用していない機器にかかる項目を削除する。

授業項目構成を見直し、時限数を減少させる。

授業項目時限数配分を見直す。

授業項目構成を見直し、時限数を減少させる。

平成26年度 平成27年度 時限数
増減

使用実績から精査した結果として、補講・自学習にかかる時限数を増加させる。
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② 航空電子科 本科 

a. 航空電子科 1 年（47 期） 

  

カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数

無線工学概論 24.0 無線工学概論 22.0 -2.0

アナログ電子回路 34.0 アナログ電子回路 36.0 2.0

無線機器学 20.0 無線機器学 24.0 4.0

空中線理論 87.0 空中線理論及び電波伝搬 87.0 0.0

電波伝搬 20.0 廃止 0.0 -20.0

無線工学演習 25.0 無線工学演習 30.0 5.0

システムソフトウェア基礎 12.0 システムソフトウェア基礎 15.0 3.0

情報通信理論 12.0 情報通信理論 18.0 6.0

航空管制概論 12.0 航空管制概論Ⅰ 7.0 -5.0

飛行場概論 6.0 飛行場概論 8.0 2.0

ＣＮＳ／ＡＴＭ概論 33.0 ＣＮＳ／ＡＴＭ概論Ⅰ 13.0 -20.0

新規 0.0 ＣＮＳ／ＡＴＭ概論Ⅱ 21.0 21.0

0.0 航空衛星システム概論 11.0 11.0

公務員教養 57.4 公務員教養 57.2 -0.2

科目演習 44.0 科目演習 37.0 -7.0

学科（専門科目）_小計 386.4 386.2 -0.2

科目名称変更（ＣＮＳ／ＡＴＭ概論をＣＮＳ／ＡＴＭ概論ⅠとＣＮＳ／ＡＴＭ概論Ⅱに分
割）

科目名称変更（航空衛星システム理論を航空衛星システム概論に変更）、２年次実施時期
を１年次に変更

他科学習発表会聴講は科目演習へ

他科学習発表会聴講を公務員教養より移動

科目名称変更（ＣＮＳ／ＡＴＭ概論をＣＮＳ／ＡＴＭ概論ⅠとＣＮＳ／ＡＴＭ概論Ⅱに分
割）

平成26年度 平成27年度 時限数
増減

空中線理論及び電波伝搬へ統合

内容強化（空中線理論及び電波伝搬の演習時間を統合）

内容強化

１年次での時間数増

科目名称変更（航空管制概論を航空管制概論Ⅰ（1年次）と航空管制概論Ⅱ（2年次）に
分割）

内容強化

学
科
（

専
門
科
目
）

内容精査

内容強化

１年次での時間数増

科目名称変更（電波伝搬を統合）、内容変更（演習時間は無線工学演習に統合）
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b. 航空電子科 2 年（46 期） 

 

  

カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数

課題学習 27.0 課題学習 32.0 5.0

無線工学演習 25.0 廃止 0.0 -25.0

空中線理論演習 10.0 廃止 0.0 -10.0

無線機器学（Ⅱ） 63.0 廃止 0.0 -63.0

0.0 無線機器学 72.0 72.0

0.0 情報通信理論 6.0 6.0

0.0 国際航空法規 8.0 8.0

航空衛星システム理論 14.0 航空衛星システム概論 13.0 -1.0

ＣＮＳ総合演習 24.0 ＣＮＳ総合演習 25.0 1.0

管制技術業務論 48.0 管制技術業務論 43.0 -5.0

0.0 飛行検査概論 8.0 8.0

公務員教養 72.4 公務員教養 76.2 3.8

学科（専門科目）_小計 283.4 283.2 -0.2

カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数

航空通信システム実技 22.0 航空通信システム実技 26.0 4.0

着陸システム実技 22.0 着陸システム実技 14.0 -8.0

監視システム実技 22.0 監視システム実技 26.0 4.0

学科（電子実習）_小計 66.0 66.0 0.0

科目名称変更（航空衛星システム理論を航空衛星システム概論に変更）、内容精査

内容強化

内容精査（特別講義追加等）

実
技
（

電
子
実
習
）

他科学習発表会聴は科目演習へ

内容強化

内容精査

内容強化

内容強化

平成26年度 平成27年度 時限数
増減

平成26年度 平成27年度 時限数
増減

46期生は２年次で履修

4５期生に限り

4５期生に限り

4５期生に限り、46期生より無線機器学（1年-2年連続科目）に変更

２年次での時間数減（4６期生は1年次に２６時限を履修済み）

２年次での時間数減（4６期生は1年次に１８時限を履修済み）

学
科
（

専
門
科
目
）

46期生は２年次で履修
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③ 航空管制官基礎課程（119 期、120 期） 

カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数

ターミナル・レーダー管制論 30.0 ターミナル・レーダー管制論 29.0 -1.0

管制業務英語 12.0 0.0 -12.0

情報処理システム概論 9.0 0.0 -9.0

0.0 情報処理システム概論（ＡＲＴＳ） 4.0 4.0

0.0 情報処理システム概論（ＩＥＣＳ） 6.0 6.0

0.0 通信機器概論 4.0 4.0

公務員教養 67.4 公務員教養 67.3 -0.1

0.0 発声技法 3.0 3.0

安全（ＴＲＭ基礎） 6.0 安全（ＴＲＭ基礎） 10.0 4.0

科目演習 27.0 科目演習 28.0 1.0

学科 / 専門科目_小計 121.4 122.3 0.9

カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数

飛行場管制方式 77.0 飛行場管制方式 92.0 15.0

進入管制方式 55.0 進入管制方式 30.0 -25.0

航空路管制方式 84.0 航空路管制方式 80.0 -4.0

ターミナル・レーダー管制方式 71.0 ターミナル・レーダー管制方式 76.0 5.0

情報処理システム操作 18.0 情報処理システム操作 0.0 -18.0

0.0 情報処理システム操作（ＡＲＴＳ） 8.0 8.0

0.0 情報処理システム操作（ＩＥＣＳ） 12.0 12.0

管制合同実習 36.0 0.0 -36.0

0.0 総合実習 32.0 32.0

科目演習（実技） 17.0 28.0 11.0

実技 / 専門科目_小計 358.0 358.0 0.0

26年度は１７時限を不足した管制方式実習へ振り当て。２７年度は実績をみて管制方式
へ割り振り。

実
技
／
管
制
実
習

学
科
／
専
門
科
目

時限数を精査し、実習時限数を再割り振りした

時限数を精査し、実習時限数を再割り振りした

システムに合わせた実習を行うためARTS および IECSに分割する。

システムに合わせた実習を行うためARTS および IECSに分割する。

システムに合わせた実習を行うためARTS および IECSに分割する。

入学直後にチームビルディングを行い、管制業務で行われているチーム・クルーで業務を
行うという意識を持たせる。

使用実績から精査した結果、時限数増とする。

時限数を精査し、実習時限数を再割り振りした

時限数を精査し、実習時限数を再割り振りした

トライアルとして行ってきた初任地特化研修を、総合実習の名称で実施。

平成26年度 平成27年度 時限数
増減

平成26年度 平成27年度 時限数
増減

ターミナル・レーダー管制論にて実施していたレーダー誘導体験を３次試験導入決定にあ
わせ、科目演習へ変更し１時限減とした。

現在の航空管制官基礎研修生の英語レベルが管制業務を遂行できるレベルにあると考えら
れ、また航空英語５０時限、実用英語１２時限の外国語科目が設定されており、現在の管
制業務英語の内容を包括できると考えられるため廃止する。

FDMS RDP ARTS IECSと４つの内容によって構成されていたが、内容が複雑になって
いるため、システムに合わせた講義を行うためARTS および IECSに分割する。

FDMS RDP ARTS IECSと４つの内容によって構成されていたが、内容が複雑になって
いるため、システムに合わせた講義を行うためARTS および IECSに分割する。

FDMS RDP ARTS IECSと４つの内容によって構成されていたが、内容が複雑になって
いるため、システムに合わせた講義を行うためARTS および IECSに分割する。

通信機器操作の実習を行ってきたが、座学部分での知識習得が必要なことから、同座学項
目として概論を実施する。

特別講義「国際協力」を実施するため、時限数増とする、他科の学習発表を聴講はカリ
キュラム調整が困難なことから廃止し、時限数減とする。

航空保安大学校が基礎研修修了生および現場官署に対し行っているフォローアップ管制業
務において滑舌や発声法に起因する不具合事例が多数発生している報告があり、職種内で
の改善策を検討した結果、発声法の自己啓発を行えるような科目を導入することとした。



  

 - 30 - 
  

 

④ 航空管制運航情報職員基礎研修 

a. 前期 

 

b. 後期 

カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数

運航管理論 17.0 運航管理論 22.0 5.0

運航援助論１ 23.0 運航援助論 30.0 7.0

航空通信業務論１ 15.0 航空通信業務論１ 17.0 2.0

飛行場情報論１ 12.0 廃止 0.0 -12.0

航空灯火概論 9.0 航空灯火概論 6.0 -3.0

運航情報業務概論 8.0 運航情報業務概論 11.0 3.0

保健体育 6.0 廃止 0.0 -6.0

公務員教養 11.0 公務員教養 11.3 0.3

科目演習 2.0 科目演習 3.0 1.0

学科 / 専門科目_小計 103.0 100.3 -2.7

平成26年度 平成27年度 時限数
増減

学
科
／
専
門
科
目

後期の運航援助論２を科目廃止するため、科目名変更。授業内容の充実強化を図るため､
時限数を増加させる。

授業内容の充実強化を図るため､時限数を増加させる。

授業内容の充実強化を図るため､時限数を増加させる。

使用実績から精査した結果として、補講・自学習にかかる時限数を増加させる。

運航情報業務概論に統合することで廃止する。

教授内容の精査により、時限数を減少させる。

運航情報業務の理解について充実強化を図るため、時限数を増加させる。

運航援助情報業務の基礎研修強化のため廃止する。

校長訓話を時限数に組み入れる。

カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数

運航援助論２ 6.0 0.0 -6.0

運航監督概論 0.0 運航監督概論 8.0 8.0

業務用英語 17.0 業務用英語 27.0 10.0

航空無線施設概論２ 16.0 航空無線施設概論２ 9.0 -7.0

保健体育 9.0 0.0 -9.0

公務員教養 4.0 公務員教養 4.6 0.6

科目演習 13.0 科目演習 17.0 4.0

学科 / 専門科目_小計 65.0 65.6 0.6

カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数

飛行場情報演習 27.0 飛行場情報演習 24.0 -3.0

科目演習 14.0 科目演習 17.0 3.0

実技 / 運航情報実習 小計 41.0 41.0 0.0

実
技
／
運
航

情
報
実
習

授業項目構成を見直し、時限数を減少させる。

使用実績から精査した結果として、補講・自学習にかかる時限数を増加させる。

平成26年度 平成27年度 時限数
増減

平成26年度 平成27年度 時限数
増減

学
科
／
専
門
科
目

研修細目上、前期で行う運航援助論１との重複が大きいため廃止し、他科目（新設：運航
監督概論）に振替を行う。

基礎試験科目「捜索救難論」として本科基礎研修で行っている運航監督概論要素を含む科
目を追加する。

授業内容の充実強化を図るため､時限数を増加させる。

教授内容の精査により、時限数を減少させる。

飛行場情報業務、対空援助業務の基礎研修強化のため廃止する。

校長訓話を時限数に組み入れる。

使用実績から精査した結果として、補講・自学習にかかる時限数を増加させる。
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⑤ 航空管制技術職員基礎研修（平成 27 年度） 

 

⑥ システム専門官基礎研修（第 7 回） 

システム専門官基礎研修第 7 回は、システム専門官基礎研修第 6 回からの変更

は無し。 

1-5 学生・研修生主体の授業 

1-5-1 学生による発表会概要 

 本校における教育プログラムでは、教官及び特任教官による学科の講義等並びに教

官による実技の訓練等により基礎的な知識及び技能を習得することが主たる目的とな

っている。 

 しかし、学生・研修生自らが研究した成果を発表する形式、あるいは相互間で議論

するような形式も、学生・研修生の意識向上に大きな効果があると考えられる。 

 このような観点から、平成 27 年度においても各科で学生・研修生による学習発表

会を実施し、互いに研修で得た知識や学習成果を紹介した。 

1-5-2 航空情報科 2 年生による「テーマ学習発表会」 

 航空情報科 2 年生によるテーマ学習の実施概要を以下に示す。 

① 目的 

専門科目の研修効果を高めるため、学生主体による学習を実施し、併せて研究

テーマについてのプレゼンテーションを行うことにより、学生の積極性、創造

性を育成する。 

② 実施時期 

平成 27 年 12 月 24 日（木）13:15～16:45、25 日（金）13:15～16:45 

③ 実施場所 

航空保安大学校合同教室 

④ 実施内容 

運航情報業務に関連する分野からテーマを決定し、基礎研修で得た業務に関

する知識の深掘り、問題点解析、さらには学生視点からの業務改善提案につい

て調査・研究の上で発表を行った。発表テーマ決定や関係資料収集など、全体

を通して学生主体で実施している。 

カリキュラム名 時限数 カリキュラム名 時限数

ＣＯＭ基礎理論 11.0 ＣＯＭ基礎理論 10.0 -1.0

レーダー基礎理論 13.0 レーダー基礎理論 14.0 1.0

学科（専門科目）_小計 24.0 24.0 0.0

学
科
（

専
門

科
目
）

平成26年度 平成27年度 時限数
増減

内容精査

内容強化
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発表会は同科 1 年生への研究発表を前提に準備していたが、関係者にも公開

した。平成 27 年度は校長、教頭を含む教職員、情報科基礎研修生及び航空電子

科学生、また校外からは大阪航空局及び東京航空局から参加があり、質問や意

見交換が行われた。 

⑤ 実施方法 

a. 学生は 3 人×7 グループに分かれ、グループ毎にテーマを決定。 

b. その後資料収集・調査を行い、結果をまとめるとともにプレゼンテーショ

ン資料を作成。発表想定は 1 グループあたり約 40 分程度、質疑応答時間は

10 分程度。 

c. 教官は学習開始前に学生に対しテーマ選定やプレゼンテーション技法にか

かる指導を行ったほか、各グループ毎に担当教官を配置した。教官は資料

収集協力や途中経過について指導にあたるものの、学生が自主的に行う学

習内容については助言を行うのみとした。 

d. 発表会後は資料を配付用に編集し、配属先として想定される全国８カ所の

飛行援助センターの他、岩沼研修センター及び本省運用課、並びに地方航

空局運用課へ送付した。 

⑥ スケジュール 

9 月 10 月 11 月 12 月 

上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 

                        

 テーマ検討                    

       資料収集・調査             

             プレゼン作成       

                  発表練習    

                     △発表 

⑦ 2 年生テーマ学習の内容 

１ 航空情報用略語 ５ ATS通報のあて名 

２ EMMU ６ 対空の技量保持に関する考察 

３ TRAFFIC INFORMATION LOG ７ 閉鎖された滑走路への進入 

４ 楽しくわかる！航空法   

1-5-3 航空電子科 2 年生による「課題学習発表会」 

 航空電子科 2 年生による課題学習実施概要を以下に示す。 

① 目的 

  学生自ら課題を設定し、その調査・研究、成果の発表を実施することで、業

務上生じる問題を解決する方法を学習する。 

② 実施日時 

平成 27 年 12 月 18 日（金） 10:35～16:45 
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③ 実施場所 

航空保安大学校 3 階 合同教室 

④ 実施内容 

3 名で班を構成し、それぞれの班ごとに電気・電子工学関連、航空、宇宙、

行政等で管制技術業務に関連する分野から課題を決定し、自主的に調査・学習・

発表資料作成を行った。 

 発表会は関係者に公開し、平成 27 年度は校長を含む教職員 21 名、航空局管

制技術課、大阪航空局及び関西空港事務所から 9名の他、航空管制科研修生、

航空情報科学生、システム専門官研修生、航空電子科 1 年生の参加があった。 

⑤ 実施方法 

 8 月にカリキュラムを開始し、学生は自らの学習課題を設定し研究計画を立

て、3 ヶ月程度かけて資料収集・調査・研究を行ったうえで結果を考察し成果

をまとめた。調査・研究の段階が進んでくるとプレゼンテーション資料の作成

を合わせて実施し、１２月の発表会において学習成果を発表した。担当教官は、

学生の主体性やプロジェクト遂行能力を高めることに重点を置いた指導を行っ

た。 

⑥ スケジュール 

8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 

上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 

                              

  資料収集 課題決定                     

             調査・研究              

                  プレゼン資料作成 

発表練習 

  △ 発表 

                        

 

⑦ 発表会の内容 

１ 将来の最適な進入航法 

２ 航空管制技術官とヒュ-マンインタフェ-スの関係性通信プログラムの解析 

３ 管制情報処理システム移行に必要な能力 

４ TBO実現に向けて ～これからの陸域データリンク～ 

５ 航空局に対する標的型攻撃の分析 

６ 未来につながる広報活動 

７ 学生の考える航空管制技術官になるための 理想的な授業プラン 

 ８  航空管制技術官と業務の高度化・最適化 

 ９  航空衛星通信システムの展望 

 １０  新監視システムによる平行滑走路処理能力向上 
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1-5-4 航空管制科「東京校外研修発表会」 

 航空管制官基礎研修課程 118 期及び 119 期「東京校外研修報告会」の実施概要を

以下に示す。 

① 目的 

 東京空港事務所、東京航空交通管制部及び日本航空安全啓発センターへの研

修において、見たこと、聞いたこと、あるいは事前学習と違った点等を整理し

て発表することにより、知識の定着を図り、当該研修を充実させる一助とする。 

② 実施日時 

平成 27 年 6 月 29 日 8:45～10:25 (118 期)  

平成 28 年 2 月 22 日 15:05～16:45  (119 期)  

③ 実施場所 

合同教室 

④ 実施内容 

研修生によるプレゼンテーション 

研修生・学生（航空管制科、航空電子科、航空情報科）および教官との質疑応

答 

1-5-5 航空管制科「大阪校外研修発表会」 

 航空管制官基礎研修課程 119 期「大阪校外研修報告会」の実施概要を以下に示す。 

① 目的 

 大阪空港事務所、システム開発評価・危機管理センター（SDECC）及び MRO 

Japan（機体整備場）の研修において、見たこと、聞いたこと、あるいは事前

学習と違った点等を整理して発表することにより、知識の定着を図り、当該研

修を充実させる一助とする。 

② 実施日時 

平成 27 年 12 月 10 日 8:45～10:25 

③ 実施場所 

合同教室 

④ 実施内容 

研修生によるプレゼンテーション 

研修生・学生（航空管制科、航空電子科、航空情報科）および教官との質疑応

答 
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1-6 各職種合同研修（職種間における連携強化の推進） 

1-6-1 実習交流 

 実習交流は、管制・情報・管技の３科の学生・研修生が他科の実習を体験すること

により相互の理解を深め、また職種間交流を促進することを目的としている。実際に

は、学生・研修生が主体的に説明者となり、他科の学生・研修生に自身が習得してき

た実習内容に関する知識を教授するものである。 

① 第１回 

科目演習の時間 2 時限を利用して、３科の学生・研修生による実習交流を以

下のとおり行った。 

・ 日 時：平成 27 年 8 月 25 日（火）08:45～12:15 

・ 参加者：説明側 管制 118、情報科 2 年(46 期)、電子科 2 年(46 期)  

・ 受講側 管制 119 期、情報科 1 年(47 期)、電子科 1 年(47 期) 

・ 施 設：管制 飛行場、ターミナルレーダー、航空路 

 情報 対空援助、運航援助 

 電子 着陸、航法、通信、監視 

・ その他：限られた時間を利用して行い、できるだけ相互に説明・体験役を入れ

替わることで、多くの実習施設を受講・体験できるようスケジューリングした。 

② 第２回 

科目演習の時間 2 時限を利用して、３科の学生・研修生による実習交流を以

下のとおり行った。 

・ 日 時：平成 26 年 2 月 25 日（木）08:45～12:15 

・ 参加者：説明側 管制 119、情報科 2 年(46 期)、電子科 2 年(46 期) 

・ 受講側 管制 120 期、情報科 1 年(47 期)、電子科 1 年(47 期) 

・ 施 設：管制 飛行場、ターミナルレーダー、航空路 

情報 対空援助、運航援助 

電子 着陸、航法、通信、監視 

灯電 飛行場模型、実物灯器、PAPI 

・ その他： 限られた時間を利用して行い、できるだけ相互に説明・体験役を入

れ替わることで、多くの実習施設を受講・体験できるようスケジューリングし

た。 

1-6-2 体育交流 

 体育交流は、体育の授業を通して職種・科を超えた交流の促進を目的として、管制・

情報・電子の体育の授業を同時（年 1 回 2 時限）に実施することとした。実際には管

制・情報・電子の全クラスを一堂に集め、クラス単位ではなく科混合のチームを編成

し、互いの振興を深めることとした。 

・ 日 時：平成 27 年 10 月 23 日（金）13:15～17:15 
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・ 参加者：管制 119 期、管制 120 期の全研修生、情報科 1・2 年、電子科 1・2

年の全学生 

・ 施 設：航空保安大学校グラウンド 

・ 内 容：グループ競技、各種リレー 
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1-7 特任教官と契約職員 

1-7-1 特任教官（外部講師） 

 一般教養分野や基礎的な科目については、一般の大学の講師、航空会社の職員等の

外部講師（特任教官）に講義を依頼している。 

 外部講師（特任教官）依頼科目 

 外部講師担当科目 科目の特徴 依 頼 先 

法学、数学、物理学、心理学 学問的な専門性の高い科目 大学講師等 

保健体育、英語（業務用英語等

の一部を除く） 
特別な能力を必要とする科目 

大学講師、 

英語教育学校等の講師 

航空機概論、航空航法、航空気

象学、コンピューター関連の科

目、ヒューマンファクター、電

気磁気学、電気回路学等 

専門性の高い知識、理解、技

能等を必要とする科目 

航空会社の職員又はＯ

Ｂ、民間会社の職員、一

般大学の教授等 

社会教養（ビジネスマナー） 
社会人としての教養を習得す

る科目 
航空関連会社の職員 

1-7-2 契約職員 

 平成 21 年度から、派遣契約により教官業務を一部民間移行している。 

航空管制科においては、契約教官（インストラクター）7 名と教育事務職員 1 名、計

8 名の契約職員が在籍している。 

 契約教官は、高度な管制業務の知識を有する「経験者」であり、学科及び管制実習

をはじめとする以下の教官業務を行っている。 

① 研修生の訓練・研修の実施、助言及び指導 

② 訓練に係る計画の策定及び進捗状況の管理 

③ 訓練・研修に係る事務手続き 

④ 航空局教官の作業補助 

⑤ その他管理者が指示する訓練・研修に係る業務 

 また、教育事務職員は、研修スケジュール作成や教育関連事務作業の補助、研修資

料作成及び研修機材に関する管理を行っている。 
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2 特別研修 

2-1 概要 

 本校では、本科、管制官の基礎教育課程のほか、航空局職員を対象にいくつかの特

別研修を実施している。昭和 50 年度から平成 27 年度までに延べ 45 の研修コースが

実施され、研修修了者数は航空局職員と地方公共団体等他機関の聴講生を含め延べ

4,597 名にのぼっている。 

 なお、次表には平成 21 年度以降に実績のあった研修を挙げ、実績のない研修は「そ

の他○○研修」としてまとめている。平成 21 年度以前の研修実績については、過去の

年次報告を参照されたい。 

 特別研修修了者数 

  
 ※ 1 平成 21 年度以降、事務職とそれ以外との区別無く実施 

 ※ 2 平成 27 年度以降、岩沼研修センターにて実施 

 ※ 3 平成 22 年度は、管制課と運用課を別に実施 

研 修 名

航空保安業務基礎特別研修 36 (2) 36 (6)

その他航空保安業務全般の研修 30

航空管制官選考採用者特別研修 9 (5)

航空交通管制職員基礎試験合格証明書既

取得者特別研修

初級航空管制官特別研修 90 (34) 75 (24)

上級航空管制官特別研修 28 22

訓練教官特別研修 15 (2) 15 (2)

システム専門官基礎研修修了者フォローアッ

プ特別研修

その他管制技術系の研修 914 (17) 8

その他土木・建築・機械系の研修 817 (7) 232

航空灯火・電気技術管理業務特別研修

（航空保安電源システムコース）
20 (2) 14 (1) 10

航空灯火・電気技術管理業務特別研修

（航空灯火･電気技術システムコース）
11 (2) 9 (1) 8

航空灯火・電気技術管理業務特別研修

（電気主任技術者資格取得コース）
15 (2) 14 (1) 9

航空灯火・電気技術広域運用管理業務特別

研修
9 10 8

航空灯火・電気技術広域運用管理業務特別

研修（TDGコース）

航空灯火・電気技術広域運用管理業務特別

研修（広域運用管理コース）

航空灯火・電気技術高度管理業務特別研修 8 10 7

航空灯火・電気技術高度管理業務特別研修

（STPコース）

航空灯火・電気技術高度管理業務特別研修

（高度管理コース）

その他航空灯火・電気技術系の研修 475 103

航空保安防災職員特別研修（Ⅰ） 40 15 6 3 8

航空保安防災職員特別研修（Ⅱ） 23 7 6 3 10

その他警務・消防・防災系の研修 542 51

国際協力・空港技術特別研修 25 (2) 4

航空管制等英語能力証明のための特別研修 5 9 16

2871 (26) 420 129 (13) 6 260 (45) 154 (26)

　　　　注：　　各年度の人数の内、左は航空局職員　　右は聴講生　　　　　　　　　　　　　（　　）は、女子内数

S50年度～H20年度まで 21年度 22年度 23年度
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2-2 航空保安業務基礎特別研修 

 航空局の事務、保安防災、土木、建築、機械及び電気各職種の新規採用者に対し、

航空保安業務に関する基礎的な知識を総合的に理解させることにより、空港等の現場

において職種間の理解を高め、業務の円滑化を促進し、航空の安全に貢献することを

目的として、5月 11日から 5月 14日の 4日間の日程で「航空保安業務基礎特別研修」

を開催した。 

 平成 27 年度の同研修の参加者は 29 名であった。研修の講義内容と日程を次表に

示す。 

   月日  1 時限  2 時限 3 時限  4 時限 

5 月 11 日 

（月） 
 

入寮手続き・ 

セキュリティ 

開講

式 

 空港・航空路施設（土木・

建築・機械）概論 

5 月 12 日 

（火） 

航空保安業務と

ICAO 
航空気象概論 テロ対策 運航情報概論 

5 月 13 日 

（水） 

航空保安 

無線施設概論 
航空管制概論  空港概論 

消火救難・ 

警務業務概論 

5 月 14 日 

（金） 

航空灯火・ 

電気施設概論 

今後の 

航空保安

システム 

閉
講
式 

    

研 修 名 備考

航空保安業務基礎特別研修 31 (1) 21 (1) 39 (1) 29 192 (11) ※1

その他航空保安業務全般の研修 30

航空管制官選考採用者特別研修 3 (3) 12 (8)

航空交通管制職員基礎試験合格証明書既
取得者特別研修

1 1

初級航空管制官特別研修 73 (25) 75 (25) 313 (108)

上級航空管制官特別研修 16 (1) 13 (2) 11 90 (3)

訓練教官特別研修 15 (3) 18 (5) 32 (13) 95 (25)

システム専門官基礎研修修了者フォロー

アップ特別研修
5 5 10

その他管制技術系の研修 914 (17) 8

その他土木・建築・機械系の研修 817 (7) 232

航空灯火・電気技術管理業務特別研修

（航空保安電源システムコース）
11 7 (1) 18 16 96 (4)

航空灯火・電気技術管理業務特別研修

（航空灯火･電気技術システムコース）
5 3 (1) 11 9 56 (4)

航空灯火・電気技術管理業務特別研修

（電気主任技術者資格取得コース）
10 12 (1) 14 9 83 (4)

航空灯火・電気技術広域運用管理業務特

別研修
27

航空灯火・電気技術広域運用管理業務特

別研修（TDGコース）
13 9 10 10 42

航空灯火・電気技術広域運用管理業務特

別研修（広域運用管理コース）
13 9 10 10 42

航空灯火・電気技術高度管理業務特別研

修
25

航空灯火・電気技術高度管理業務特別研

修（STPコース）
7 1 7 3 7 1 8 2 29 7

航空灯火・電気技術高度管理業務特別研

修（高度管理コース）
7 1 7 3 7 1 8 2 29 7

その他航空灯火・電気技術系の研修 475 103

航空保安防災職員特別研修（Ⅰ） 8 3 7 16 (1) 85 (1) 21 ※2

航空保安防災職員特別研修（Ⅱ） 8 3 7 3 10 5 15 (1) 4 79 (1) 25

その他警務・消防・防災系の研修 542 51

国際協力・空港技術特別研修 25 (2) 4

航空管制等英語能力証明のための特別研

修
30 ※3

217 (30) 8 195 (36) 9 190 (15) 7 123 (4) 8 4,139 (195) 458

　　　　注：　　各年度の人数の内、左は航空局職員　　右は聴講生　　　　　　　　　　　　　（　　）は、女子内数

26年度 27年度 合 計24年度 25年度
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2-3 航空灯火・電気技術職種 

2-3-1 航空灯火・電気技術管理業務特別研修 

 研修内に以下の 3 コースが設けられている。（【 】内：コース通称） 

① 航空保安電源システムコース【電源】 

a. 目  的 

航空保安用電源設備の業務遂行上必要な基礎理論及び知識並びに基礎技術

を習得させる。 

b. 対象職種 

航空灯火・電気技術職員（初任者）及び機械職員 

c. 期間及び研修生数 

5 月 14 日～5 月 21 日  16 名 

② 航空灯火・電気技術システムコース【灯火】 

a. 目的 

航空灯火の業務遂行上必要な基礎理論及び知識並びに基礎技術を習得させ

る。 

b. 対象職種 

航空灯火・電気技術職員（初任者） 

c. 期間及び研修生数 

5 月 21 日～6 月 25 日  9 名 

  



  

 - 41 - 
  

 

③ 電気主任技術者資格取得コース【電験】 

a. 目的 

「電気主任技術者」資格取得に必要な知識、技能を習得させる。 

b. 対象職種 

航空灯火・電気技術職員 

c. 期間及び研修生数 

6 月 11 日～6 月 18 日  9 名 
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平成 27 年度 航空灯火・電気技術管理業務特別研修 

   月日  １時限  ２時限  ３時限  ４時限 

 

【
電
源
】 

 5 月 14 日(木)   
 オリエンテーシ
ョン／開講式 

 電気関係法規
概論／空港経営
改革について 

 5 月 15 日(金) 
 電気関係法規概
論 

航空保安用電源

システム基礎理

論-１ 

 航空保安用電源
システム基礎理論
-２ 

 羽田電源障害
と電源管理 

 5 月 18 日(月)  電力機器取扱実技 
 航空保安用電源
システム概論 

 5 月 19 日(火) 
 航空保安用電源システム工事の監
督・検査 

 校外研修（航空保安用電源設備の管
理） 

 5 月 20 日(水)  停電障害実習 
 航空保安用電源
システム基礎理論
-３ 

 課題演習・評価 

 5 月 21 日(木) 
 コンプライアンス
概論 

 航空保安用電源システム障害対応 
 閉講式（機械職） 

 

【
灯
火
】 

 航空灯火関係法
規概論-１ 

 5 月 22 日(金)  航空灯火関係法規概論-２ 

 5 月 25 日(月)  航空灯火システム原理  プレゼンテーション実技 

 5 月 26 日(火)  航空灯火理論-１  航空灯火システム工事-１ 

 5 月 27 日(水)  航空灯火理論-２  航空灯火システム工事-２ 

 5 月 28 日(木)  航空灯火業務と英語-１ 

 5 月 29 日(金)  校外研修（航空灯火電気施設運用管理業務見学／航空灯火システムの管理） 

 6 月 1 日(月)  航空灯火理論-３  配電理論-１ 

 6 月 2 日(火)  CCR 及び CCT 制御理論-１  航空灯火システム基礎実技-１ 

 6 月 3 日(水)  CCR 及び CCT 制御理論-２  航空灯火システム基礎実技-２ 

 6 月 4 日(木)  航空灯火業務と英語-２ 

 6 月 5 日(金)  配電理論-２  飛行検査概論 

 6 月 8 日(月)  安全管理システム  航空灯火システム基礎実技-３ 

 6 月 9 日(火)  航空灯火システム基礎実技-４ 

 6 月 10 日(水) 
 CCR及びCCT制
御理論-３ 

 航空障害標識関係業務概論 
 航空灯火指導・
管理業務概論 

 
【
電
験
】 

 6 月 11 日(木)  電気主任技術者資格 電力-１ 

 6 月 12 日(金)  電気主任技術者資格 電力-２ 

 6 月 15 日(月)  電気主任技術者資格 電力-３ 

 6 月 16 日(火)  電気主任技術者資格 機械-１ 

 6 月 17 日(水)  電気主任技術者資格 機械-２ 

 6 月 18 日(木)  電気主任技術者資格 機械-３ 

 

【
灯
火
】 

 6 月 19 日(金)  航空灯火見え方理論 

 6 月 22 日(月)  配電理論-３  航空灯火・電気施設検査業務概論 

 6 月 23 日(火)  運航情報業務概論  航空灯火システム工事-３ 

 6 月 24 日(水)  航空灯火と最低気象条件  予算制度  課題演習・評価 

 6 月 25 日(木) 
 航空灯火・電気施設障害
時の対応と再発防止策 

 閉講式 
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2-3-2 航空灯火・電気技術広域運用管理業務特別研修 

① 目的 

広域運用管理業務の実施に必要な技術並びに指導的立場となる運用管理責任者

として必要なマネジメント能力を習得させる。また、ＴＤＧコースにおいてＳ

ＴＰ作成の概要を習得する。 

② 対象職種 

航空灯火・電気技術職員（主幹） 

③ 期間及び研修生数 

9 月 7 日～9 月 18 日  10 名 

 平成 27 年度 航空灯火・電気技術広域運用管理業務特別研修 

  月日  １時限  ２時限  ３時限  ４時限  

【
Ｔ
Ｄ
Ｇ
】 

 9 月 7 日(月)   
 オリエンテーシ
ョン 

 開講式 / 講話 

 9 月 8 日(火)  ＴＤＧ概論 

 コンピテンシ
ー・ベースド・ト
レーニング７つ
のステップ 

 演習 
 業務分析 

 

【
広
域
運
用
管
理
業
務
】 

 9 月 9 日(水) 
 演習 
 業務分析 

 航空保安情報ネ
ットワークの概
要 

 コンプライアン
ス概論（上級編） 

 9月10日(木)  ブロック管理システム 
 羽田電源障害に
おけるリスクマ
ネジメント 

 9月11日(金) 
 校外研修（航空灯火運用管理の業務（ブロック管理官署における運用管理業
務について）） 

 9月14日(月)  航空灯火保守・障害時の連絡調整  空港経営改革 
 管制情報処理の
システムの概要 

 9月15日(火)  人材育成・リーダーシップ論 

 9月16日(水)  航空灯火電気施設障害事例と障害解析 

 9月17日(木)  航空灯火電気施設障害事例と障害解析 

 9月18日(金)  情報管理・伝達論 
 課題演習 

 ／閉講式 
  

2-3-3 航空灯火・電気技術高度管理業務特別研修 

① 目的 

中堅の職員に対し、航空行政全般、航空灯火施設の運用管理、設計等の実務に



  

 - 44 - 
  

必要な専門技術を習得させる。また、ＳＴＰ（航空灯火回路絶縁調査の方法）

を履修させる。 

② 対象職種 

航空灯火・電気技術職員及び飛行場灯火管理基礎研修（初任研修）を修了し、

航空灯火業務に概ね７年以上の勤務経験を有するもの 

③ 期間及び研修生数 

10 月 14 日～11 月 6 日 10 名 

 平成 27 年度 航空灯火・電気技術高度管理業務特別研修 

   月日  １時限  ２時限  ３時限  ４時限 

【
Ｓ
Ｔ
Ｐ
】 

10 月 14 日
(水) 

  
 オリエンテーシ
ョン 
 ／開講式 

 空港経営改革  
 ／モジュール１ 
 航空灯火回路絶
縁調査機材とそ
の取扱 

10 月 15 日
(木) 

 モジュール１ 
 航空灯火回路絶
縁調査機材とそ
の取扱 

 モジュール１ 
 航空灯火回路絶縁調査機材とその
取扱進捗テスト及び復習 DVD 

 モジュール１ 
 演習 

10 月 16 日
(金) 

 モジュール１ 
 演習 

 モジュール１ 
 終了テスト 

 モジュール２ 
 地絡箇所の調査
手順と原理 

  
10 月 19 日

(月) 

 モジュール２ 
 地絡箇所の調査
手順と原理演習
及び進捗テスト 

 モジュール２ 

 終了テスト 

 コンプライアン
ス概論（中級編） 

【
高
度
管
理
業
務
】 

10 月 20 日
(火) 

 航空保安業務の
概要 

 航空保安システムⅡ 
 航空保安システ
ムⅠ 

10 月 21 日
(水) 

 航空灯火システ
ム及び航空保安
用電源システム
の企画業務概論 

 高カテゴリー
進入及び低視
程誘導路用航
空灯火システ
ム工事の設計 

 航空保安無線施設の管理 

10 月 22 日
(木) 

 高カテゴリー進
入及び低視程誘
導路用航空灯火
システム概論 

 航空灯火機器の障害対応実技 

10 月 23 日
(金) 

 電源障害におけるリスクマネジメ
ントの実例 

 安全管理システム 

10 月 26 日
(月) 

 プレゼンテーション実技  航空気象概論 
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   月日  １時限  ２時限  ３時限  ４時限 

 10月 27日
(火) 

 高カテゴリー進入用航空灯火と最
低気象条件 

 航空保安システ
ムⅢ 

 航空灯火・電気施
設検査業務概論 

 10月 28日
(水) 

 航空灯火・電気施設障害事例  校外研修（関西電力（株）） 

 10月 29日
(木) 

 予算制度等 
 航空保安用電
源システム 

 航空灯火システ
ムの国際動向 

 高ｶﾃｺﾞﾘｰ進入及
び誘導路用航空
灯火 

 10月 30日
(金) 

 航空保安用電源システム 
 ブロック管理業
務の概要 

 管制情報処理シ
ステムの概要 

 11 月 2 日
(月) 

 航空灯火監理業
務 

 航空灯火システム開発概論 
 航空灯火指導・管
理業務概論 

 11 月 4 日
(水) 

 航空灯火業務と英語 

 11 月 5 日
(木) 

 航空灯火指導・検査業務演習  評価 

 11 月 6 日
(金) 

 課題演習／閉講式   

2-4 航空保安防災職種 

2-4-1 航空保安防災職員特別研修（Ⅱ） 

① 目的 

空港保安防災業務に関する高度な専門的事項を習得させる。 

② 対象職種 

中堅以上の航空保安防災職員 

③ 期間及び研修生数 

3 月 7 日～3 月 18 日  15 名 

NAA セーフティサポート(株)、中部国際空港(株)、新関西国際空港(株)からの

職員計 4 名聴講 

 平成 27 年度航空保安防災職員特別研修（Ⅱ） 

 月日  １時限目  ２時限目  ３時限目  ４時限目 

 3月7日(月)   
 開講式、オリエンテ
ーション 

 ICAO 概論・第 14
付属書解説 

 3月8日(火)  空港整備計画 
 航空運送事業の概
要 

 消火泡剤の性能と
種類 

 航空工学 

 3月9日(水) 
 空港設置者と補助
業務 

 空港保安管理規程
（セイフティ編）策
定基準解説 

 航空事故の事例検
証 

 テロ対策 

 3月10日(木) 
 化学消防車の維持
管理 

 予算及び契約制度 
 航空灯火・電気施設
概論 

 航空保安無線施設
概論 

 3月11日(金)  空港運用業務指針 
 ハンドリング等ラ
ンプ業務 

 空港保安検査業務 

 3月14日(月)  校外研修（大阪市消防局） 

 3月15日(火) 
 危機管理業務につ
いて 

ハイジャック等防止
対策費用分担解説 

 公務員教養  空港経営改革 

 3月16日(水) 
 空港保安事案に係
る対応 

 校外研修（大阪税
関） 

 校外研修（大阪入国
管理局） 

 校外研修（関西空港
検疫所） 

 3月17日(木) 
 消化救難医療業務
及び指令指揮 

 空港保安管理規程
（セキュリティ編）
ガイドライン解説 

 災害時対応・患者急変時の対応（疾病者別
応急措置） 

 3月18日(金) 
 課題討議（班別討
議） 

 評価試験、閉講式   
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2-5 航空管制職種 

2-5-1 航空管制職員基礎試験合格者証明書既取得者特別研修 

 本研修は既に基礎研修課程を修了し航空交通管制職員基礎試験合格証明書を所持

している者に対し、基礎研修課程において習得した知識と技能に加え、国土交通省に

おいて管制業務を実施するにあたり必要な航空保安業務に係る知識等を付与するため、

当研修を実施するものである。 

研修日程と参加者数 

４月１日（水）から５月２９日（金）まで 1 名 

 航空交通管制職員基礎試験合格証明書既取得者特別研修 

       1 限  ２限  ３限  ４限 

 4/1  (水)  集合・辞令・入校・オリエンテーション・入寮等 

 4/2  (木)  科目演習  科目演習  科目演習  安全（TRM 基礎） 

 4/3  (金)  入学式リハーサル  入学式  航空交通業務概論  管制概論 

 4/4  (土)             

 4/5  (日)             

 4/6  (月)  公務員教養  公務員教養  校務情報システム概論  航空交通業務概論 

 4/7  (火)  公務員教養  管制概論  校務情報システム概論  校務情報システム概論 

 4/8  (水)  通信機器概論  国内法  航空交通業務概論  管制概論 

 4/9  (木)  進入管制論  レーダー概論  科目演習  科目演習 

 4/10  (金)  安全（TRM 基礎）  安全（TRM 基礎）  安全（TRM 基礎）  公務員教養 

 4/11  (土)             

 4/12  (日)             

 4/13  (月)  航空交通業務概論  国際法  管制概論  国内法 

 4/14  (火)  通信機器概論  気象通報式  航空機概論  航空機概論 

 4/15  (水)  航空交通業務概論  管制概論  レーダー概論  進入管制論 

 4/16  (木)  国内法  航空交通業務概論  国際法  管制概論 

 4/17  (金)  気象通報式  航空交通業務概論  保健体育  管制概論 

 4/18  (土)             

 4/19  (日)             

 4/20  (月)  気象通報式  航空交通業務概論  保健体育  通信操作 

 4/21  (火)  国内法  管制概論  航空機概論  航空機概論 

 4/22  (水)  通信操作  気象通報式  航空交通業務概論  管制概論 

 4/23  (木)  レーダー概論  航空路管制論  進入管制論  管制概論 

 4/24  (金)  通信操作  通信操作  航空交通業務概論  運航情報業務概論 

 4/25  (土)             

 4/26  (日)             

 4/27  (月)  飛行場管制論  国際法  通信機器概論  運航情報業務概論 

 4/28  (火)  レーダー概論  運航情報業務概論  航空交通業務概論  管制概論 

 4/29  (水)             
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       1 限  ２限  ３限  ４限 

 4/30  (木)  航空交通業務概論  航空路管制論  管制概論  運航情報業務概論 

 5/1  (金)  航空路管制論  航空路管制論  航空路管制方式  航空路管制方式 

 5/2  (土)             

 5/3  (日)          

 5/4  (月)          

 5/5  (火)          

 5/6  (水)             

 5/7  (木)  科目演習  TR 管制論  TR 管制方式  TR 管制方式 

 5/8  (金)  TR 管制方式  TR 管制方式  保健体育  空域設定概論 

 5/9  (土)             

 5/10  (日)             

 5/11  (月)  航空路管制方式  運航情報業務概論  航空路管制方式  航空路管制方式 

 5/12  (火)  TR 管制方式  TR 管制方式  飛行場概論  飛行場概論 

 5/13  (水)  航空路管制論  航空路管制方式  TR 管制方式  TR 管制方式 

 5/14  (木)  情報処理システム操作  情報処理システム操作  航空路管制方式  航空路管制方式 

 5/15  (金)  航空路管制方式  航空路管制方式  情報処理システム概論  避難訓練 

 5/16  (土)             

 5/17  (日)             

 5/18  (月)  TR 管制方式  TR 管制方式  保健体育  CNS/ATM 基礎 

 5/19  (火)  TR 管制方式  TR 管制方式  運航管理概論  運航管理概論 

 5/20  (水)  空域設定概論  CNS/ATM 基礎  航空路管制方式  航空路管制方式 

 5/21  (木)  システム操作  システム操作  TR 管制方式  運航情報業務概論 

 5/22  (金)  ヒューマンファクター  ヒューマンファクター  校外研修  校外研修 

 5/23  (土)  体育大会          

 5/24  (日)             

 5/25  (月)  体育大会代休          

 5/26  (火)  TR 管制方式  TR 管制方式  CNS/ATM 基礎  航空路管制方式 

 5/27  (水)  安全（SMS）  安全（SMS）  航空路管制方式  航空路管制方式 

 5/28  (木)  TR 管制方式  TR 管制方式  航空路管制方式  航空路管制方式 

 5/29  (金)  科目演習  修了式  赴任準備   

 5/30  (土)             

 5/31  (日)          

2-5-2 航空管制官選考採用者特別研修 

 本研修は平成２８年１月７日に実施された航空管制官選考採用試験の結果、採用さ

れ各官署へ配置された者に対し、即戦力となるべく、最新の管制用語・運用方式・情

報処理システム等に関する座学及び管制シミュレータを使用した実習を航空保安大学

校にて集中的に実施するものである。 
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 カリキュラムは 2 週間の日程で実施した。 

 研修日程と参加者数 

３月７日（月）から３月１８日（金）まで 3 名 

 航空管制官選考採用者（特選 17 期）特別研修 

     時刻 内容 

3/7 am   移動 

  

pm 

13:15 オリエンテーション 

  15:05 開講式 

  15:30 航空管制の現状 

3/8 am 8:45 人事制度・適正化 

  pm 13:15 ＴＲＭ（座学・実習） 

3/9 
  
  

am 8:45 教育・訓練について 

pm 
13:15 管理業務（60 分） 

14:30 コンプライアンス・クレドカード(100 分) 

3/10 am 8:45 方式基準（TWR） 

方式基準 

（ＥＲ） 

  pm 13:15 方式基準（ＴＲ） 

3/11 
  

am 8:45 方式基準（ＴＲ） 

pm 13:15 方式基準（TWR） 

          

3/14 am 9:00～12:15 管制情報処理システム概論 

  pm 13:15 ＡＴＭＣ 

3/15 am 9:45 ＲＮＡＶ経路 

  
pm 

13:15 システム機能及び操作説明 

  16:45 退寮説明 

3/16 am 8:45 

実習（TWR.TR.ACC） 
  pm 13:15 

3/17 am 8:45 

  pm 13:15 

3/18 
am 

8:45 航空保安業務の将来ビジョン 

  
  

11:30 修了式（～12：00） 

pm   退寮手続き 
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3 TRAINAIR PLUS プログラムと外国人研修 

3-1 TRAINAIR PLUS プログラムに関する活動 

3-1-1 ICAO Regional Aviation Training and TRAINAIR PLUS Symposium 

2015 への参加 

 ICAO はトレーニングの有効性と効率性を促進すること及び、トレーニングの専門

家に知識と技術の交流を図る場を提供することを目的として、ICAO TRAINAIR PLUS 

プログラム（TPP）の会員及び航空関係の研修訓練の関係者が参加するグローバルシ

ンポジウム及び、地域シンポジウムを各々2 年に 1 度交互に開催している。 

 2015 年は、Regional Aviation Training and TRAINAIR PLUS Symposium 

2015 が、同年 11 月 17 日から 20 日までの 4 日間、インド・ニューデリーにおい

て開催され、ICAO 加盟 29 カ国が参集、航空保安大学校からは特別研修科教官 2 名

が参加した。 

  

 会議は、GMR Aviation Academy により運営され、参加者は TPP 会員の他、空

港管理者、Air Navigation Service Provider、民間航空当局、航空会社、航空関係訓

練センター等 200 余名が、プレゼンテーションや 7 つのパネルディスカッションを

通じて、TPP の活動強化や訓練ツール・技術、ベストプラクティス等に関する近況を

共有した。 

 本取組みにおける議論や提言の成果は、次期グローバルシンポジウムの議題の基礎

として、また TPP メンバーの更なる利益のために ICAO GAT 事務局に提出すること

とされた。次回はグローバルシンポジウムが 2016 年 5 月、韓国・ソウルにおいて開

催される予定である。 

 （Workshop）         （右端 特別研修科・松本科長） 
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3-1-2 標準研修パッケージ（STP）開発状況 

 航空保安大学校は、平成 25 年 1 月に STP 第 1 号として開発した「絶縁低下箇所調

査法」が ICAO に登録された後、続く STP 第 2 号として、主に航空管制技術官を対象

とする「航空 IP ネットワーク保守」の開発を進めてきた。 

 開発においては、分析、設計及び制作、評価の 3 ステージ毎に ICAO の審査を受

ける必要があり、STP 第 2 号は平成 26 年に第 1 ステージ審査が終了している。第 2

ステージ及び第 3 ステージの審査は、9 月 14 日から 17 日までの間、TPP の審査員

である Hussam Abandeh 氏（ヨルダン国籍）を日本へ招聘して行われた。この現地

審査では、開発した教材を使用し実際に授業を行っている様子が検証された。 

 （評価ステージでの資料のレビュー）   （研修の様子を確認するAbandeh氏）  

  

 平成 27 年 11 月、全ての開発工程と審査が完了し、STP 第 2 号「Aeronautical 

Internet Protocol Network (AIPN) 保守」として ICAO に登録された。第 3 号 STP

については、管制職種向け訓練を開発する方向で検討中である。 

 ICAO に承認された STP2 号（ICAO TRAINAIR PLUS web ページより） 
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3-2 研修開発者養成 

3-2-1 研修開発者コースへの参加 

 TPP の会員資格要件として、組織内に「研修コース開発室」を設置・維持するとと

もに、複数名の研修コース開発者(CD：Course Developer) が活動していることが

求められている。CD となるためには ICAO 指定の研修開発者コース(TDC：Training 

Developers Course) を修了する必要があるため、特別研修科から 3 名の教官が韓

国の仁川空港航空アカデミーで開催された TDC に参加した。 

 2 週間に及ぶ本研修にはアジア 4 カ国から 9 名の参加者があり、STP 開発手法の

指針である Training Development Guide(ICAO Doc 9941) に基づき、3 段階、7 

ステップからなる開発手法を学んだ。 

 研修期間及び内容は以下のとおりである。 

① 研修期間 

平成 27 年 6 月 22 日(月)～7 月 3 日(金)  

② 研修内容 

a. 事前調査（Preliminary Study） 

b. 業務分析（Job Analysis） 

c. 研修対象者分析（Population Analysis） 

d. カリキュラム設計（Design of Curriculum） 

e. モジュール設計（Design of Modules） 

f. 教材作成（Production and Development Testing） 

g. 評価（Evaluation） 

 
TDC 座学の様子        TDC グループワークの様子 

 帰国後は TDC で得た知識・技術を活かして当校の STP 開発にあたり、STP 第 2

号の ICAO 登録を完了させた。今後は STP 第 3 号の開発に向け準備を進めるところで

ある。さらに、校内外の関係者に STP 開発手法及びコンピテンシー・ベースド・トレ

ーニングについての展開研修等を実施している。（5-2-3 参照） 
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 特別研修科 祖父江教官(上段左端)、千葉教官(上段左 5 番目)、渋谷教官(上段右 2 番目) 

3-2-2 研修コース開発者（CD）数の推移 

 航空保安大学校は平成 22 年に研修コース開発室を設置して以来、研修コース開発

室における CD の数を確保するため毎年 ICAO の TDC へ教官を派遣している。平成

28 年 3 月末現在、国内の CD 者数は 11 名（転出者を含む）となった。今後も継続的

に TDC へ参加する予定である。 
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4 研修品質の管理 

4-1 研修品質マネジメントシステム 

4-1-1 基本方針 

 航空保安大学校は、研修をより品質の高いものにするため、研修生による研修の満

足度調査、修了生のフォローアップ調査等の研修ＱＣ（Quality Control）を更に充実

させ、これらを監査することにより継続的改善に取り組む研修品質マネジメントシス

テムを導入している。 

 具体的には、研修品質マニュアルを策定及び適用することにより、研修要求事項及

び研修到達目標を明確化するとともに、評価基準の具体化を図ることとしている。さ

らに、研修の適切な品質管理と高質化を実現するために、航空保安大学校研修品質推

進室が中心となり内部監査を行い、研修の有効性を確認するとともに、不適切事項が

生じた場合の迅速かつ継続的な対応を可能とする仕組みをもって、より現実的な研修

の品質管理を可能としている。 

4-1-2 研修品質マニュアル概略 

 本マニュアルは、平成 27 年 4 月 1 日から施行し、今後改訂等の必要が生じた場

合は、適宜関係者間で検討の上改訂することとしている。 

 本マニュアルは次の項目で構成される。 

 航空保安大学校研修品質マニュアル概略 

 １．序文  根拠及び目的、 

 適用、組織 

 研修品質マニュアルの管理 

 ２．用語及び定義  用語、定義 

 ３．研修品質マネジメン

トシステム 

 一般要求事項 

 文書化に関する要求事項 

 ４．校長の責任  校長のコミットメント 

 研修品質方針 

 計画 

 責任、権限及びコミュニケーション 

 マネジメントレビュー 

 ５．研修  研修細目 

 研修の実施 

 研修成績の評価 

 報告 

 ６．資源の運用管理  教材 

 インフラストラクチャー 

 作業環境 

 人的資源 

 ７．測定、分析及び改善  一般 

 研修内容の評価 

 内部監査 

 予防措置及び是正措置 

 継続的改善 
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4-2 修了生のフォローアップ 

4-2-1 概要 

 現在の教育活動を継続的にレビューしつつ、今後の教育内容の充実、向上を図るた

めに、現場に赴任した修了生の現場経験を踏まえた保安大に対する要望・意見及び、

その後の訓練や資格取得状況をフォローアップする調査を継続して実施している。 

 修了生に対しては保安大での生活環境、カリキュラムや時間数等について、また現

場の訓練教官に対しては主に訓練生の専門科目に関する理解度や保安大への要望につ

いて、それぞれ聞き取り調査を行った。 

 平成 27 年度の調査実績を次表に示す。 

 フォローアップ聞き取り調査実施対象 計 50 名/15 官署 

 科  対象者  所属官署 

 

情
報 

   本科 45 期（修了後 0 年 8 ヶ月）18 名 
 新千歳（事）、仙台（事）、東京（事）、大阪

（事）、福岡（事）、鹿児島（事）、那覇（事） 

 

電
子 

 本科 45 期（修了後 0 年 11 カ月）16 名 

 基礎研修生（修了後 0 年 3 ヶ月）12 名 

 函館（事）、仙台（事）、東京（事）、東京（管）、 

 関西（事）、那覇（事） 

 

管
制 

 117 期（修了後 11 ヶ月）5 名 

 118 期（修了後 5 ヶ月）10 名 

 119 期（修了後 10 ヶ月）1 名 

 札幌管制部 1 名 

 旭川（事） 1 名 

 帯広（出） 1 名 

 秋田（空レ） 1 名 

 那覇管制部 4 名 

 那覇（事）TWR 6 名 

 那覇（事）RDR 2 名 

 航空情報科においては、平成 26 年度修了生が赴任した全ての官署で修了生及び訓

練担当者に対してアンケート調査を実施するとともに、上記官署にて教官が修了生及

び訓練担当者に直接聞き取り調査を実施した。 

 航空電子科においては、平成 26 年度修了生が赴任した官署のうち、上記官署で修

了生及び訓練担当者に対してアンケート調査を実施するとともに、上記官署にて教官

が修了生及び訓練担当者に直接聞き取り調査を実施した。 

 航空管制科においては、上記官署においてアンケート調査を実施するとともに、修

了生及び訓練担当者等に直接聞き取り調査を実施した。 

4-2-2 航空情報科調査結果 

① 概要 

a. 修了生からの回答及び意見 

平成 27 年度については第 45 期生を対象にフォローアップを行った。その結果、

学習不足を感じ、業務中に不安を感じる修了生は「やや」「時々」が５５％、「常

に」「よく」が２２％だった。主に当校に実習装置のない ATIS について、操作

は最低限でもできると誤解している現場での OJT は厳しいとの意見が多かった。



  

 - 55 - 
  

各科目について 7 割以上理解できたとの所感の回答の割合は昨年比、全科目平均

（61→80） ％、実技科目平均（70→92） %、専門学科科目（57→75） %と

なった。一方で時限数が少ない所感を持つ回答の割合は全科目平均（12→6）%、

実技科目（20→10）%、専門学科科目（12→3） %と昨年より減少しており、

調査結果を踏まえた研修時間・内容見直しの反映結果が表れていることが伺える。 

b. 訓練教官からの回答及び意見 

対人コミュニケーション能力については概ね良好であるとの回答であった。学科、

実技に関連する項目で修了生が理解出来ている評価の回答の割合は全体で 87%

となった。「不足」との評価項目は 0％、「やや不足」との評価が 20％以上とし

て見受けられた項目は、航空工学についての能力が上げられている。 

② 対応 

幅広い分野に携わる運航情報業務にかかる専門研修を受けている修了生にとっ

て、半数以上が学習不足や不安を感じてはいるものの、訓練教官からは概ね理解で

きている旨の評価が得られている。本調査に寄せられた回答及び意見を参考に、研

修の質向上に向けた検討を引き続き実施していく。 

修了生が不安を感じている面を考慮した改善案として、昨年度より航空情報科に

おける研修で使用している教材・資料等を FSC 訓練担当者及び岩沼研修センター

に積極的に情報提供し、情報共有を図っている。従来本校航空情報科の講義資料は

本校内に限定して使用し、専門研修を行う各 FSC に対しては研修細目の情報提供

のみとなっていたが、フォローアップ調査結果を踏まえ研修細目・内容の変更を検

討する際には FSC からの意見も盛り込んでいる。 

またビジネスマナーに係る科目については平成 24 年度以前の調査結果に基づき

平成２５年度に当該修了生を対象に新設しており、今回の調査結果（挨拶・身だし

なみ等）では部分的な聴講を行った修了生と比較すると不足する項目が減少した。

（2%→0%） 

4-2-3 航空電子科調査結果 

① 概要 

a. 修了生からの意見 

修了生からの聞き取り調査の結果において、全体的な知識に関しては十分とい

う意見が多く、不十分であるという意見としては情報処理（特に Linux）に関す

る知識が上がった。また、現場に出てすぐに使用する知識（APPS の帳票の決済

処理や、障害作業情報の書き方等）について教えてもらいたかったという意見が

あった。 

b. 訓練教官からの意見 

全体的には十分との意見が多くみられるが、上記修了生からの意見と同様に情

報処理に関する知識について不十分であると意見があった。また、社会人として
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の基礎知識（電話の取り方、メールの書き方等）が不十分であるという意見があ

った。 

c. システム専門官基礎研修についての対応 

システム専門官基礎研修について、フォローアップ調査の統計としてアンケー

トを開始した。 

② 対応 

 各調査での回答や意見を参考とし、訓練品質の向上を図るため、以下について研

修細目を変更し反映を行った。 

a. 情報処理関連授業に関しての授業内容の見直し 

低級言語重視から高級言語を重視した体系への移行 

データベース、セキュリティ、オブジェクト思考の強化 

Linux 操作について、より高度な内容への変更 

b. デジタルオシロスコープの操作の追加について 

デジタルオシロスコープの購入及び各実習においてデジタルオシロスコープで

の計測の追加 

c. ビジネスマナーの追加 

d. 科目演習等を用いたビジネスマナーの知識の追加 

4-2-4 航空管制科調査結果 

① 概要 

a. 修了生からの回答及び意見 

今年度においては当該官署での専門研修中の 16 名を対象として実施した。

本校でのカリキュラムについては、概ね満足しているとの回答であり、また校

外研修での体験や特別講義での管制業務以外の知識も貴重であったとの報告

を得た。平成 26 年度修了生から実施している初任地特化研修（First Facility 

Training: FFT）については、赴任前に研修生が主体となって、実際の現場での

運用に近い感覚で臨むことができ、有意義であったとの意見が多かった。 

現場での訓練においては、目の前の処理に追われ、知識を実践することの難

しさを感じること、実習において経験することのなかったような極端な気象状

況に曝されること、規定との相関が曖昧になることや判断基準が不明確である

ことに起因する処理の悩みを抱えていることが多いとの意見を持つ者が多か

った。 

b. 訓練教官・訓練担当者からの回答及び意見  

訓練担当者からは、基礎的な部分の基準の知識は備わっている者が多い一方、

業務に活かせるレベルで理解している知識は多くない印象を持つ者もおり、知

識を業務に関連づけられていない部分も感じられるとのことであった。現場で

求められる「状況判断力」や「情報伝達力」については、基礎研修段階におい

て少しでも養える機会を設けて欲しいとの意見があった。 
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② 対応 

基礎研修の CBT 化の取り組みと FFT については、その効果を評価するには時期

尚早ではあるものの、修了生からは、訓練の見える化により自らの進捗状況や課題

を認識することにつながったとの意見も多く聞くことができ、研修の改善方向は問

題ないと思われる。一方、訓練担当者からは、本校においては基礎に重点を置くこ

とは今後も継続しつつも、知識を業務に関連づけることや表現力を養うことや業務

に取り組む姿勢を養うことの必要性を求める意見もあった。 

今後、基礎研修の CBT 化及び FFT については、フォローアップで得られた意見

を参考に、規定/基準と状況との相関や知識を業務に活かす場面を取り入れた実習

を取り入れるなど、研修の改善を促進させる必要がある。また、表現力を養うこと

については、受動的な研修形態から研修生自身が積極的に講評の場で自らの考えや

意見を発言する機会を設けるなど、実習の形態についても改善を進めることが必要

と考えられる。 

4-3 研修品質マネジメント監査 

4-3-1 平成 27 年度研修品質内部監査 

 4-1-2 に掲げるとおり、航空保安大学校は研修品質マニュアルにおいて内部監査の

実施について定めており、研修品質マネジメントシステムが当校の目指すべき研修の

実現計画及び、ICAO TRAINAIR PLUS Programme の要求事項並びに、このマニュ

アルの要求事項に適合していること、また当該システムが効果的に実施され、維持さ

れていることを明確にし、改善されることを目的としている。 

 今年度は、定期内部監査を 1 回（平成 28 年 1 月）実施した。内部監査責任者であ

る教頭及びその指名する内部監査員により、研修品質推進室長が作成する内部監査チ

ェックリストを用いて、対象部署（校長、教務課、航空管制科、航空情報科、航空電

子科）を監査し研修品質内部監査報告書が校長に提出された。（平成 28 年 2 月） 

4-3-2 平成 27 年度マネジメントレビュー 

 航空保安大学校は、研修品質マネジメントシステムを確実に機能させるため及び、

当該システムの改善の機会として、研修品質マニュアルにおいてマネジメントレビュ

ーについて定めている。（4-1-2 参照） 

 マネジメントレビューへの主なインプットは、前項で述べた内部監査に基づく目標

の達成状況や現場官署からのフィードバック、プロセスの実施状況及び研修の適合性

等であり、マネジメントレビューからのアウトプットは、主として研修品質マネジメ

ントシステム及びそのプロセスの有効性と、研修要求事項への適合に必要な研修の改

善に関連する決定及び処置である。 

 今年度は、マネジメントレビューを 1 回（平成 28 年 2 月）実施した。出席者（校

長、教頭、事務局長、研修調整官、教務課長、航空管制科長、航空情報科長、航空電

子科長、研修品質推進室）はインプットされた議題について報告・意見等を行い、次
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年度には研修品質管理に特化したコミュニケーションを図るための対応策について具

体化することとした。 

 航空保安大学校はマネジメントレビューが、研修品質マネジメントシステムの継続

的改善のために非常に重要な機会であるという認識に立ち、今後も適切かつ確実に実

施することとしている。 
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5 教育研究活動と教官研修 

5-1 教官研究会 

 次世代を担う学生・研修生への教育効果を高め、また各科教官の繋がりを深めるた

め、教育に資するための研究・調査に取り組む「教官研究会」を本校に置いており、

講義や指導と並行して活動している。 

 その組織は次図のとおりである。

 

5-1-1 研究企画部会 

 研究企画部会は、次に揚げる事務を行っている。 

・ 教育・訓練に係る研究テーマ選定及び年次計画案の策定 

・ 研究会の実施計画に関する予算要求の取りまとめ及び教官研究費の予算使用計

画案の作成、教官研究費に関する示達予算の各部会等への配布額の調整 

・ 研修の方法及び施設に関する研究、調査並びにその成果の発表 

・ 研究会の担当教官の配置の調整、研究会の新設及び廃止提案のとりまとめ 

・ 教官研究会に必要な資料の購入及び収集、整理、保管 

・ 教官研究会報の発行、その他教官研究会に関する事務の整理 

 各研究会は企画部会と連携し、各研究の目的や成果の活用方法等を明示した「研究

計画書」を作成のうえ、次のような個別研究活動を行っている。 

a. 幅広い情報の収集とその活用方法の研究により教育手法の高度化を図る 

b. 個々の教官資源の共有化並びに標準化の手法を研究することにより、教官ノウハ

ウの蓄積を図る 

c. 学生の理解を深めるための新たな視覚的教材を研究し、作成する 
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d. 次世代システム教育に当たる教官個々の研鑽を図り、次世代システムに対応した

教官を養成する 

e. 航空保安大学校における効率的な教育計画について研究する 

 なお、新たな研究課題を調査研究するための研究会は、発起人となる教官が、設立

趣旨、研究課題、年次活動計画等を取りまとめて企画部会へ新設を提案する。また、

企画部会は、独自に研究課題を定めて研究を実施しようとする場合、研究会の新設を

教官研究会議に発議することができる。 

 各研究会の活動概要を以下に報告する。 

5-1-2 CNS/ATM 教育研究会 

 本研究会では「CNS/ATM 基礎」という科目で教科書の維持管理作業を行ってきた

ものの各科共通教科書としての位置づけ維持が困難になったことから維持管理作業は

平成 26 年度で終了、平成 27 年度は実習用実験装置などのハードウェア教材の維持管

理（修理）に重点を置いて活動を進めた。年度内で対象とする実習用実験装置維持管

理も完了したことから、本研究会は活動を終了した。 

5-1-3 IT 教育システム研究会 

 IT 教育システム研究会では、よりよい教育資料の制作･改訂を実施できるようにす

るため、民間が実施する IT 関連講習会等へ希望する教官を参加させ、教官の技能向上

に努めた。 

 教材制作に関しては、パワーポイントなどで作成したアニメーションの資料を、

web コンテンツのまま授業や実習において個人閲覧できるよう、タブレット PC を利

用した授業スタイルの検証を行うため、タブレット PC の調達を行った。 

5-1-4 動的見地からの研究手法研究会 

 今年度は、管制科及び情報科の各実習において、現状では教官側からの把握が困難

な視線や状況認識に関する評価項目の抽出と、視線測定装置を用いた場合の活用場面

や導入効果について洗い出しを行った。活用場面の一例としては、飛行場管制の実習

時に、滑走路上の間隔を目視により確認した上で着陸許可や離陸許可を発出すること

になるが、頭が向いている方向は目視確認しているように見えても、実際に研修生自

身が確認したかが教官から把握することが難しく、基本動作が備わっているかの判断

が難しい場面での活用が挙げられる。 

  

5-2 教官の研修 

5-2-1 初任教官研修 

 当校では、初めて教官発令を受けた者を対象とした「初任教官研修」を年 2 回開催

している。本研修は、外部講師から授業計画の作成方法、効果的な指導方法、コミュ

ニケーションのとり方等について、特別研修科教官から TRAINAIR PLUS プログラム
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及び STP の作成等についての講義を行い、教官として必要な教育技量を修得させるこ

とを目指している。 

 なお、平成 27 年度は学生数の増加に伴う学生寮収容状況逼迫により、10 月期は

岩沼研修センターにおいて開催した。 

① 平成 27 年度第 1 回初任教官研修 

a. 日程 

4 月 15 日：校長訓示 

4 月 16～17 日：「学生をやる気にさせる教授法」（山形大学 山本陽史 教授） 

4 月 20 日：「指導と評価の工夫」（大阪教育大学 木原俊行 教授） 

4 月 21 日：「対人ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの心理学」（大阪教育大学 下村陽一 教授） 

4 月 22 日：「TRAINAIR PLUS プログラムの概要と STP」 

4 月 23 日：「STP 作成の実例及び実習」（特別研修科 若松育子教官） 

b. 参加者 

本校 10 名、岩沼 8 名 の 計 18 名 

② 平成27年度第2回初任教官研修（本項については、第2部 岩沼研修センター2-1-1 

参照） 

5-2-2 教官業務に関する知識習得のための研修 

 学生を指導するにあたり、新しい技術に対する教官のレベルアップのため、平成 27

年度の教官研究費を利用し、以下の技術講習会に参加した。 

 表 5-1  平成 27 年度 教官による技術講習会参加状況 

 受講 

 コース名 
 日程  コース概要  受講理由  受講者 

BABOK入門 

～超上流工程

の品質を高め

る知識体系～ 

 平成 27 年 

7 月 27 日 

 業務分析における知識や実施

すべきことを整理した BABOK

（Business Analysis Body of 

Knowledge)について学習す

る。 

 BABOKの狙いと全体像を把

握し、業務分析の位置づけを理

解する。また、知識エリアごと

の活用ポイントを学ぶことで、

超上流工程（システム化計画、

要件定義）の品質を高める業務

分析の進め方を修得する。 

 BABOKの狙いと全

体像を把握すること

により、校務の効率

化をはかり、学生の

指導に活用する。ま

た、教育効果の向上、

効率化を図るため。 

 [航空情報科] 

瀧澤 和之 

業務に役立

つ！効果的な

PowerPoint資

料の作成方法 

 平成 27 年 

9 月 2 日 

 直感的に伝わるプレゼンテー

ション資料の作成方法を学習

する。 

 題材をもとにスライドを作成

し、Before-After 形式で比較

することで、キーメッセージを

効果的に相手へ印象づける観

点を講義と実習を通して習得

する。 

 PowerPointを使っ

た効果的な資料を効

率よく作成し、講義

資料に活用するた

め。 

 [航空情報科] 

佐々木 千夏 
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 受講 

 コース名 
 日程  コース概要  受講理由  受講者 

サーブレット

／ＪＳＰ／Ｊ

ＤＢＣプログ

ラミング 

～Ｅｃｌｉｐ

ｓｅによる開

発～ 

 平成 27 年 

9 月 7～9 日 

 Java で Web アプリを実装す

るために必要なサーブレット

/JSP、DBアクセスに必要な

JDBC といった、開発現場で必

須となる Java要素技術を講義

と実習で学習する。 

 現在 Java の統合開

発環境として広く普

及しているオープン

ソース「Eclipse」を

使用して、Javaで作

成するWeb アプリ

ケーションの全体像

とその実装方法を修

得し、講義資料に活

用するため。 

 [航空電子科] 

東山 和彦 

Access 入門 
 平成 27 年 

10月5～6日 

 主キーやリレーションシップ、

参照整合性、正規化など、リレ

ーショナルデータベースの基

本となる概念や、テーブル、ク

エリ、フォーム、マクロなどア

プリケーション作成で使用さ

れる Access のオブジェクトの

使用方法までを学習する。 

 Access を利用した

アプリケーションの

構築(テーブル、クエ

リ、フォーム、レポ

ート、マクロの作成)

を行うことで、校務

の効率化を図り、学

生の指導に活用する

ため。 

 [航空情報科] 

林 昌朗 

プロジェクト

リーダーのた

めの心理学 

～基礎編～ 

 平成 27 年 

10 月 15 日 

 プロジェクトリーダーがマネ

ジメントスキル（ストレス、モ

チベーション、コミュニケーシ

ョン、チーム）を効果的に発揮

し、プロジェクトを円滑に運営

するために必要な心理学の基

礎知識について学習する。 

 マネジメントスキ

ルを身につけ、モチ

ベーションの向上や

コミュニケーション

による問題解決を図

る等、学生の指導に

活用するため。 

 [航空情報科] 

松浦 恵子 

 ※受講場所：富士通ラーニングメディア 大阪会場       

  

 受講 

 コース名 
 日程  コース概要  受講理由  受講者 

「段取り力」開

発 

応用セミナー 

 平成 27 年 

9 月 17 日 

 複数タスクを効率的に段取り

するためのテクニックやノウ

ハウを学習する。 

 飛び込み業務などで計画どお

りに進まない場合においても、

適切に対応するための手順や

手法を学習し、期待される結果

についての品質アップをめざ

す。 

 同時進行する複数

のタスクワークの段

取りを訓練し、プラ

イオリティの高い業

務に注力するための

方法を学習すること

で、段取り脳を鍛え

て、校務の効率化を

はかり、学生の指導

に活用する。 

 [航空管制科] 

馬原 由紀代 

 ※受講場所：学校法人産業能率大学総合研究所 産能マネジメントスクール 大阪会場 

  

5-2-3 コンピテンシー・ベースド・トレーニング研修等の開催 

 ICAO 民間航空訓練方針(2010 年) において、コンピテンシー・ベースド・トレー

ニング(CBT:Competency Based Training) の採用の必要性が確認されたことから、

我が国においても CBT を取り入れた研修訓練コースと教材の開発及び国内の他の訓

練機関への CBT 導入を推進する取組を展開している。 

 特に PANS-TRNG（Doc 9868）では、航空従事者が職務を遂行するために必要な

知識・技術・姿勢である「コンピテンシー」及びこのコンピテンシーをベースに構築
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する訓練である CBT が規定され、航空管制官及び航空管制技術官については研修・訓

練に関するマニュアルが平成 28 年 11 月に発効予定である。 

 このような国際的な動向等を踏まえ、航空保安大学校においても基礎研修等の CBT

化 を推進していくこととしている。平成 27 年度は、CBT 化を推進するための助けと

なる知識や技術等について、特別研修科教官が講義及び演習を行った。さらに航空保

安大学校のみならず、各官署の訓練担当者への研修を実施することにより、航空局内

の CBT 導入に貢献している。これらの活動は、本校内外の CBT の理解及び推進に大

いに役立っており、今後も必要に応じて当該研修を実施することとしている。 

 なお、当校において CBT とは「業務を行うために必要なコンピテンシー（知識、

技術、姿勢）を確実に習得できるよう到達目標を明示し、目標を達成するために必要

な段階的訓練モジュールを定めて行う研修訓練」と定義している。 

 CBT 研修等実施状況 

   日程  研修対象（研修名）  参加人数 

 4月22～23日  初任教官（第1回初任教官研修＠航空保安大学校）  18名 

 6月23日  航空管制官（第1回訓練教官特別研修＠岩沼研修

センター） 

 16名 

 10月6日  航空管制官（第2回訓練教官特別研修＠岩沼研修

センター） 

 15名 

 10月27～28日  初任教官（第2回初任教官研修＠岩沼研修センタ

ー） 

 7名 

 10月29日  航空管制官（CBT展開研修＠岩沼研修センター）  4名 

 12月16日  航空管制官（第3回訓練教官特別研修＠岩沼研修

センター） 

 16名 

 2月4日  航空管制官（訓練教官クロストレーニング＠航空

保安大学校） 

 3名 

 2月24日  航空管制システム海外展開推進会（第7回セミナ

ー＠海事センタービル） 

 55名 

   合計   134名 

5-2-4 外国研修出張 

 特別研修科の教官 3 名が、韓国の仁川空港航空アカデミーで開催された ICAO 

TRAINAIRPLUS「Training Developers Course」（研修開発コース）を受講し、STP

（Standard TrainingPackage）の開発手法を学んだ。 

① 研修期間： 平成 27 年 6 月 22 日(月)～7 月 3 日(金)  

② 研修内容： 3-2-1 参照 
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6 学生・研修生の採用と現況等 

6-1 本科・管制官課程の採用者数 

 本科・管制官課程の採用者数の推移は次表のとおりである。 

 航空管制官・本科学生採用試験に基づく採用者数の推移 - 1 （単位：人） 

年度 

航空管制官 本 科 学 生 

合 計 
期 （専修科） 期 

航空管制科 航空情報科 航空電子科 

本 科 計 H21 年度採

用まで 

S60 年度ま

で通信科 

 
 

S.44 43 28   1 38   13   20   71   99   

45 44 48   2 34   14   17   65   113   

46 45 56   3 35   15   20   70   170   

 
46 44   

 
                    

47 48 50   4 40   20   30   90   181   

 
49 41   

 
                    

48 51 51   5 40   20   25   85   171   

 
52 35   

 
                    

49 54 45   6 35   17   28   80   163   

 
55 38   

 
                    

50 57 52   7 37   20   29   86   186   

 
58 48   

 
                    

51 59 39   8 41   12   30   83   122   

52 60 29   9 26   20   21   67   96   

53 61 18   10 20   15   18   53   71   

54 62 18   11 11   9   26   46   64   

55 63 25 (5) 12 20 (1) 15 (1) 30 () 65 (2) 90 (7) 

56 64 15 (2) 13 20 (1) 15 () 28 (2) 63 (3) 78 (5) 

57 65 20 (4) 14 15 (1) 20 (5) 26 (2) 61 (8) 81 (12) 

58 66 19 (5) 15 20 (1) 18 (6) 30 (3) 68 (10) 87 (15) 

59 67 15 (3) 16 18 (2) 13 (2) 13 () 44 (4) 59 (7) 

60 68 18 (4) 17 21 (3) 16 (5) 22 () 59 (8) 77 (12) 

61 69 15 (3) 18 18 (4) 17 (6) 24 (1) 59 (11) 74 (14) 

62 70 11 (1) 19 6 () 20 (5) 30 () 56 (5) 67 (6) 

63 71 10 (4) 20 24 (5) 14 (3) 29 () 67 (8) 77 (12) 

H.元 72 22 (5) 21 32 (7) 5 (2) 28 (2) 65 (11) 87 (16) 

2 73 24 (7) 22 32 (8) 20 (6) 27 (2) 79 (16) 103 (23) 

3 74 26 (8) 23 40 (17) 20 (5) 30 (1) 90 (23) 130 (33) 

 75 14 (2)                      

4 76 25 (10) 24 31 (9) 15 (7) 30 (3) 76 (19) 118 (33) 

 77 17 (4)                      

5 78 35 (11) 25 40 (14) 20 (7) 27 (3) 87 (24) 154 (47) 

 79 32 (12)                      

6 80 20 (8) 26 39 (18) 20 (10) 30 (1) 89 (29) 121 (44) 

 81 12 (7)                      

7 82 20 (6) 27 32 (15) 17 (9) 29 (1) 78 (25) 117 (37) 

 83 19 (6)                      

8 84 10 (4) 28 40 (29) 20 (13) 30 (4) 90 (46) 110 (53) 

 85 10 (3)                      

9 86 10 (3) 29 30 (17) 20 (12) 30 (7) 80 (36) 90 (39) 

10 87 10 (2) 30 39 (23) 20 (12) 29 (6) 88 (41) 98 (43) 

11 88 10 (7) 31 30 (21) 20 (8) 30 (5) 80 (34) 90 (41) 

12 89 10 (3) 32 30 (10) 12 (6) 20 (1) 62 (17) 72 (20) 

 注：（ ）内の数字は女性で内数 
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 年度 

 航空管制官  本 科 学 生 

 合 計 
 期  （専修科）  期 

航空管制科 航空情報科 航空電子科 

 本 科 計 H21 年度採

用まで 

S60 年度ま

で通信科 

  
  

 H.13  90  20  (7)  33  30  (12)  20  (9)  20  (1)  70  (22)  90  (29) 

 14  92  26  (11)  34  37  (19)  15  (4)  25  (2)  77  (25)  117  (41) 

   94  14  (5)                                 

 15  95  24  (12)  35  29  (18)  18  (5)  13  ()  60  (23)  96  (41) 

   97  12  (6)                                 

 16  98  22  (9)  36  18  (7)  23  (7)  24  (1)  65  (15)  87  (24) 

 17  100  27  (11)  37  28  (7)  21  (7)  26  ()  75  (14)  102  (25) 

 18  101  32  (7)  38  32  (14)  17  (6)  22  (3)  71  (23)  134  (40) 

   102  31  (10)                                 

 19  103  36  (15)  39  23  (5)  20  (3)  21  (3)  64  (11)  138  (37) 

   104  38  (11)                                 

 20  105  38  (13)  40  10  (4)  21  (8)  25  (2)  56  (14)  130  (46) 

   106  36  (19)                                 

 21  107  32  (9)  41  10  (2)  20  (11)  20  (2)  50  (15)  91  (29) 

   108  9  (5)                                 

 22  109  40  (14)  42        25  (12)  30  (8)  55  (20)  125  (48) 

 23 

 110 

 111 

 112 

 30 

 32 

 28 

 (14) 

 (5) 

 (14) 

 43          20   (8)  15  (1)  35  (9)  95  (28) 

 24  113  35  (12)  44      25  (12)  22  (2)  47  (14)  112  (40) 

   114  30  (14)                       

 25  115  32  (12)  45      18  (8)  21  (3)  39  (11)  102  (38) 

   116  31  (15)                       

 26  117  40  (14)  46      21  (12)  34  (9)  55  (21)  135  (51) 

   118  40  (16)                       

 27  119  40  (23)  47      25  (11)  36  (6)  61  (17)  141  (55) 

   120  40  (15)                       

 合計  1,929 (457)  1,151 (294) 841 (253) 1,190 (87) 3,182 (634) 5,111 (1,091) 

 注：（ ）内の数字は女性で内数 

 本科 3 科とも研修期間が 2 年間に移行した昭和 46 年度以降について見ると、本科

と専修科（管制官課程）の年間採用者数は年度によって増減がある。過去の年度別採

用者数合計でみると、最少は昭和 59年度 59名、最多は昭和 50年度 186名であった。 

 また、専修科で採用者数が多い年度は、前期と後期に分けて採用していることがわ

かる。 

 昭和 46年度から 5年間程度のピーク期、それ以降の昭和 50年代の少数期があり、

平成に入ってから毎年 100 名弱で推移していたが、平成 18 年度から平成 20 年度ま

で 130 名台となっている。 

 この採用者数の増は、団塊世代の大量退職を前に、不足する人員を効率よく補い、

航空保安業務を滞りなく遂行できるよう人員計画を立てたことが理由と考えられる。

また、平成 21 年度及び平成 23 年度の採用者数は 100 名を割っているが、平成 21

年度については本科航空管制科の廃止と航空管制官基礎研修課程の研修期間の変更（6

ヶ月から 1 年）により、定員管理の関係から採用者数の調整を行ったことにより、ま

た平成 23 年度については、政府方針による国家公務員の新規採用者の抑制が行われ
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たことにより、航空保安職員についても減じられたためである。平成 24 年度につい

ても、平成 23 年度に引き続き国家公務員の新規採用者の抑制が行われたが、100 名

を割ることはなかったものの、採用者数は減じられた。 

 なお、平成 25 年度の採用から前述の採用抑制が解除され、採用者数が前年に比べ

1.3 倍の 135 名へ増加した。 

 以上のように、その時々の航空保安業務の展開に合わせた定員管理により採用者数

が増減している。 

 平成 21 年度からは、本科航空管制科試験区分を廃止し、常に高度化する航空管制

に係る技術と知識の習得を効率よく行うべく航空管制官の養成に係る研修を専修科

（管制官課程）に集約し、研修期間を 6 ヶ月から 1 年に拡大した。 

 また、昭和 55 年度から採用が開始された女子学生の割合は次グラフのとおりであ

り、年度毎に変動しつつも増加傾向で推移してきたが、近年では平均して全体の約 3

割が女子という状況である。女子の割合を科別に見ると航空管制科及び航空情報科及

び管制官課程は比較的高く、航空電子科は低いといえる。 

 平成 27 年度の在籍者数は、本科 116 名、管制官課程 80 名の合計 196 名で、その

内訳は次表のとおりである。 

 本科・管制官課程の在籍者数 

  
  

 平成26年度  平成27年度 

 航 空 

 情報科 

 航 空 

 電子科 
 小計 

 航 空 

 情報科 

 航 空 

 電子科 
 小計 

 本科1年 
 21(12) 

 [46期] 

 34( 9) 

 [46期] 
 55(21) 

 25(11) 

 [47期] 

 36( 6) 

 [47期] 
 61(17) 

 本科2年 
 18(8) 

 [45期] 

 21( 3) 

 [45期] 
 39(11) 

 21(12) 

 [46期] 

 34( 9) 

 [46期] 
 55(21) 

 管制官課

程 

 前期40(14) / 後期40(16) 

 [117期]    [118期] 

 前期40(23) / 後期40(15) 

 [119期]    [120期] 

 計  174(62)  196(76) 

注）在籍者数は平成 27 年 4 月 1 日現在の人数、但し管制官課程後期は 10 月 1日現在の人数 

（ ）内の数字は女性で内数 

0% 

10% 

20% 

30% 

40% 

50% 

60% 

70% 

80% 

55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 

女 

子 

学 

生 

の 

割 

合 

採用年度 

専修科（航空管制官） 航空管制科 航空情報科 航空電子科 

女子学生の割合の推移 



  

 - 67 - 
  

 また、本校での基礎研修途中において、研修レベルに達しないため辞職を余儀なく

される者または自ら仕事が合わないと感じて辞職する者が 1～2 割程度発生している

ことを受け、平成 27 年度よりコンピテンシー評価型面接を導入するとともに、航空

管制官採用試験には第 3 次試験としてレーダーシミュレータを使用した実技試験を実

施した。過去 5 年間の退職者数の推移は、次表のとおりである。 

 過去 5 年間の退職者数の推移（単位：人） 

年度 科 名 採用者数 
退職者数 

退職者計 修了者数 履修率 
１年次 ２年次 

H23 本科 43 期 35 (9) 3 (1) 1 (0) 4 (1) 31 (8) 93% 

 情報科 20 (8) 3 (1) 1 (0) .4 (1) 16 (7) 92% 

 電子科 15 (1)         0 (0) 15 (1) 93% 

 管制官基礎 60 (19) 10 (1) - 10 (1) 50 (18) 83% 

 111 期 32 (5) 7 (0) - 7 (0) 25 (5) 78% 

 112 期 28 (14) 3 (1) - 3 (1) 25 (13) 89% 
H24 本科 44 期 47 (14) 1 (0) 1 (1) 2 (1) 45 (13) 96% 

 情報科 25 (12) 1 (0) 1 (1) 2 (1) 23 (11) 92% 

 電子科 22 (2)       22 (2) 100% 

 管制官課程 65 (26) 2 (1)  2 (1) 63 (25) 97% 

 113 期 35 (12) 2 (1)  2 (1) 33 (11) 94% 

 114 期 30 (14)      30 (14) 100% 
H25 本科 45 期 39 (11) 0 (0)    39 (11) 100% 

 情報科 18 (8)      18 (8) 100% 

 電子科 21 (3)      21 (3) 100% 

 管制官課程 63 (27) 7 (4)  7 (4) 56 (23) 89% 

 115 期 32 (12) 3 (1)  3 (1) 29 (11) 91% 

 116 期 31 (15) 4 (3)  4 (3) 27 (12) 87% 
H26 本科 46 期 55 (20) 4 (2)    51 (19) 93% 

 情報科 21 (12)      21 (12) 100% 

 電子科 34 (9) 4 (2)    30 (7) 88% 

 管制官課程 80 (29) 1 (0)  1 (0) 79 (29) 99% 

 117 期 40 (14) 1 (0)  1 (0) 39 (14) 98% 

 118 期 40 (16)      40 (16) 100% 
H27 本科 47 期 61 (17) 0 (0)    61 (17) 100% 

 情報科 25 (11)      25 (11) 100% 

 電子科 36 (6)      36 (6) 100% 

 管制官課程 80 (38) 0 (0)    80 (38) 100% 

 119 期 40 (23)      40 (23) 100% 

 120 期 40 (15)         

6-2 平成 27 年度の修了生と赴任 

 平成 27 年度には、航空管制官基礎研修課程 118 期生 40 名（H27 年 9 月末修了）、

119 期生 40 名（H28 年 3 月末修了）及び本科 46 期生 51 名（H28 年 3 月末修了）

の計 130 名が本校での研修を修了し、全国各地の航空官署に配属された。修了生の配

属先官署は、現場における OJT 初期訓練の受け入れ体制等を考慮し、次表のとおり

である。  
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 平成 27 年度 修了生の配属先官署別内訳 （単位：人） 

官   署 

管制官課程 本  科 
計 

118 119 情報科 電子科 

航空交通管制部 

（札幌、東京、福岡、那覇） 
15 11 0 8 34 

空港事務所(24時間) 

（新千歳、成田、東京、中部、関西、大阪、福
岡、北九州、那覇） 

20 24 17 16 76 

その他の空港事務所及び空港出張所等 5 5 4 6 20 

合   計 40 40 21 30 130 

6-3 航空管制官・航空保安大学校学生採用試験 

6-3-1 試験日程 

① 航空管制官採用試験 

4 月 1 日から 4 月 13 日までの受付期間を経て、6 月 7 日に第 1 次試験を全国

11 都市（札幌市、岩沼市、東京都、新潟市、名古屋市、泉佐野市、広島市、松

山市、福岡市、宮崎市及び那覇市）で実施し、7 月 8 日に第 2 次試験を全国 5

都市（札幌市、東京都、泉佐野市、福岡市及び那覇市）で実施した。また、第 3

次試験を 9 月 3～4 の両日、本校で行った。日程の詳細は次表のとおりである。 

月日曜 共通事項 人事院本院 人事院地方事務局（所） 航空保安大学校 

2. 2 月   (申込用紙等配布開始) 申込用紙等配布開始 申込用紙等配布開始 

3.19 木 
 

新聞発表 
  

4. 1 水 官報公告 
   

 
 受付開始 

 
  受付開始 

2 木 
郵送・持参 

受付締切 
（申込用紙等配布終了） 申込用紙等配布終了 

申込用紙等配布終了 

郵送・持参受付締切  

7 火 
   

申込書（補正中分含む。） 

発送 

8 水   
申込状況報告集計 

配布状況報告集計 
配布状況報告 

申込状況報告 

配布状況報告 

13 月 

 インターネ

ット 

 申込終了 

インターネット申込終了 
  

14 火 
 

インターネット申込者デ

ータ 

送付 
 

インターネット申込者デ

ータ確認 

17 金 
  

  最終補正処理結果報告 

5. 7 木   申込者リスト発送     

  
問題集印刷部数決定 

  
22 金   受験票発送     

 25 月   答案集等発送     

  
問題集発送 

  
6.7 日 第１次試験     第１次試験実施 

 
      第１次試験答案等発送 

8 月   第１次試験実施状況報告   第１次試験実施状況報告 

 
  集計     

11 木    採点結果処理     

18 木   
 

    

23 火   第１次試験合格者決定     
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月日曜 共通事項 人事院本院 人事院地方事務局（所） 航空保安大学校 

6.30 火 

 

第１次試験 

合格者発表 
第１次試験合格者発表 

第１次試験合格者 

受験番号掲示 

第１次試験合格者 

受験番号掲示 

7.8 水 第２次試験     第２次試験実施 

15 水        

第２次試験結果等報告 

（外国語面接・人物・外

国語聞き取り） 

16 木   

第２次試験実施結果受領 

（外国語面接・人物・外

国語聞き取り） 

    

22 水 
   

第２次試験結果一覧デー

タ送付 

23 木 
 

第２次試験結果点検 
  

29 水 
 

   採点結果処理 
  

8. 5 水 
    

7 金   第２次試験合格者決定     

18 火   検査票等発送     

25 火 
第２次試験 

合格者発表 
第２次試験合格者発表 

第２次試験合格者 

受験番号掲示 

第２次試験合格者 

受験番号掲示 

9.3 木  
第３次試験 

（１日目）   

第３次試験実施 

（１日目） 

4 金 
第３次試験 

（２日目）  
  

第３次試験実施 

（２日目） 

14 月 
   

第３次試験結果等報告 

（身体検査・適性） 

15 火    
第３次試験結果等受領 

（身体検査・適性） 
    

17 木   採点結果処理     

28 火 
    

    採用候補者名簿作成     

30 水   最終合格者決定     

10.6 火 
最終合格者 

発表 
最終合格者発表 

最終合格者受験番号掲

示 
最終合格者受験番号掲示 

    採用候補者名簿作成     
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② 航空保安大学校学生採用試験 

7 月 21 日から 7 月 30 日までの受付期間を経て、9 月 27 日に第 1 次試験を全

国 11 都市（千歳市、岩沼市、東京都、新潟市、名古屋市、泉佐野市、広島市、

高松市、福岡市、宮崎市及び那覇市）で実施し、11 月 16 日及び 17 日に第 2

次試験を全国 5 都市（千歳市⑰、所沢市⑯、泉佐野市⑰、福岡市⑯及び那覇市

⑰（○ の数字は実施日））で実施した。日程の詳細は次表のとおりである。 

月日曜 共通事項 人事院本院 
人事院地方事務局

（所） 
航空保安大学校 

6.16 火   新聞発表     

17 水 官報公告 （申込用紙等配布開始） 申込用紙等配布開始 申込用紙等配布開始 

7.21 火  受付開始     受付開始 

23 木 
 郵送・持参 

 受付締切 
（申込用紙等配布終了） 申込用紙等配布終了 

申込用紙等配布終了 

受付締切 

30 木 

 インターネ

ット 

 申込終了 

インターネット申込終了 
  

 
  

第１回申込状況報告集計 

配布状況報告集計 
配布状況報告 

第１回申込状況報告 

配布状況報告 

8. 3 月       

第２回申込状況報告 

申込書（補正中分含む。） 

発送 

17 月       最終補正処理結果報告 

28 金   申込者リスト発送     

9. 1 火 
 

問題集印刷部数決定 
  

11 金   受験票発送     

14 月 
 

答案集等発送 
  

 15 火   問題集発送     

27 日 第１次試験     第１次試験実施 

 
      

第１次試験実施報告(速

報) 

    
答案等発送 

28 月   第１次試験実施状況報告   
第１次試験実施報告(確

定) 

 
  集計     

10. 1 木    採点結果処理     

6 火   
 

    

20 火   第１次試験合格者決定     

11. 4 水 
第１次試験 

合格者発表 
第１次試験合格者発表 

第１次試験合格者 

受験番号掲示 

第１次試験合格者 

受験番号掲示 

  
  

  
16 月  第２次試験      第２次試験実施 

17 火 
    

19 木        
 

27 金       第２次試験結果等報告 

30 月   第２次試験実施結果受領     

12.10

木  

 採点結果処理 

  

15 火 
    

17 木   最終合格者決定     

1.13 水   新聞発表     

14 木 
最終合格者 

発表 
最終合格者発表 

最終合格者受験番号

掲示 
最終合格者受験番号掲示 

    採用候補者名簿作成     
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6-3-2 試験の実施結果 

平成 27 年度の申込者数は、次表のとおりであった。 

申込者は 1,706 名であり、平成 26 年度の 1,961 名に比較して総数では約 13％減

少した。 

試験地 

区分 

（管制）札幌市 

（学生）千歳市 
岩沼市 東京都 新潟市 

航空管制官 

H27 42 ( 12 ) 14 ( 4 ) 479 ( 167 ) 9 ( 4 ) 

H26 62 ( 18 ) 30 ( 10 ) 613 ( 202 ) 10 ( 6 ) 

増減 △20 ( △6 ) △16 ( △6 ) △134 ( △35 ) △1 ( △2 ) 

本科 

学生 

航空 

情報科 

H27 15 ( 5 ) 33 ( 18 ) 79 ( 50 ) 2 ( 2 ) 

H26 18 ( 6 ) 22 ( 8 ) 62 ( 31 ) 5 ( 2 ) 

増減 △3 ( △1 ) 11 ( 10 ) 17 ( 19 ) △3 ( 0 ) 

航空 

電子科 

H27 8 ( 2 ) 11 ( 3 ) 48 ( 10 ) 1 ( 0 ) 

H26 7 ( 1 ) 16 ( 0 ) 46 ( 7 ) 1 ( 0 ) 

増減 1 ( 1 ) △5 ( 3 ) 2 ( 3 ) 0 ( 0 ) 

合  計  

H27 65 ( 19 ) 58 ( 25 ) 606 ( 227 ) 12 ( 6 ) 

H26 87 ( 25 ) 68 ( 18 ) 721 ( 240 ) 16 ( 8 ) 

増減 △22 ( △6 ) △10 ( 7 ) △115 ( △13 ) △4 ( △2 ) 

試験地 

区分 
名古屋市 泉佐野市 広島市 

（管制）松山市 

（学生）高松市 

航空管制官 

H27 74 ( 25 ) 228 ( 83 ) 27 ( 14 ) 21 ( 7 ) 

H26 85 ( 24 ) 260 ( 115 ) 31 ( 17 ) 21 ( 8 ) 

増減 △11 ( 1 ) △32 ( △32 ) △4 ( △3 ) 0 ( △1 ) 

本科 

学生 

航空 

情報科 

H27 32 ( 14 ) 78 ( 29 ) 12 ( 5 ) 18 ( 8 ) 

H26 33 ( 15 ) 71 ( 29 ) 12 ( 7 ) 13 ( 4 ) 

増減 △1 ( △1 ) 7 ( 0 ) 0 ( △2 ) 5 ( 4 ) 

航空 

電子科 

H27 18 ( 5 ) 62 ( 13 ) 11 ( 2 ) 8 ( 1 ) 

H26 19 ( 1 ) 63 ( 13 ) 8 ( 3 ) 11 ( 2 ) 

増減 △1 ( 4 ) △1 ( 0 ) 3 ( △1 ) △3 ( △1 ) 

合  計  

H27 124 ( 44 ) 368 ( 125 ) 50 ( 21 ) 47 ( 16 ) 

H26 137 ( 40 ) 394 ( 157 ) 51 ( 27 ) 45 ( 14 ) 

増減 △13 ( 4 ) △26 ( △32 ) △1 ( △6 ) 2 ( 2 ) 

試験地 

区分 
福岡市 宮崎市 那覇市 合 計 

航空管制官 

H27 130 ( 57 ) 23 ( 10 ) 30 ( 11 ) 1,077 ( 394 ) 

H26 146 ( 52 ) 25 ( 5 ) 32 ( 9 ) 1,315 ( 466 ) 

増減 △16 ( 5 ) △2 ( 5 ) △2 ( 2 ) △238 ( △72 ) 

本科 

学生 

航空 

情報科 

H27 73 ( 34 ) 23 ( 15 ) 17 ( 8 ) 382 ( 188 ) 

H26 102 ( 53 ) 28 ( 14 ) 18 ( 7 ) 384 ( 176 ) 

増減 △29 ( △19 ) △5 ( 1 ) △1 ( 1 ) △2 ( 12 ) 

航空 

電子科 

H27 68 ( 20 ) 11 ( 2 ) 1 ( 0 ) 247 ( 58 ) 

H26 69 ( 18 ) 12 ( 3 ) 10 ( 3 ) 262 ( 51 ) 

増減 △1 ( 2 ) △1 ( △1 ) △9 ( △3 ) △15 ( 7 ) 

合  計 

H27 271 ( 111 ) 57 ( 27 ) 48 ( 19 ) 1,706 ( 640 ) 

H26 317 ( 123 ) 65 ( 22 ) 60 ( 19 ) 1,961 ( 693 ) 

増減 △46 ( △12 ) △8 ( 5 ) △12 ( 0 ) △255 ( △53 ) 

注：（ ）内の数字は女性で内数 
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 平成 27 年度を含む過去５年間の申込者数の推移は、次表のとおりである。 

 採用試験申込者数の推移 

試験 

年度 
区  分 

採用 

予定数 
申込者数 合格者数 採用者数 

H23 

航空管制官 63 1,609 ( 498) 76 ( 30) 63 ( 25) 

航空情報科 25 312 ( 100) 52 ( 26) 25 ( 12) 

航空電子科 22 237 ( 28) 58 ( 7) 22 ( 2) 

H24 

航空管制官 56 1,275 ( 451) 70 ( 31) 62 ( 28) 

航空情報科 17 407 ( 141) 35 ( 14) 18 ( 8) 

航空電子科 17 268 ( 40) 43 ( 6) 21 ( 3) 

H25 

航空管制官 80 1,436 ( 482) 87 ( 32) 77 ( 29) 

航空情報科 21 360 ( 135) 39 ( 17) 21 ( 12) 

航空電子科 34 223 ( 28) 82 ( 12) 34 ( 9) 

H26 

航空管制官 80 1,315 ( 466) 97 ( 42) 82 ( 36) 

航空情報科 25 384 ( 176) 50 ( 24) 25 ( 11) 

航空電子科 36 262 ( 51) 77 ( 16) 36 ( 6) 

 
航空管制官 80 1,077 ( 394) 102 ( 40) 86 ( 33) 

H27 航空情報科 21 382 ( 188) 45 ( 31) 21 ( 14) 

 
航空電子科 36 247 ( 58) 67 ( 22) 36 ( 9) 

注：（ ）内の数字は女性で内数 

H27 試験年度の管制官採用者数は H28 年 12 月採用予定者 40（17）を含む。 

平成 24 年度の航空管制官採用試験の応募者は、平成 23 年度に比べ約 21％減少

しているが、①平成 24 年度の採用試験より試験実施時期を変更したことに伴い、

他の専門職試験（国税専門官、労働基準監督官等の大学卒業程度試験）と同一日程

での試験実施となったこと。②更に平成 27 年度は平成 26 年度に比べ約 13％減少

しているが、東京都庁などの一般採用試験と同一日で試験実施となっていたことか

ら、国家公務員試験の受験希望者が他の試験へ応募したためと思われる。 

航空保安大学校学生採用試験の受験申込者数は、おおむね横ばい傾向にあるもの

の、平成 27 年度の応募者は若干の減少傾向にある。オープンキャンパス、各官署

での空の日イベントでの広報等の活動を活発に行い、今後とも幅広く申込者を集め

る努力が不可欠である。平成 27 年度の競争率は管制官課程で 10.6 倍（採用者数比

12.5 倍）、本科学生全体では 5.6 倍（採用者数比 11 倍）、航空情報科では 8.5 倍

（採用者数比 18.2 倍）、航空電子科では 3.7 倍（採用者数比 6.9 倍）であった。

過去 5 年間の推移を次に示す。 
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 平成 27 年度を含む過去５年間の申込者数の推移は、次表のとおりである。 

 採用試験申込者数の推移 
試験 
年度 

区  分 
採用 
予定数 

申込者数 合格者数 採用者数 

H23 
航空管制官 63 1,609 ( 498) 76 ( 30) 65 ( 26) 
航空情報科 25 312 ( 100) 52 ( 26) 25 ( 12) 
航空電子科 22 237 ( 28) 58 ( 7) 22 ( 2) 

H24 
航空管制官 56 1,275 ( 451) 70 ( 31) 61 ( 27) 
航空情報科 17 407 ( 141) 35 ( 14) 18 ( 8) 
航空電子科 17 268 ( 40) 43 ( 6) 21 ( 3) 

H25 
航空管制官 80 1,436 ( 482) 87 ( 32) 75 ( 28) 
航空情報科 21 360 ( 135) 39 ( 17) 21 ( 12) 
航空電子科 34 223 ( 28) 82 ( 12) 34 ( 9) 

H26 
航空管制官 80 1,315 ( 466) 97 ( 42) 81 ( 36) 
航空情報科 25 384 ( 176) 50 ( 24) 25 ( 11) 
航空電子科 36 262 ( 51) 77 ( 16) 36 ( 6) 

 
航空管制官 80 1,077 ( 394) 102 ( 40) 86 ( 33) 

H27 航空情報科 21 382 ( 188) 45 ( 31) 21 ( 14) 

 
航空電子科 36 247 ( 58) 67 ( 22) 36 ( 9) 

注：（ ）内の数字は女性で内数 

H27 試験年度の管制官採用者数は H28 年 12 月採用予定者 40（17）を含む。 

平成 24 年度の航空管制官採用試験の応募者は、平成 23 年度に比べ約 21％減少

しているが、①平成 24 年度の採用試験より試験実施時期を変更したことに伴い、

他の専門職試験（国税専門官、労働基準監督官等の大学卒業程度試験）と同一日程

での試験実施となったこと。②更に平成 27 年度は平成 26 年度に比べ約 13％減少

しているが、東京都庁などの一般採用試験と同一日で試験実施となっていたことか

ら、国家公務員試験の受験希望者が他の試験へ応募したためと思われる。 

航空保安大学校学生採用試験の受験申込者数は、おおむね横ばい傾向にあるもの

の、平成 27 年度の応募者は若干の減少傾向にある。オープンキャンパス、各官署

での空の日イベントでの広報等の活動を活発に行い、今後とも幅広く申込者を集め

る努力が不可欠である。平成 27 年度の競争率は管制官課程で 10.6 倍（採用者数比

12.5 倍）、本科学生全体では 5.6 倍（採用者数比 11 倍）、航空情報科では 8.5 倍

（採用者数比 18.2 倍）、航空電子科では 3.7 倍（採用者数比 6.9 倍）であった。

過去 5 年間の推移を次に示す。 
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 また、次図に示す全試験区分の合計申込者数の平成 26 年度と平成 27 年度との比

較では、東京都をはじめ全般的に減少傾向にある。 

 応募者数を増やすことと同時に重要なのが、近年は成績不良やミスマッチにより退

学してしまう研修生増加への対応であり、平成 27 年度から面接手法を見直し、航空

保安職員として適性を有する者を採用できるようにした。 

 また、学生採用試験では、大学受験の前にいわゆるお試し受験を行っている学校か

らの集団的な申し込みもあり、採用人数を確保する不安定要素となっている。 

H26・H27 年度試験地別申込者数比較（全試験） 
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6-4 募集要項と試験方法 

6-4-1 受験案内 

 平成 27 年度の採用試験の募集要項としては、航空管制官採用試験募集案内（参考

資料Ⅰ）、及び航空保安大学校学生採用試験募集案内（参考資料Ⅱ）、人事院の「航

空管制官採用試験 受験案内」及び「航空保安大学校学生採用試験 受験案内」を配

布するとともに、希望者には「オープンキャンパス 2015」において受験相談コーナ

ーで相談に応じた。 

 さらに本校ホームページ上でも、受験案内に関する情報を掲載している。 

 本校ホームページ / トップページ 
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 なお、平成 20 年度に応募者が減少したことから、当時の保安企画課と連携して「採

用試験応募者拡大キャンペーン」を行い、職員をモデルとしたポスターを作成した。

平成 27 年度も同様に作成し（参考資料Ⅲ・Ⅳ）、試験の申込み時期に合わせて全国

約 2,690 校の大学、短大、高校、予備校等へ配布した。 

 また、全国の各航空官署においても、官署近隣の大学・高校等へ航空保安業務及び

職員の採用試験にかかる広報を積極的に行っている。 

6-4-2 試験の方法 

 航空管制官採用試験では、平成 27 年度からは第 1 次試験は筆記試験による基礎能

力試験、適性試験（Ⅰ部）および外国語試験を、第 2 次試験として外国語試験（面接）

および人物試験、第 3 次試験として適性試験（Ⅱ部）および身体検査・身体測定を行

うこととし、本校及び岩沼研修センター職員をはじめ採用試験事務を依頼している札

幌航空交通管制部、東京航空局、新潟空港事務所、中部空港事務所、広島空港事務所、

松山空港事務所、福岡航空交通管制部（航空交通管理センターを含む）、宮崎空港事

務所、及び那覇航空交通管制部等の職員の協力のもとに実施した。 

 さらに、コンピテンシー評価型面接の導入に伴い、第 2 次試験実施地の各官署（東

京航空局、札幌、福岡、那覇各航空交通管制部ならびに航空交通管理センター）、の

関係職員に対しては本校職員が出向いて事前に説明を行った。 

 また、平成 27 年度より新たに実施し

た第 3 次試験では本校の訓練用シミュレ

ータを使用し、航空管制官として必要な

記憶力、空間把握力についての試験を行

った。 

 航空保安大学校学生採用試験では、第

1 次試験は筆記試験による基礎能力試験

及び学科試験を、第 2 次試験として人物

試験および身体検査・身体測定を、本校

及び岩沼研修センター職員をはじめ採用

試験事務を依頼している新千歳空港事務

所、東京航空交通管制部、新潟空港事務

所、中部空港事務所、広島空港事務所、

高松空港事務所、福岡空港事務所、宮崎

空港事務所、及び那覇空港事務所等の職

員協力のもとに実施した。本科学生の人

物試験においてもコンピテンシー評価型

面接を導入した。 
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6-4-3 採用試験事務の適正化に関する取り組み 

 平成 27 年 6 月 7 日に実施した航空管制官採用試験第 1 次試験において、答案用紙

の配付誤り・受験番号の掲示誤り、平成 27 年 7 月 8 日に実施した航空管制官採用試

験第 2 次試験において、受験者に解答例を誤配付する事案が発生した。 

 人事院及び国土交通省では、今後同様の事態が発生しないよう、、試験事務の徹底

をはかるべく、再発防止に向けた取り組みとして、事案発生の問題点を整理し、各試

験実施機関に対する説明、採用試験事務事前研修会の充実を行った。 

 今後も、このような事案が発生することがないよう、平成 26 年度の採用試験から

導入しているチェックリストを活用した試験を徹底し、今後も問題点や修正点があれ

ば修正等を行い、試験事務を円滑に遂行できるよう整理していく。 
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7 平成 27 年度年度目標と結果 

7-1 学校方針 

 平成 26 年 4 月から航空安全プログラム（SSP）を導入し、交通管制業務のプロバ

イダとしての交通管制部は、レギュレータ（航空局安全部）の安全監督の下、安全指

標や安全目標を設定し、安全管理システム（SMS）により PDCA サイクルを回してい

くこととなった。 

 交通管制部は目標達成方組織への転換を図り、部のガバナンスを強化し、また業務

運営目標を明示してその達成に向けて自立的に業務の改善を図り、成果を上げる体制

を整備し、交通管制部門の業務運営の「基本方針」および「年度目標」の策定（Plan）、

年度目標の達成に向けた背策の推進（Do）、達成状況の点検・評価（Check）、更な

る改善の検討（Action）を確実に行うこととした。 

 交通管制部門業務運営の基本方針は以下のとおりである。 

① 安全性の向上 

ヒューマンエラー対策、危機管理対応能力の向上に取り組むとともに、システ

ムに係る信頼性及びセキュリティの確保をより強化する。 

② 航空交通量増大への対応 

混雑空港及び混雑空域におけるボトルネックの解消、新技術の積極的活用によ

る管制処理容量の拡大を図るとともに、国際航空交通量の大幅な増加に対応す

る。 

③ 利便性の向上 

高い定時性や就航率の維持・向上及び航空交通の特性である速達性の向上を図

る。 

④ 運航の効率性の向上 

運航者における効率性向上の重要性及びコスト削減による航空路線網の維持・

拡大への貢献に鑑み、燃料費消費量削減等の運航コスト低減につながる施策を

講じる。 

⑤ 航空保安業務の効率性の向上 

限りあるリソースを活用し、交通量増大への対応と一層の業務効率化を図る。

また、航空交通の量及び質の変化やニーズの変化に柔軟に対応した業務体制と

する。 

⑥ 環境への配慮 

CO2排出量削減や航空機騒音への対策に積極的に取り組む。 

⑦ 航空交通分野における我が国の国際ﾌﾟﾚｾﾞﾝｽの向上 

シームレススカイ（継ぎ目のない空）の実現のため、諸外国との連携強化・国

際協力を推進する。また、我が国航空関連産業のグローバルな展開を促進する。 

⑧ 職場環境・コンプライアンスの向上及び人材育成の強化 

安全を担う職責の重さに鑑み、高い安全意識と職業倫理、コンプライアンス意
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識の保持とともに、適正な職場管理が必要である。また、技能向上等の人材育

成の強化が重要である。 

  航空の各官署において、航空保安業務の大前提となる「安全性の向上」、及び、

これを支える安全意識・職業倫理・コンプライアンス意識の保持や技能向上・知識習

得等に関する「職場環境・コンプライアンスの向上及び人材育成の強化」に係る目標

を中心に、官署毎の立地や人員構成等の特色を踏まえた目標を設定し、独自指標をた

てることとした。 

 航空保安大学校では、平成 27 年度目標の学校方針は以下のとおりである。 

 《学校方針》 

 航空保安大学校は、質の高い航空保安職員の育成により、航空界に貢献する。この

目的を達成するため、本校では一人でも多くの優秀な若者を募集し、基礎研修後に航

空局の現場に出せるよう、国内外での広報、教育訓練の改善等に努める。 

7-2 重点目標と目標値 

 航空保安大学校は平成 27 年度の目標として、「人材育成の強化」の観点から、次

の内容を重点目標とした。 

【研修手法の改善】 

① 航空保安大学校航空管制科、航空情報科、航空電子科の教材の CBT 導入率 

目標値：40％ 達成 （平成 27 年度末 16％）  

背景：CBT（コンピテンシー・ベースド・トレーニング）の概念を導入するこ

とにより、従来の教官依存型から、目標達成型に移行でき、実業務によ

り直結したものとして研修効果の向上を図る。 

目標設定の考え方： 

5 カ年で、実業務に直結した科目の CBT 化が整うことを目標として、こ

れら科目の総時間数のうち、CBT 化が整った時間数による。CBT 導入の

2 年目である平成 27 年度は、平成 26 年度の導入活動の熟成をみる期間

であることを考慮し目標値を設定した。 

② 教官等の CBT 研修修了者数 

目標値：累計 115 名 （平成 26 年度末 85 名） 

 背景：研修への CBT 導入を促進するため、本校と岩沼の教官、現場官署の訓練

教官に対して、訓練の目標設定、教材の改善等、CBT 導入に関する情報

提供を目的とした研修を ICAO のコース開発者研修の修了者により実施

する。 

【研修修了者数の増大】 

③ 航空保安大本校における学生・研修生の中途退学率 

目標値：4.5％ （平成 26 年度の実績値 4.5％） 

背景：本校研修中に、自己都合等により退学する研修生を減らす。具体的には、

航空保安業務に関する入学前の情報提供に加え、入学後は科長による面
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談や幹部による特別講義等により、研修生に対して航空保安業務、航空

局の職場の魅力、やりがいを十分に伝えること等を行う。 

目標設定の考え方：当該年度中に研修を修了した研修生の中途退学者数を入学

時の同数で除す。平成 27 年度の中途退学率が平成 26 年度実績値より下

回ることを目標とする。 

 【研修の品質向上】 

④ 講義教材に関する満足度 

目標値： 3.8 以上 （アンケート調査試行結果） 

背景： 研修の質の向上を図ることを目的として、複数の項目について研修生に

アンケート調査を実施する。調査結果は教材を含む研修内容にフィード

バックされる。講義教材に関するアンケート調査結果を指標とする。 

【研修生の質の向上】 

⑤ 航空保安大学校学生および航空管制官の採用試験受験者数 

目標値：航空管制科 720 名 （平成 26 年度実績値 649 名）  

航空情報科 345 名 （平成 26 年度実績値 314 名） 

航空電子科 250 名 （平成 26 年度実績値 226 名）  

背景：航空保安大学校学生および航空管制官の採用試験への応募者数および受

験者数減少の対策として、広報活動を通して受験者数の拡大を図る。 

⑥ オープンキャンパス等の一般来場者数合計値 

目標値：1,800 人 （平成 26 年度実績値 1,705 人）  

背景： 受験者数拡大の広報活動の一環として、現在、本校が年２回実施してい

るオープンキャンパスおよび空の日一般公開に来校する受験生候補者お

よび一般の見学者数の増大を図る。 

【職場環境・コンプライアンスの向上】 

⑦ 採用試験事務に係る不祥事事案の発生件数 

目標値： 0 件  

背景： 平成 25 年度に発生した答案紛失事案等の再発防止を徹底し、国家公務

員採用試験の信頼を失墜させないため、不祥事事案が発生しないように、

勉強会、チェックリストの検証の励行に努める。 

⑧ 交通法規違反行為として警察当局からの告知件数 

目標値： 0 件  

背景：航空局管内において、過去に交通法規違反、飲酒または酒気帯び運転が

発生しており、この防止は重要かつ重大な取り組みであることから、違

反行為撲滅のための近隣警察署による交通安全講習会、課・科内ミーテ

ィングやダイレクトトーク等を開催し、職員・学生・研修生に違反撲滅

の意識を高揚させる。 

⑨ 超過勤務の月 80 時間以上到達者 

目標値： 0 人  
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背景：超過勤務縮減に努力し、職場環境の向上に取り組む。このため、具体的

には毎月第 3 水曜日を「残業ゼロの日」と設定する。 

⑩ 年次休暇の年間取得日数 

目標値：15 日以上  

背景：「ポジティブ・オフ（年次休暇）」の取得の促進を図る。管理職員から

休暇取得を働きかけるとともに、科・課の単位で、3 ヶ月ごとの休暇取

得計画表を作成するなど、全員が月に 1 日以上「ポジティブ・オフ」の

取得に努める取り組みを実施する。 

7-3 平成 27 年度結果とその分析 

 平成 27 年度目標はその達成度年度末に評価し、その解析結果からその翌年度の目

標に改善を施すことになる。達成度は以下のとおりである。 

【研修手法の改善】 

① 航空保安大学校航空管制科、航空情報科、航空電子科の教材の CBT 導入率 

目標値： 40％ 達成 （平成 26 年度末 16％）  

実績値： 35.2％ 【不達成】 

分析：今後、教材の完成を目指して各科の取り組み強化が必要である。 

② 教官等の CBT 研修修了者数 

目標値： 累計 115 名 （平成 26 年度末 85 名） 

実績値： 126 名 【達成】  

分析：CBT の浸透を目指して目標を設定したが、本校、岩沼の全教官が研修を

修了したため本年度で本目標は完了とする。  

【研修修了者数の増大】 

③ 航空保安大学校本校における研修生の中途退学率 

目標値： 4.5％以下 （平成 26 年度の実績値 4.5％）  

実績値： 0％【達成】 

分析：自己都合による中途退学者の削減を図った。採用試験時の面接等におい

て RJP（Realistic Jpb Preview）説明を行った。 

【研修の品質向上】 

④ 講義教材に関する満足度 

目標値：3.8 以上 （アンケート調査試行結果）  

実績値：3.86％【達成】 

分析：調査数値は大幅な伸びを示さなかったが、CBT 教材が浸透することで結

果が上昇すると考えられる。 

【研修生の質の向上】 

⑤ 航空保安大学校学生よび航空管制官の採用試験受験者数 
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目標値： 航空管制科 720 名 （平成 26 年度実績値 649 名） 

航空情報科 345 名 （平成 26 年度実績値 314 名） 

航空電子科 250 名 （平成 26 年度実績値 226 名）  

 実績値： 航空管制科 553 名 【不達成】 

   航空情報科 321 名 【不達成】 

   航空電子科 217 名 【不達成】 

 分析：一昨年の受験者の 1 割増を目指し、特に、本科生については高校訪問な

ど全国的な広報活動の取り組みを行ったが、結果を出すことができなか

った。次年度に向けて更なる広報活動強化、特に WEB 活用と高校生向

け広報強化が必要である。 

【航空保安大学校の認知度向上】 

⑥ オープンキャンパス等の来校者数合計値 

目標値：1,800 人 （平成 26 年度実績値 1,705 人）  

実績値：1,956 人 【達成】 

分析： 複数の大手新聞や地方自治体広報誌、発行部数の多い地域誌の紙（誌）

面での開催案内の事前掲載、鉄道会社駅構内へのポスター掲示、WEB の

活用など広報への取り組みを強化したことにより目標を達成することが

できた。 

 【職場環境・コンプライアンスの向上】 

⑦ 採用試験事務に係る不祥事事案の発生件数 

目標値： 0 件  

実績値： 0 件 【達成】 

分析：昨年以上に十分な事前準備を行ったことから不祥事案を発生することは

なかったものの不手際事案は数件発生した。 

⑧ 交通法規違反行為として警察当局からの告知件数 

目標値： 0 件  

実績値： 5 件 【不達成】 

分析：教育機関であることを鑑み、刑罰が免除される青キップ以上の告知件数 0

を目標としたが、不達成のため指導の強化を図った。 

⑨ 超過勤務の月 80 時間以上到達者 

目標値：  0 人  

実績値： 6 件 【不達成】 

分析：本年初の管制官採用３次試験実施の準備及び不手際事案に対する再発防

止策定のために繁忙な時期があった。 

⑩ 年次休暇の年間取得日数 

目標値：  15 日以上  

実績値： 11.9 日 【不達成】 

分析：年次休暇の取得日数を目標化し、管理職からも年休取得を呼びかけた。  
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8 学校行事 

8-1 学校行事の実施実績 

 本校が主催する学校行事は、式典（入学式、修了式等）、記念行事、全校合同研修

等に区分される。平成 27 年度に実施した学校行事は、次のとおりである。 

平成 27 年度航空保安大学校学校行事 

月日 曜日 事 項 備 考 

4月 01 日 (水) 管制 14S、本科 44期、管制15S：辞令交付 管制 14A：授業再開 

4月 02 日 (木) 本科 1年：辞令交付 管制 15S：授業開始 

4月 03 日 (金) 
管制 15S、本科 1年：入学式 

システム専門官基礎：開講式 

本科 1年、本科 2年：授

業開始 

5月 13 日 (水) 自衛消防（総合）訓練、防災教育   

5 月 23 日 (土) 体育大会   

6 月 01 日 (月) 運情基礎(前期）、管技基礎：開講式   

6 月 07 日 (日) 管制官採用一次試験   

6 月 30 日 (火) 管制官採用一次試験合格発表   

7 月 08 日 (水) 管制官採用二次試験 
 

7 月 26 日 (日) オープンキャンパス   

8 月 10 日 

8 月 12 日 

(月) 

(水) 
｝夏期特別休暇   

8 月 25 日 (火) 管制官採用二次試験合格発表   

8 月 31 日 (月) 管技基礎：閉講式   

9 月 03 日 (木) 管制官採用三次試験   

9 月 18 日 

9 月 25 日 

(金) 

(金) 
｝夏期特別休暇（システム専門官基礎）   

9 月 27 日 (日) 学生採用一次試験   

9 月 30 日 (水) 
管制 14A：修了式 

運情基礎(前期)：閉講式 
管制 14A：授業終了 

10 月 01 日 (木) 
管制 14A、運情基礎（前期）：辞令交付 

管制 15A：辞令交付 
  

10 月 02 日 (金) 管制 15A：入学式 管制 15A：授業開始 

10 月 06 日 (火) 管制官採用試験最終合格者発表   

10 月 13 日 (火) 運情基礎(後期）：開講式   

10 月 23 日 (金) 自衛消防（部分）訓練   

10 月 23 日 (金) 体育交流   

11 月 04 日 (水) 学生採用一次試験合格者発表   

11 月 07 日 (土) 空の日・オープンキャンパス   

11 月 17 日 (火) 学生採用二次試験 
 

12 月 18 日 (金) システム専門官基礎：閉講式   

12 月 29 日 (火) 年末年始休暇   

1 月 04 日 （月） 
 

本科 1年、本科 2年、管

制 15S、管制 15A：授業

開始 

1月 14 日 (木) 学生採用試験合格者発表   

2 月 19 日 (金) 運情基礎(後期)：閉講式   

3 月 12 日 (土) 航空管制業務説明会   

3 月 30 日 (水) 本科 2年、管制 15S：修了式 

本科 1年、本科 2年、管

制 15S、管制 15A：授業

終了 

3月 31 日 (木) 
 

本科 2年、管制 15S：赴

任準備 
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8-2 式典 

8-2-1 入学式 

 平成 27 年 4 月 3 日（金）に第 47 期本科学生 62 名及び航空管制官基礎研修課程

119 期生 40 名の入学式を実施した。参加者は在校生と教職員のほか、来賓は重田航

空局次長、蒲生大阪航空局長を始め関係機関から 22 名であった。 

 また、平成 27 年 10 月 2 日（金）に航空管制官基礎研修課程 120 期生 35 名（後

日 5 名が入学）の入学式を実施した。参加者として、在校生と教職員のほか、来賓に

は石﨑交通管制部長、大坪大阪航空局次長を始め関係機関から 13 名であった。 

    

 平成 27 年 4 月新入生            平成 27 年 10 月新入生 

8-2-2 修了式 

 平成 27 年 9 月 30 日（水）に航空管制官基礎研修課程 118 期生 40 名及び航空管

制運航情報職員基礎研修(前期)課程研修生 5 名の修了式を実施した。参加者は在校生

と教職員のほか、来賓は河原畑航空局交通管制企画課長、蒲生大阪航空局長を始め関

係機関から 22 名であった。 

 また、平成 28 年 3 月 30 日（水）に第 46 期本科学生 51 名及び航空管制官基礎研

修課程 119 期生 39 名の修了式を実施した。参加者として、在校生と教職員のほか、

来賓には石﨑航空局交通管制部長、加藤大阪航空局長を始め関係機関から 35 名であ

った。 

 なお、その他の基礎研修及び特別研修においても、研修毎の開講式と閉講式を実施

した。 

   

           平成 27 年 9 月修了生          平成 28 年 3 月修了生 
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8-3 記念行事 

8-3-1 永年勤続表彰式 

 平成 27 年 7 月 16 日（木）に 20 年勤続 4 名の表彰式典を行った。 

  

8-3-2 表彰 

 （該当なし） 

8-4 全校合同行事 

8-4-1 オープンキャンパス 

 平成 27 年 7 月 26 日（日）09:15～16:00、本校を目指す高校生・大学生等を対

象に「想像してみてください。ここで夢がひろがることを～オープンキャンパス２０

１５」を開催し、学生・研修生が対応した。 

 入場者数は過去最高の 1,106 人と、前年度（1,023 人）を上回り３年連続で 1,000

人を突破した。 
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 イベントでは、①受験相談・体験トーク、②実習体験・実習施設見学、③パネル・

教科書展示、④公開講座に加えて今回初めて学生寮見学会や女性のための相談室も開

催し、航空保安業務への理解を深めていただくとともに当校のＰＲに努めた。 

    

    1,000 人目の来場者                公 開 講 座 

  

               

     管制実習室見学            受験体験トーク 

   

    電子科実習室見学           情報科実習体験 

8-4-2 空の日記念行事 

 平成 27 年 11 月 7 日（土）09:15～16:00 に、航空に関する理解と関心を高めて

もらう「空の日」イベントと併せて、学校紹介である「オープンキャンパス」を開催

した。来校者は、北は北海道から南は沖縄県まで、848 人と大勢の方々にお越しいた

だいた。 

 イベントは、来場者に航空保安業務を理解して頂けるよう、管制科・情報科・電子

科・特別研修科（航空灯火・電気技術）の各実習室の見学や実習体験を実施した。ま

た、航空保安職員を目指す高校生や大学生の方などには受験相談等のブースを開設、

今回は女性のための相談室の設置や学生寮見学会を催した。 
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 加えて、空の日のイベントとして「ペットボトルロケット」「マーシャリング体験」

「紙飛行機を飛ばそう」「アミボイス」「ぼくは航空管制官」ゲームなどの体験を通

して、子供たちも楽しめるイベントも用意した。 

   
     実 習 体 験            公 開 講 座 

  

    
  ペットボトルロケット体験      ぼくは管制官、アミボイス体験 

  

  
     紙飛行機体験             学生寮見学 

8-4-3 体育大会・体育交流 

① 体育大会 

平成 27 年 5 月 23 日（土）に、公務員教養の一環として、学生主体の企画・運

営により、団体活動を通じた人間形成を図ることを目的として、体育館でバレ

ーボール、グラウンドでソフトボールをクラス対抗により実施した。 

管制官課程研修生と本科学生が合同で参加し実施していることから、科や学年

を超えた交流促進の意義は大きかった。 
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② 体育交流 

平成 27 年 10 月 23 日（金）に、体育の授業を活用し、管制事務適正化におけ

る「職種間連携強化推進」活動の一環として、職種・科を超えたクラス混成チ

ームにより各種競技を実施した。 

  

 

8-4-4 消火訓練及び防災訓練 

 平成 27 年 5 月 15 日（金）に航空保安大学校学生寮内消火訓練（通報・避難・消

火）を実施した。訓練の内容は、寮内で火災が発生した場合に通報・避難・消火を的

確に行うためのもので、全ての学生・研修生がこれに参加した。訓練には、泉州南消

防組合消防署員に来校して頂き監修を受けた他、消火栓、消火器の扱い方の説明及び

使用方法を受講した。 
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 また、10 月 23 日（金）には、校舎からの避難通報訓練後、泉州南広域消防本部か

ら専門分野の講師を迎え、AED 及び消防設備の講習会を行った。参加者は教職員 72

名、学生・研修生が 201 名であった。 
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9 広報活動 

9-1 施設見学者・視察者 

 平成 27 年度の施設見学者・視察者の実績は次表のとおりである。受験生拡大に向

けて積極的に当校からも自治体等に働きかけるなどして、高校や大学、高校教諭の協

議会、自治体教育長が参加する地元連絡会、自治体の青少年センター等々の団体を受

け入れ、平成 26 年度の 317 人から大幅な増加となった。 

 施設見学者・視察者一覧 

年月日 見 学 ・ 視 察 者 等 人数 

H27. 4.8 日仏作業部会 12 

4.22 航空自衛隊第 5 術科学校 3 

6.11 大阪大学［大学生］ 56 

6.16 航空自衛隊航空保安管制群 3 

6.25 新関西国際空港(株) 7 

7.10 泉南市官公庁連絡会 19 

7.29 阪南市民生委員児童委員協議会 20 

8.11 泉佐野市青少年センター 29 

8.20 近畿工業高等学校科長連絡協議会 47 

9.7  関西外国語大学［大学生］ 46 

9.17 鳥取県八頭高等学校［高校生］ 42 

10.27 岬町婦人防火クラブ、岬消防署 31 

11.18  箕面市婦人防火クラブ連絡会 27 

12.14 (一財)航空交通管制協会 10 

H28. 1.5 有明佐賀航空少年団 5 

1.12  (株)ジェイエアーCRJ 運航本部 6 

1.28 関西外国語大学［大学生］ 41 

3.3 海上保安大学校 5 

3.16 第 5 管区海上保安本部 2 

 合   計 411 

9-2 業務説明会等 

9-2-1 航空保安大学校本科学生向け説明会 

 航空保安大学校学生採用試験の受験生の増加や航空管制運航情報官や航空管制技

術官を目指す者の拡大を目的に、主に高校生を対象とした業務説明を中心とした受験

誘致活動を行った。 
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① 航空保安大学校学校説明会 

平成 28 年 3 月 4 日（金）に、学生採用試験の最終合格者を対象とした学校

見学会を実施した。最終合格者及び保護者 99 名に当校の研修内容、学生寮の環

境など紹介を行った。 

② 航空保安職員の業務説明・職場見学会 

 平成 28 年 3 月 25 日、当校の主催により関西空港事務所において本科学生を

目指す者を対象とした航空管制運航情報官及び航空管制技術官の業務説明、運

用室等の職場見学を実施。57 名（うち保護者 19 名）が参加、2 回に分けて開

催。いずれも募集人数に達しており、職場見学を見る良い機会として捉えられ

ている。 

③ 人事院主催官庁学生ツアー 

平成 28 年 3 月 7 日（月）に、人事院関東事務局主催の関東地区官庁学生ツ

アー（本科学生希望者向け）を東京空港事務所で実施した。当ツアーは 1 時間

30 分の行程で 2 回実施し、計 12 名の参加者を得た。ツアーでは、本校学生に

関する説明、航空管制運航情報官及び航空管制技術官の業務説明、東京空港事

務所の職場見学並びに東京空港事務所職員との懇談を行った。 

また、翌日の 3 月 8 日には管制官志望者向けに同様のツアーを実施、45 名の

参加者を得た。 

④ 募集案内広報活動 

平成 27 年 6 月 16 日から 7 月 30 日の間に、各官署の航空管制運航情報官、

航空管制技術官の協力のもと、全国 31 都道府県 215 校の高等学校、高等専門

学校及び予備校を訪問して本科学生募集の広報活動を行い、各校の進路指導担

当者に、航空管制運航情報官及び航空管制技術官の業務、身分・待遇並びに本

校学生に関する情報を紹介した。 

また、新しい取組として、高校生の情報収集方法としてマイナビ主催イベン

トが主流であることから、高校生に対して直接進学情報を発信する場として、

マイナビ進学フェスタ（大阪・名古屋会場開催）に参画し、募集案内等を同フ

ェスタの来場者全員に手渡しで配付する手提げ袋投込み企画やブース出展で高

校生・教員・マスコミ 26 名の参加者へ業務内容説明を行った。その他、マイナ

ビ進学 web2016 に登録し（H27 年 2 月～H28 年 1 月）航空保安大学校の情

報発信を行った。 

9-2-2 航空管制官向け説明会 

 航空管制官採用試験の受験生の増加や航空管制官を目指す者の拡大を目的に、主に

大学生を対象とした業務説明を中心とした受験誘致活動を行った。 

① 人事院主催公務セミナー 

「国家公務員を志望する者を対象に公務の魅力や各機関の業務概要等を説明

し、公務への関心を高めてもらい、多くの人材を誘致する」ことを目的とした、
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人事院が 主催する「平成 27 年度公務研究セミナー」に参加し、航空管制官の

業務及び航空保安大学校での研修生活に関する説明を行った。合計 26 名の参加

があった。 

～今年度活動実績～ 

平成 27 年 12 月 13 日（日） 立命館大学 参加人数 2 名 

平成 27 年 12 月 22 日（火） 関西大学 参加人数   5 名 

平成 28 年 1 月 9 日（土） 同志社大学  参加人数 12 名 

平成 28 年  1 月 14 日（木） 中之島合同庁舎 参加人数 7 名 

② 大学企業説明会への参加 

大学の就職支援担当者と連絡をとり、当該大学生への説明を行う機会を調整

した上で、航空管制科教官等を派遣して業務概要の説明を行った。今年度は 3

校に訪問し 63 名の参加であった。また今年度から各官署の先任航空管制官等の

協力を得て、日本全国の大学等を訪問し業務概要の説明を行った。 

～今年度活動実績～ 

平成 27 年 10 月 15 日（木） 大阪大学  参加人数 17 名 

平成 27 年 11 月 12 日（木） 神戸市外国語大学 参加人数 13 名 

平成 28 年 3 月 3 日（木） 関西外国語大学 参加人数 33 名 

③ 業務説明会 

就職活動大学生に対する採用活動の制限が 3 月から解禁されること、航空管

制官採用試験受験申し込みが 4 月から始まること等から、本校において丸一日

間を費やして以下の内容による業務説明会を開催し、合計 65 名の参加があった。 

説明内容： 航空管制業務説明及び航空保安大学校紹介 （60 分） 

      学校施設見学及び教育・訓練概要説明  （60 分） 

      受験質疑応答（研修生との懇談を含む）  （30 分） 

～今年度活動実績～ 

平成 28 年 3 月 12 日（土）航空保安大学校 参加人数 65 名 

9-3 マスコミ取材・誘致状況 

 平成 27 年度は、合計 8 件という異例の多さで当校を多くのマスコミに取り上げて

もらうことに成功した。その中でも朝日放送のニュース番組『キャスト』では、「空

の安全を守る！航空保安大学校密着」をテーマで航空管制官の卵である管制科研修生

の女性研修生 1 名にターゲットを絞り密着取材により、養成の様子や当校の概要さら

に管制官のみならず航空管制技術官等の他職種までの紹介を夕方 18 時台という視聴

率の高い時間帯の放送にも関わらず約 15 分間の特集という形で放送されることとな

った。 

 また、オープンキャンパスにおいても TV ニュース放送（2 件）、大手新聞での記

事掲載（4 件）［内訳：実施案内記事（3 件）・実施後記事（1 件）］という多くの報
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道を獲得でき、秋のオープンキャンパスにおける過去最高の来校者数を生む大きな要

因となった。 

 ［報道実績］ 

報道日 媒体 報道機関 報道内容 

H27．7．23 ラジオ ラジオ関西 
管制科研修生へのインタビューを通しての訓練への

取り組みや研修生個人の将来への考え等の紹介 

H27．7．23 新聞 毎日新聞 オープンキャンパスの開催予定及び開催予定内容 

H27．7．26 テレビ 朝日放送 実施したオープンキャンパスの内容紹介 

H27．7．27 テレビ 毎日放送 実施したオープンキャンパスの内容紹介 

H27．11．2 新聞 読売新聞 オープンキャンパスの開催予定及び開催予定内容 

H27．11．3 新聞 産経新聞 オープンキャンパスの開催予定及び開催予定内容 

H27．12．2 新聞 読売新聞 実施したオープンキャンパスの内容紹介 

H27．12．21 テレビ 朝日放送 
管制科研修生に密着しての当校の概要や施設及び当

校での研修内容や研修生活等々についての紹介 

  

9-4 ホームページ管理 

 航空保安大学校においては、受験生拡大を目的としてホームページを運用しており、

ホームページでの情報発信強化と魅力向上のために、昨年より多い 80 回の更新を実

施した。 

 また、ホームページ管理委員会を組織して、月に 1 回の周期で委員会を開催してお

り、その中で出た意見等を反映して多くの改修を実施している。 

 ［主な改修内容］ 

・ 英語版の大幅なリニューアル 

・ 魅力向上のためのトップページ改修（写真更新、採用・イベント情報の配置等） 

・ 最新情報を明確にするため、新着情報、トピックス、アーカイブページを整備 

・ 情報検索の利便性向上のため、サイト内検索エンジンを設置 

・ アクセスマップの動的検索を可能にするため、国土地理院の電子 web を利用 

・ ウェブページ閲覧時の利便性を向上させるため、階層表示を設置 
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10 組織体制と学校業務 

10-1 航空保安大学校の組織 

 航空保安大学校の組織図を以下に示す。 
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10-2 予算 

 空港等維持運営費は通常の学校運営に係る経費を執行しており、平成 27 年度まで

5 年間の予算額推移は次グラフのとおりであった。 

 

  

 また、航空路整備事業費は移転整備（ＰＦＩ）に係る経費の国庫債務歳出、並びに

教育・訓練装置更新整備に係る経費を執行しており、平成 27 年度まで 5 年間の予算

額推移は次グラフのとおりであった。 

  

  

123,720 123,720 123,720 127,255 127,255 

273,092 281,364 285,127 294,100 311,004 
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空港等維持運営費 
その他 
PFI事業施設等維持管理・運営費 

※本表は、本校の広報費、土地建物借料、本科経費及び専修科経費の予算額である。 
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航空路整備事業費 教育・訓練装置更新整備 

移転整備(PFI)[H17-34] 

※移転整備（ＰＦＩ）はＨ１７年度～３４年度の国庫債務である 

1,751,659 
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 上記予算の執行においては、物品調達の集中化や、経費節減の注意喚起を積極的に

行うなどし、また契約における競争性の確保や発注者綱紀保持にも十分に注意をはら

って、適正かつ効率的な執行に取り組んでいる。 

 また当校の敷地は大阪府有地を 20 年間事業用定期借地とし、PFI手法（航空局契

約）による移転整備等事業は、特別目的会社（SPC）による維持管理・運営業務を平

成 20 年 4 月から開始し、平成 27 年度は 8 年度目を実施した。 

 （敷地の概要） 

 平成 18 年 10 月 1 日～ 20 年間長期事業借地権  面積 19,999.99 ㎡ 

 平成 27 年度借料 45,304,932 円（＠2,265 円/㎡）  ※3 年毎に貸付料改定 

 （PFI 事業の概要） 

 事業名 航空保安大学校本校移転整備等事業 

 事業場所 大阪府泉佐野市りんくう往来南 3 番地 11 

 事業概要 PFI手法（BTO 方式）により、特別目的会社（SPC）を設立し、

航空保安大学校本校等の設計、監理、建設、維持管理・運営業

務を行う。 

 契約締結 平成 18 年 3 月 24 日（落札者決定：平成 18 年 2 月 28 日） 

（平成 20 年 4 月に変更契約   + 431,820,276 円） 

（平成 21 年 3 月に変更契約   -  76,863,417 円） 

（平成 23 年 4 月に変更契約   -  87,572,109 円） 

（平成 25 年 4 月に変更契約   - 415,762,550 円） 

（平成 26 年 4 月に変更契約   +  31,813,668 円） 

※平成 27 年度は、変更契約なし 

 事業期間 平成 18 年 3 月 24 日～平成 35 年 3 月 31 日 

 相手方（SPC） りんくうカレッジサービス株式会社（RCS） 

 現契約額 13,362,337,866 円（消費税等を含む） 

 航空路整備事業費 11,452,833,798 円（建築物、訓練機器等整備） 

 空港等維持運営費 1,909,504,068 円（維持管理・運営業務） 

 支払 国庫債務負担行為の歳出化額による分割払（平成 20～34 年度） 

10-3 施設現況 

10-3-1 訓練施設 

 本校に設置されている訓練施設は、次表のとおりである。 

 航空保安大学校訓練施設 

1 訓練用飛行場管制システム 1) 第一飛行場管制実習装置 

2) 第二飛行場管制実習装置  

2 飛行場管制模擬映像表示装置 3) 飛行場管制模擬映像表示装置 

（第一、第二） 
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3 訓練用ターミナル管制システム 4) レーダー管制実習装置 

5) 進入管制実習装置 

4 訓練用航空路管制システム 6) 航空路管制実習装置 

5 基幹空域シミュレーションシステム 7) 基幹空域シミュレーションシステム 

6 基幹音声回線シミュレーションシス

テム 

8) 基幹音声回線シミュレーションシス

テム 

7 訓練用国際管制通信装置 9) 国際管制通信卓 

8 訓練用運航情報システム 10) 運航情報サーバー 

(ア) 運航情報業務処理装置 

(イ) 飛行場情報業務処理装置 

(ウ) 国際・広域対空業務処理装置 

9 訓練用航法援助システム 11) D-VOR実習装置 

12) TACAN実習装置 

13) ILS実習装置 

10 訓練用ASR/SSRシステム 14) ASR装置 

15) SSR装置 

11 訓練用通信システム 16) 通信制御装置 

17) 無線電話制御装置 

18) 無線電話送受信装置 

12 訓練用灯火・電気システム 19) 航空灯火実習装置 

20) 航空灯火・電力監視制御実習装置 

21) 飛行場模型 

22) 航空保安業務用受配電盤実習装置 

23) 引込盤・受電盤・配電盤・変圧器盤 

13 校務情報システム（IT教育システム） 24) 教育・学習支援システム 

① CALLシステム 

② CBTシステム 

③ 映像蓄積・配信システム 

④ コンピューター教室システム 

⑤ 講義室内システム 

⑥ 電子情報ボード 

⑦ ネットワークシステム 
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10-3-2 建物 

 航空保安大学校の施設概要を以下の表及び図に示す。 

 航空保安大学校訓練施設概要 

建物名称  構   造 
容積対象部分 

（㎡） 

自動車車庫等 

（㎡） 

 申請部分 

 （㎡） 

校 舎 

鉄筋コンクリート造 1階 

 2階 

 3階 

3,890.43 

3,767.08 

3,627.80 

 17.36 

  

  

 3,907.79 

 3,767.08 

 3,627.80 

 校舎小計 11,285.31  17.36  11,302.67 

学生寮 

鉄筋コンクリート造 1階 

 2階 

 3階 

 4階～13階 

 14階 

806.27 

469.55 

582.15 

5,821.54 

368.43 

 41.21 

  

  

  

  

 847.48 

 469.55 

 582.15 

 5821.54 

 368.43 

 学生寮小計 8,047.94  41.21  8,089.15 

体育館 

鉄筋コンクリート造 1階 

 2階 

1,261.84 

70.04 

  

  

 1,261.84 

 70.04 

 体育館小計 1,331,88    1,331,88 

駐輪場     299.42  299.42 

合 計   20,665.13  357.99  21,023.12 
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 第２部 

 航空保安大学校 岩沼研修センター 
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1 研修課程 

1-1 概要 

 岩沼研修センターにおける研修課程は、管制科、システム科、運用科、無線科及び

特別研修室において、各職種の試験規則（訓令）に基づく技能証明取得の要件となる

「専門研修」、高度な専門的技術及び管理能力の取得・育成等を目的とする「特別研

修」並びに「基礎研修」を行っている。 

 平成 27 年度における研修実績は、一部の研修コースで現地官署の要員事情等から

研修参加者がおらず中止となったものもあるが、コース数及び受講研修生数ともに前

年度より増加している。専門研修 12 課程 32 コース、特別研修 27 課程 49 コース、

基礎研修 2 課程 2 コースを開催し、725 名の航空保安職員と 8 名の聴講生が研修を受

講した。 

 平成 27 年度における研修の当初計画及び実施実績は、次表のとおりである。 

 科 名  研修の種類・課程（当初計画）  研修の種類・課程（実績） 

 管 制 科 
 専門研修  2 課程  9 コース  専門研修  2 課程  8 コース 

 特別研修  4 課程  14 コース  特別研修  4 課程  14 コース 

 システム科 

 専門研修  3 課程  6 コース  専門研修  3 課程  6 コース 

 特別研修  13 課程  17 コース  特別研修  12 課程  15 コース 

 基礎研修  1 課程  2 コース  基礎研修  1 課程  1 コース 

 運 用 科 

 専門研修  2 課程  4 コース  専門研修  2 課程  4 コース 

 特別研修  4 課程  8 コース  特別研修  4 課程  8 コース 

 基礎研修  1 課程  1 コース  基礎研修  1 課程  1 コース 

 無 線 科 
 専門研修  5 課程  14 コース  専門研修  5 課程  14 コース 

 特別研修  5 課程  8 コース  特別研修  5 課程  8 コース 

 特別研修室  特別研修  2 課程  4 コース  特別研修  2 課程  4 コース 

 これらの他、航空局安全部空港安全・保安対策課にて企画され、航空保安大学校（以

下、「本校」という。）で行われていた「航空保安業務航空保安防災職員特別研修（Ⅰ）」

を平成 27 年度より岩沼研修センターにて行うことになり、1 課程 2 コース 21 名（聴

講生 4 名含）の研修生を受け入れた。 

 平成 12 年度から平成 27 年度までの研修受講者数の推移は次図のとおりであり、

昭和 49 年度に岩沼研修センター（当時は岩沼分校）設置以降、平成 27 年度までの研

修受講者延べ人数は 23,458 人（うち聴講生 206 人）となっている。 
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 年度ごとに実施した研修コース数の推移は次図のとおりであり、東日本大震災直後

には大幅に研修コース数が減少したものの、校舎及び施設・設備の復旧後は震災被害

前の研修コース数を上回っている。 

  

1-2 平成 27 年度研修実績 

 平成 27 年度は以下のとおり 83 コース、延べ 733 名（聴講生 8 名を含む）の研修

を実施した。 

 研     修      名  期      間  人数 
 備 考 

 (聴講生内数) 

 第 21 回  中級航空管制官特別  4.15  ～  4.23  6    

 第 15 回  運航情報Ⅰ特別  4.20  ～  4.28  6    

 第 13 回  航空路システム基礎特別  4.20  ～  4.28  6    

 第 37 回  RDP 専門  5.11  ～  6.5  6    

 第 15 回  運航情報Ⅱ特別  5.11  ～  5.19  8    

 第 7 回  航空管制運航情報職員基礎（中期）  5.11  ～  7.17  5    

 第 140 回  航空路レーダー管制専門  5.12  ～  6.10  2    

 第 135 回  ターミナルレーダー管制専門  5.12  ～  6.10  5    

 第 5 回  システム担当者基礎（Ⅰ）特別  5.13  ～  5.29  0    

 第 23 回  航空衛星基礎  5.13  ～  6.5  2    

 第 54 回  レーダー専門  5.14  ～  7.8  9    

 第 51 回  VOR/TAC 専門  5.14  ～  6.16  11  聴講 1 
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 研     修      名  期      間  人数 
 備 考 

 (聴講生内数) 

 第 12 回  システム統制官課程特別  5.28  ～  6.5  12    

 第 5 回  システム担当者基礎（Ⅱ）特別  6.1  ～  6.10  10    

 第 20 回  運航監督特別  6.8  ～  6.19  10    

 第 10 回  航空衛星運用専門  6.8  ～  7.3  2    

 第 9 回  IECS（Ⅰ）専門  6.9  ～  7.6  3    

 第 39 回  ARTS 専門  6.11  ～  7.28  8    

 第 2 回  航空保安業務安全管理担当者特別  6.15  ～  6.19  16    

 第 141 回  航空路レーダー管制専門  6.17  ～  7.16  0    

 第 136 回  ターミナルレーダー管制専門  6.17  ～  7.16  2    

 第 1 回  訓練教官特別  6.17  ～  6.24  16    

 第 57 回  ILS 専門  6.17  ～  7.16  11  聴講 1 

 第 6 回  IECS（Ⅱ）専門  7.7  ～  8.4  3    

 第 6 回  初級航空管制官特別  7.9  ～  7.17  14    

 第 15 回  訓練教官特別  7.9  ～  7.17  12    

 第 16 回  運航情報Ⅱ特別  7.22  ～  7.30  8    

 第 7 回  インストラクター課程特別  7.23  ～  7.30  10    

 第 5 回  システム上級（NWDB）特別  7.31  ～  8.7  4    

 第 1 回  上級航空管制官特別  8.3  ～  8.7  4    

 第 52 回  VOR/TAC 専門  8.18  ～  9.18  13    

 第 9 回  空港管制卓特別  8.18  ～  9.17  6    

 第 6 回  システム担当者基礎（Ⅰ）特別  8.19  ～  9.4  0    

 第 137 回  ターミナルレーダー管制専門  8.20  ～  9.18  1    

 第 22 回  中級航空管制官特別  8.20  ～  8.28  16    

 第 5 回  システム上級（PM）特別  8.19  ～  8.28  12    

 第 16 回  運航情報Ⅰ特別  8.27  ～  9.4  9    

 第 5 回  システム上級（BA）特別  8.31  ～  9.8  12    

 第 6 回  システム担当者基礎（Ⅱ）特別  9.7  ～  9.16  10    

 第 21 回  運航監督特別  9.7  ～  9.18  9    

 第 7 回  初級航空管制官特別  9.10  ～  9.18  15    

 第 10 回  IECS（Ⅰ）専門  9.25  ～  10.23  3    

 第 2 回  訓練教官特別  9.30  ～  10.7  15    

 第 5 回  システム上級（ITIL）特別  10.1  ～  10.9  5    

 第 25 回  飛行場情報専門  10.5  ～  11.10  12    

 第 12 回  管理課程特別  10.5  ～  10.9  12    

 第 55 回  レーダー専門  10.6  ～  12.3  11    

 第 142 回  航空路レーダー管制専門  10.14  ～  11.13  10    
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 研     修      名  期      間  人数 
 備 考 

 (聴講生内数) 

 第 8 回  初級航空管制官特別  10.14  ～  10.22  14    

 第 3 回  航空保安業務安全管理担当者特別  10.19  ～  10.23  17    

 第 9 回  航法システム特別  10.20  ～  10.29  7    

 第 3 回  高カテゴリーILS 特別  10.21  ～  10.29  13  聴講 2 

 第 14 回  航空路システム基礎特別  10.28  ～  11.5  7    

 第 4 回  ARTSＳソフト（Ⅰ）特別  10.28  ～  11.18  8    

 第 138 回  ターミナルレーダー管制専門  11.4  ～  12.4  6    

 第 38 回  RDP 専門  11.6  ～  12.4  7    

 第 58 回  ILS 専門  11.6  ～  12.8  13  聴講 2 

 第 10 回  空港管制卓特別  11.6  ～  12.9  7    

 第 65 回  総合特別  11.9  ～  11.20  11    

 第 26 回  飛行場情報専門  11.12  ～  12.17  12    

 第 143 回  航空路レーダー管制専門  11.17  ～  12.17  3    

 第 4 回  ARTS ソフト（Ⅱ）特別  11.19  ～  12.9  4    

 第 24 回  航空衛星基礎  11.19  ～  12.15  0    

 第 16 回  訓練教官特別  11.25  ～  12.3  7    

 第 9 回  初級航空管制官特別  11.26  ～  12.4  14    

 第 3 回  訓練教官特別  12.10  ～  12.17  16    

 第 2 回  ARTS ソフト（Ⅲ）特別  12.10  ～  12.16  2   

 第 13 回  管理課程特別  12.14  ～  12.18  12    

 第 27 回  対空援助専門  1.6  ～  2.10  9    

 第 23 回  中級航空管制官特別  1.13  ～  1.21  14    

 第 13 回  システム統制官課程特別  1.13  ～  1.21  12    

 第 11 回  航空衛星運用専門  1.14  ～  2.10  3    

 第 53 回  VOR/TAC 専門  1.14  ～  2.17  10  聴講 1 

 第 11 回  IECS（Ⅰ）専門  1.14  ～  2.10  5    

 第 2 回  RDP ソフト（Ⅰ）特別  1.18  ～  2.5  4    

 第 40 回  ARTS 専門  1.19  ～  3.4  10    

 第 56 回  レーダー専門  1.22  ～  3.18  10    

 第 139 回  ターミナルレーダー管制専門  1.27  ～  2.26  5    

 第 10 回  初級航空管制官特別  1.27  ～  2.4  16    

 第 4 回  航空保安業務安全管理担当者特別  2.1  ～  2.5  14    

 第 2 回  RDP ソフト（Ⅱ）特別  2.8  ～  2.23  2    

 第 7 回  IECS（Ⅱ）専門  2.12  ～  3.10  5    

 第 28 回  対空援助専門  2.15  ～  3.18  9    

 第 10 回  航法システム特別  2.16  ～  2.25  9    
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 研     修      名  期      間  人数 
 備 考 

 (聴講生内数) 

 第 59 回  ILS 専門  2.18  ～  3.18  10  聴講 1 

 第 2 回  上級航空管制官特別  2.22  ～  2.26  7    

 第 24 回  中級航空管制官特別  3.9  ～  3.17  17    

1-3 カリキュラムの構成 

 航空保安大学校規則（訓令）第４条に基づき定められた各研修課程のカリキュラム

の構成(時間)は次表のとおりである。 

1-3-1 管制科 

 研 修 課 程  学科  実技  全体 

 航空路レーダー管制専門研修   16.0   108.5  124.5 

 ターミナルレーダー管制専門研修   15.0   109.5   124.5 

 上級航空管制官特別研修  22.5  0  22.5 

 中級航空管制官特別研修       24.0   10.5   34.5  

 訓練教官特別研修  19.5  9.0  28.5 

 初級航空管制官特別研修       22.5   12.0   34.5  

  

  

 【 ターミナルレーダー管制専門研修 】   【 初級航空管制官特別研修 】 

1-3-2 システム科 

 研 修 課 程  学科  実技  全体 

 航空路システム基礎特別研修  16.5   18.0   34.5  

 RDP ソフト（Ⅰ）特別研修  34.5  48.0  82.5 

 RDP ソフト（Ⅱ）特別研修  22.5  36.0  58.5 

 RDP 専門研修    112.5   112.5  

 ARTS ソフト（Ⅰ）特別研修  15.0  67.5   82.5  
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 研 修 課 程  学科  実技  全体 

 ARTS ソフト（Ⅱ）特別研修  30.0  46.5  76.5 

 ARTS ソフト（Ⅲ）特別研修    24.0  24.0 

 ARTS 専門研修  6.0   184.5   190.5 

 システム担当者基礎(Ⅰ)特別研修  19.5  55.5  75.0 

 システム担当者基礎(Ⅱ)特別研修  40.5      40.5  

 システム上級 

 （プロジェクトマネジメント）特別研修 
 40.5      40.5 

 システム上級 

 （ビジネスアナリシス）特別研修 
 34.5      34.5 

 システム上級 

 （IT サービスマネジメント）特別研修 
 34.5    34.5 

 システム上級 

 （ネットワーク/データベース）特別研修 
 28.5    28.5 

 航空衛星基礎研修  100.5      100.5  

 航空衛星運用専門研修  75.0  28.5  103.5 

 航法システム特別研修  40.5    40.5 

 

 【 航空衛星運用専門研修 】校外研修 

 常陸太田航空衛星センター 

1-3-3 運用科 

 研 修 課 程  学科  実技  全体 

 飛行場情報専門研修  88.5  54.0  142.5  

 対空援助専門研修  66.0  76.5  142.5 

 訓練教官特別研修  25.5   9.0   34.5  

 運航監督特別研修  46.5   6.0   52.5  

 運航情報Ⅰ特別研修   25.5   9.0   34.5  

 運航情報Ⅱ特別研修   22.5   12.0   34.5  
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 研 修 課 程  学科  実技  全体 

 航空管制運航情報職員基礎研修

（中期） 
 187.5  105.0  292.5 

  

 【 航空管制運航情報職員基礎研修（中期） 】 

1-3-4 無線科 

研 修 課 程 学科 実技 全体 

レーダー専門研修 
 

232.5 232.5 

VORTAC 専門研修 
 

136.5 136.5 

ILS 専門研修 
 

124.5 124.5  

高カテゴリーILS 特別研修 
 

34.5 34.5 

IECS（Ⅰ）専門研修 
 

112.5 112.5  

IECS（Ⅱ）専門研修 
 

112.5 112.5 

空港管制卓特別研修 58.5 72.0 130.5 

システム統制官課程特別研修     31.5  3.0  34.5  

インストラクター課程特別研修    19.5  9.0  28.5  

管理課程特別研修          19.5 3.0  22.5  

  

     【 ILS 専門研修 】               【 レーダー専門研修 】 
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1-3-5 特別研修室 

 研 修 課 程  学科  実技  全体 

 航空保安業務安全管理担当者特別研修      15.0  6.0  21.0 

 総合特別研修     51.0    51.0 

 【 航空保安業務安全管理担当者特別研修 】 

1-4 教授要目・細目の制定及び改正 

1-4-1 管制科研修課程 

① 研修内容見直しに伴い制定・改正した研修課程 

・ 上級航空管制官特別研修    要目・細目 制定 

・ 訓練教官特別研修 細目  改正 

② 制定・改正の背景と内容 

上級航空管制官特別研修及び訓練教官特別研修については、本校と岩沼研修

センターの役割見直しによって平成 27 年度から開催場所を岩沼研修センター

に変更したことに伴い、要目及び細目を新たに制定した。 

1-4-2 システム科研修課程 

① 研修内容見直しに伴い改正した研修課程 

・ 航空路システム基礎特別研修 細目  改正 

・ ARTS 専門研修 細目  改正 

・ システム担当者基礎（Ⅱ）特別研修 細目  改正 

・ システム上級（IT サービスマネジメント）特別研修 細目  改正 

・ システム上級（プロジェクトマネジメント）特別研修 細目  改正 

・ システム上級（ビジネスアナリシス）特別研修 細目  改正 

・ 航空衛星運用専門研修 細目  改正 

・ 航法システム特別研修 細目  改正 

  

② 改正の背景と内容 

航空路システム基礎特別研修は、FDMS から統合管制情報処理システム（以

下、「統合システム」という。）への移行を考慮し、科目を見直した。 
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システム担当者基礎（Ⅱ）特別研修は、統合システムの概要を追加した。 

ARTS 専門研修及び航空衛星運用専門研修は、研修内容を精査し、科目の詳

細を改正した。 

システム上級（IT サービスマネジメント）特別研修は、研修内容を充実させ

て時間数を増やした。 

システム上級（プロジェクトマネジメント）特別研修、システム上級（ビジ

ネスアナリシス）特別研修及び航法システム特別研修は、教科書を見直した。 

1-4-3 運用科研修課程 

① 研修内容見直しに伴い改正した研修課程 

・ 飛行場情報専門 細目   改正 

・ 対空援助専門研修 細目 改正 

・ 訓練教官特別研修 細目 改正 

・ 運航監督特別研修 細目 改正 

・ 運航情報Ⅱ特別研修 細目 改正 

② 改正の背景と内容 

飛行場情報専門研修は、教授内容を精査し、学科時間数の見直しを行った。 

対空援助専門研修は、各科目毎の研修内容を精査し、使用教材の追加及び科

目内での時間配分の変更を行った。 

訓練教官特別研修及び運航情報Ⅱ特別研修は、研修内容を精査し、一部学科

科目で授業項目の見直しを行った。 

運航監督特別研修は、「航空運送事業及び航空機使用事業の許可及び事業計

画変更の認可審査要領（安全関係）」等の安全規制通達改正に伴い、授業項目

の見直し及び部内講師による講義の追加を行った。 

1-4-4 無線科研修課程 

 該当なし 

1-4-5 特別研修室研修課程 

① 研修内容見直しに伴い改正した研修課程 

航空保安業務安全管理担当者特別研修 要目・細目 改正 

総合特別研修 要目・細目 改正 

② 改正の背景と内容 

航空保安業務安全管理担当者特別研修は、平成 26 年度に行った研修内容を反

映し、安全管理担当者の責務や SMS 活動に必要な知識などについて授業項目の

追加見直しを行った。 

総合特別研修については、国家予算に関する知識、契約制度等、中堅幹部職

員に必要と考えられる会計業務全般の知識を習得するための内容に拡充を図っ

た。 
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1-5 研修課程の新設・廃止 

1-5-1 管制科 

① 上級航空管制官特別研修 新設 

② 訓練教官特別研修 新設 

これら研修の実施官署が、本校から岩沼研修センターへ変更となったことに伴い

研修課程を新設した。 

1-5-2 システム科 

① FDMS 専門研修                   廃止 

② FDMS 管制情報処理（Ⅰ）特別研修       廃止 

③ FDMS 管制情報処理（Ⅱ）特別研修        廃止 

④ FDMS 運航情報処理特別研修   廃止 

1-5-3 運用科 

① 航空管制運航情報職員基礎研修（中期） 新設（再開） 

本研修は選考採用（資格採用）者を対象とする研修で、採用の翌年度に行わ

れている。また、本校にて選考採用に伴う 4 ヶ月間の航空管制運航情報職員基

礎研修（前期）が行われる場合には、本校の教官配置の関係等から本研修を岩

沼研修センターで実施している。 

平成 25 年度は選考採用が行われなかったことから本研修を本校にて実施し、

平成 26 年度は本研修の対象者がいないことから実施されなかった。 

平成 27 年度は、平成 26 年度に選考採用が再開されたことに伴い、本研修を

再び岩沼研修センターで実施することとなった。 

1-5-4 無線科 

 該当なし 

1-5-5 特別研修室 

 該当なし 

1-6 英語教育 

 運用科では、航空管制運航情報業務に必要な業務用英語の習得を目的として以下の

表に示す研修において外国人講師による英語教育を行い、発音の矯正や英会話能力の

向上を図っている。 

 各研修課程における英語教育の実施時間数は、次のとおりである。 

  

  

研修課程 時間数 

対空援助専門研修 21.0 

運航監督特別研修 6.0 
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2 教官研究活動 

 岩沼研修センターでは、航空保安業務についてより高度な幅広い知識と専門技術・

技能を習得することを目標として、当該業務に従事する航空保安職員に対して専門的

な研修を実施している。 

 教官研究活動としては、平成 27 度以降、現行の管制情報処理システム（ARTS/ 

TRAD・RDP 等）の更新時期に合わせて統合システム（FACE/ICAP・TAPS・TEPS

等）の整備が段階的に進められることから、統合システム研修準備 WG 開催の最終年

度として、検討結果の整理を行った。その他、新しい技術やコンセプトに関する資料

を収集・分析し、また、必要な研修・講習を受けることで、教授内容の充実や教授技

術の向上を図った。 

 平成 27 年度の主な活動は、次のとおりである。 

2-1 教官の養成 

2-1-1 初任教官研修 

 本校及び岩沼研修センターでは、新たに教官となった職員を対象に教授法、教育心

理学等の教育学修得を目的として初任教官研修を開催しており、平成 27 年度は 2 回

目を岩沼研修センターにて開催した。 

① 平成 27 年度第 1 回初任教官研修 

日程  平成 27 年 4 月 15 日 ～  4 月 23 日 

実施場所 本校 

受講者  18 名（うち、岩沼研修センターより教官 8 名参加） 

② 平成 27 年度第 2 回初任教官研修 

日程 平成 27 年 10 月 20 日 ～ 10 月 28 日 

実施場所 岩沼研修センター 

受講者 7 名（うち、岩沼研修センターより教官 5 名参加） 

大学教授等を講師として教育論を体系的に講義してもらい、いずれの講義も

初任教官にたいへん好評であった。 

 

また、これまで初任教官研修が本校で行われたこともあり、岩沼研修センタ

ーでは、ICAO が主体として行っている TRAINNAIR-PLUS プログラムでの標

準訓練パッケージ（STP）に関する知識の習得と研修教材のコンピテンシー・

ベースド、トレーニング（CBT）化導入に向けての具体的な手法等に関する知
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識を広く浸透させる目的で、これらについての研修を受けたことのない教官を

対象とした CBT 研修を独自に行っている。 

平成 27 年度は第 2 回初任教官研修を岩沼研修センターで行うこととなり、

その研修内容には CBT 研修の内容も含まれることから、CBT 研修を受けたこと

のない教官に第 2 回初任教官研修の一部（CBT 研修）に参加してもらった。CBT

研修の日程及び岩沼研修センター教官の受講者数は以下のとおりである。 

日程 平成 27 年 10 月 27 日 ～ 10 月 28 日 

受講者 6 名 

2-1-2 システム上級特別研修担当教官の養成 

 システム上級特別研修（3 コース）は、システムの企画・開発・プロジェクト管理

に必要な極めて高度な知識を習得させるものであり、PM（プロジェクトマネジメント）

及び ITIL（IT サービスマネジメント）については、トレーナーとして認定された内部

教官が講義を実施した。なお、トレーナーとして認定されるには、既にトレーナーと

して認定された教官が実施する講義を受講し、内部試験に合格する必要がある。 

 BA（ビジネスアナリシス）コースについては、企業等において実際のプロジェクト

等に携わった経験者（部外講師）による講義とした。 

2-2 調査等の実施 

2-2-1 統合システム研修準備 WG の開催 

 統合システムは、平成 27 年度より現行システム（ARTS／TRAD・RDP・ODP・

FDMS・FIHS・IECS）の更新時期に合わせ、段階的に整備が進められている。 

 「統合システム研修準備 WG」は、平成 23 年 9 月 30 日に立ち上げられ、統合シ

ステムの研修体制構築について継続的に検討を行っている。平成 27 年度は WG の最

終年度として、平成 28 年度から始まる統合システム関連研修の具体的な作業開始に

向けて４回の会議を開催し、今までの成果を整理した。これらは、実際に授業を担当

する各教官に確実に引き継がれて、研修資料作成のための基礎的な資料となった。 

2-2-2 教材資料収集・調査 

① 航空保安業務安全管理活動状況に係る調査 

実施場所 札幌航空交通管制部、函館空港事務所 

実施日 平成 28 年 3 月 28 日～ 3 月 29 日 

実施人数 2 名 

概要 各官署の ATS-SMS 実施体制、実施状況等の調査を行った。 

2-3 講習会等の参加 

 教官としての知識の習得・向上、安全に関する情報収集、効率的な研修の実施等を

目的として、平成 27 年度は以下の講習会・セミナー等に参加した。 
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講習会・セミナー名称 実 施 機 関 日  程 

プロジェクトマネジメントの新潮流セミナ

ー 

仙台ソフトウェアセンタ

ー 
H27.4.21 

プロジェクトマネジメント 知識速習編 
NEC マネジメントパー

トナー（株） 
H27.6.25～6.26 

1 日でわかる！VPN 入門 
グローバルナレッジネッ

トワーク（株） 
H27.7.6 

上流設計者のための業務プロセス設計 
NEC マネジメントパー

トナー（株） 
H27.7.15～7.17 

プレゼンテーション実践トレーニング 産業能率大学 H27.7.23～7.24 

信頼を高める リーダーの「作法」 産業能率大学 H27.7.28 

ファシリテーションスキル実践コース 産業能率大学 H27.7.28～ 7.29 

Linux セキュリティ 
NEC マネジメントパー

トナー（株） 
H27.9.14～9.16 

「内部監査」のヒアリング術・習得セミナー 日本能率協会 H27.9.15 

ロジカルライティングセミナー 産業能率大学 H27.10.6～10.7 

システム開発入門 
NEC マネジメントパー

トナー（株） 
H27.10.14 

アプリケーション開発の基礎 
NEC マネジメントパー

トナー（株） 

H27.10.15～

10.16 

KVS（Key Value Store)入門 
富士通ラーニングメディ

ア 
H27.10.16 

実用構成で学ぶ！ルータ/スイッチ基礎 
グローバルナレッジネッ

トワーク（株） 

H27.10.19～

10.21 

データリンク講習会(中級編) 
データリンクフォーラム

東京 
H27.10.28 

七つの習慣 
富士通ラーニングメディ

ア 
H27.11.9～11.11 

セキュリティの脅威とリスク、その備えとは 
仙台ソフトウェアセンタ

ー 
H27.11.10 

ロジカルライティング 
NEC マネジメントパー

トナー（株） 

H27.11.24～

11.25 

Java プログラミング基礎１ 
NEC マネジメントパー

トナー（株） 

H27.11.24～

11.26 

ビジネスシーンにおける論理的思考力向上

研修 

富士通ラーニングメディ

ア 
H27.11.30～12.1 
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講習会・セミナー名称 実 施 機 関 日  程 

実践！エンタープライズネットワーク構築 
グローバルナレッジネッ

トワーク（株） 
H27.12.2～12.4 

電気・電子部品の壊れ方セミナー 日本能率協会 H27.12.8～12.9 

リーダーコミュニケーション研修 (株)インソース H27.12.11 

管理者・リーダー養成研修 

（組織マネジメント編） 

仙台ソフトウェアセンタ

ー 
H27.12.14 

プレゼンテーション基本 産業能率大学 
H27.12.15～ 

12.16 

CQ エレクトロニクス・セミナー 

（実習・論理回路の設計から FPGA の動作ま

で） 

CQ 出版社 
H27.12.17～

12.18 

コーチング研修 (株)インソース H27.12.18 

管理者・リーダーのためのコミュニケーショ

ンスキル向上研修 

仙台ソフトウェアセンタ

ー 
H28.1.20 

1 日でわかる！ OJT の基本 産業能率大学 H28.1.22 

心理学に基づく 部下育成トレーニング 産業能率大学 H28.1.25～ 1.26 

信頼されるSEに求められる問題解決スキル 
富士通ラーニングメディ

ア 
H28.1.28～1.29 

TCP/IP プロトコル詳解 
グローバルナレッジネッ

トワーク（株） 
H28.2.3～2.5 

仕事 Enjoy！ポジティブアプローチのレシ

ピ 
産業能率大学 H28.2.5 

デザイン思考 
富士通ラーニングメディ

ア 
H28.2.8 

デスクトップ GIS コース  

      Arc GIS for Desktop Ⅰ 
ESRI ジャパン（株） H28.2.15～2.16 

ロジカルシンキング・トレーニング 産業能率大学 H28.2.17～2.18 

ヒューマンエラー対策研修（基礎） 
ANA ビジネスソリュー

ション（株） 
H28.2.24～2.25 

第 8 回 ISO マネジメントシステム活用事例

大会 
日本能率協会 H28.2.25 

アサーティブトレーニング応用講座 アサーティブジャパン H28.3.5～3.6 

企画力強化トレーニング 産業能率大学 H28.3.10～3.11 
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講習会・セミナー名称 実 施 機 関 日  程 

システム障害対策と対応 

～障害管理の勘所～ 

富士通ラーニングメディ

ア 
H28.3.10～3.11 

プロジェクトマネジメント 

～スコープマネジメント実践編～ 

NEC マネジメントパー

トナー（株） 
H28.3.10～3.11 

UNIX/Linux 基礎 2  

～sed/awk/シェルスクリプト～ 

NEC マネジメントパー

トナー（株） 
H28.3.10～3.11 

人を動かす 職場の話し方実践 産業能率大学 H28.3.14～3.15 

デーサイエンスの基礎 

～データ収集、分析、評価～ 

富士通ラーニングメディ

ア 
H28.3.14～3.15 

3 平成 27 年度目標と結果 

3-1 方針 

 岩沼研修センターは、本校の学校方針及び交通管制部門業務運営の基本方針に基づ

き、日本の航空管制の信頼性及びサービス品質を世界のトップレベルとするために、

航空保安業務に従事している職員に対して専門的・高度な知識及び技能を確実に習得

させ、安全意識に徹したプロフェッショナルな研修を実施する。 

3-2 重点目標と達成状況 

 岩沼研修センターの平成 27 年度目標の重点目標とその達成状況は、次のとおりで

ある。 

 《重点目標》 

 【教育・訓練手法の改善】 

① 教官の CBT 講習会受講率 

目 標 値：  90％   

背  景：研修教材の CBT(Competency Based Training)化を導入するにあ

たり、各教官が訓練の目標設定、教材の改善等について共通認識のも

と準備するために教官の受講率維持・向上が必要である。 

測定方法：全教官のうち CBT に関する講習を受講している教官の割合（初任教

官研修、岩沼研修センターでの講習会等の受講者の率）、昨年度実績

から更に向上させる。 

達成状況：  91％  → 目標達成 

 【研修品質の向上】 

② 研修生の理解度 

目 標 値：  3.5   
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背  景：研修生が自己申告する理解度は、研修効果の測定だけでなく、維持・

向上を目指すことで、業務に対するモチベーションの向上、ひいては

中途退職の防止（欠員対策）にも繋がるものと考えられる。 

測定方法：全ての研修生（のべ）の「理解度」の平均値【研修生に実施するア

ンケートの「理解度」加重平均（最悪値 1 から最良値 5）】、平成 27

年度も目標値に達していない研修コースを含めた理解度の向上を目

指す。 

達成状況：  3.7  → 目標達成 

 【教官の技能向上】 

③ 初任教官研修受講率 

目 標 値：  100％   

背  景：教官の専門職に関する知識を効率よく研修生に移転するため、教官

としての技能向上を図る。 

測定方法：全教官のうち初任教官研修又は同等の研修を受講している教官の割

合（科長及び初任教官研修の実施月以降に着任した教官を除く）、平

成 27 年度も引き続き対象者全員の受講を目指す。 

達成状況：  100％  → 目標達成 

 【研修生の健康管理】 

④ 感染症に罹患した研修生の研修未了者数 

目 標 値：  0   

背  景：研修生が、インフルエンザ等の感染症を発症しており、集団生活で

ある研修生寮内での感染症の蔓延、罹患した場合には長期欠席による

研修未了といった事態を極力防止する必要があることから、この指標

を掲げて計画的に対策する。 

測定方法：感染症で欠席のため受講時間が不足し、研修未了となった研修生数。

現状が最高レベルであり、これの維持を目指す。 

達成状況：  0  → 目標達成 
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4 岩沼研修センター行事 

4-1 永年勤続職員表彰式 

 平成 27 年 7 月 16 日（木）に、30 年勤続 4 名、20 年勤続 4 名に対する表彰式典

を実施した。 

  

4-2 研修開講式・閉講式 

 平成 27 年度は、専門研修 32 コース、特別研修 49 コース、基礎研修 2 コースの

計 83 コースの研修を行い、VOR/TAC 専門研修、ILS 専門研修等、研修生が連続して

受講する研修を除き、55 回の開講式及び閉講式を実施した。 

  

 【 ターミナルレーダー管制専門研修開講式 】 

4-3 航空保安大学校採用試験及び広報活動 

 岩沼研修センターにおいて、平成 27 年 6 月 7 日（日）に「平成 27 年度 航空管

制官採用試験 第 1 次採用試験」を実施し、平成 27 年 9 月 27 日（日）には「平成

27 年度 航空保安大学校学生採用試験 第 1 次採用試験」を実施した。 

 また、平成 27 年度は、本校航空電子科だけでなく本校航空情報科からも学生採用

試験受験者数の拡大に向けた募集案内広報活動の実施依頼があったことから、岩沼研

修センターでは仙台空港事務所と共同で広報活動を行うこととし、訪問先の学校及び



  

 - 118 - 
  

予備校を割り振りを行った。岩沼研修センターは、4 月 30 日から 5 月 28 日の間、宮

城県のみならず岩手県、山形県及び福島県の高等学校 15 校と予備校 4 校を訪問し広

報活動を行った。 

 更に、平成 27 年度は、航空管制官採用試験についても受験者数の拡大に向けた募

集案内広報活動の実施依頼が航空局交通管制部管制課よりあったことから、仙台近郊

の複数の大学等と日程調整を行い、調整が取れた大学 1 校を 2 月 17 日（水）に訪問

し説明を行った。 

4-4 消火・避難訓練 

 平成 27 年 10 月 14 日（水）に、平成 27 年度の消火・避難訓練を実施した。 

 訓練では、最初に岩沼消防署員による防災関係講習会（DVD 視聴）を行った後、

消火訓練としてグランドにて訓練用水消火器を使用した消火訓練を行った。 

 あわせて、第 1 校舎 3 階にある避難器具（緩降機）の使用方法の確認と、全職員（業

務上必要な待機要員を除く）及び全研修生の総計 107 名による避難訓練を実施した。 

4-5 仙台空港航空機事故対処総合訓練 

 平成 27 年 11 月 5 日（木）に、仙台空港における航空機事故の発生に際し、空港

内外の関係機関による相互の緊密な連携のもと、消火救難・救急医療活動を適切かつ

迅速に実施し、人命被害等の軽減に努めることを目的として実施された。 

 岩沼研修センターは、「警務班」の役割として官用車で報道関係者の輸送を行うと

ともに負傷者の担架による搬送作業を支援した。 

   

4-6 交通安全講習会 

 岩沼研修センターでは、朝の通勤時間帯に路線バスが運行されていないことから、

通勤に自動車や自転車を利用する職員が多い。この様なことから、毎年、岩沼研修セ

ンターでは、交通法規の遵守と交通安全意識の向上を図る目的で交通安全講習会を開

催しており、平成 27 年度は 12 月 22 日（火）に岩沼警察署から講師を招いて開催し、

職員約 30 名が参加した。講習会では、交通安全 DVD 視聴の後、警察署が用意した専

用の装置を用いて、転倒時のドライバーの感覚、歩行者の動き、道路標識の見極め方

等を学ぶとともに、自動車運転の適性診断を受けた。 
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4-7 国土交通Ｄａｙ 

 仙台地区では、「国土交通 Day」の取り組みを東北地方整備局、仙台管区気象台、

第二管区海上保安本部、国土地理院東北地方測量部、仙台空港事務所、岩沼研修セン

ターなど 9 機関で合同で行っており、平成 27 年度は 7 月 28 日（火）に小学生高学

年とその保護者、計 13 名を招いて岩沼研修センターを含む 6 機関で施設見学会を実

施した。 

   

4-8 空の日 

 平成 27 年 10 月 11 日（日）に空の日イベントとして「仙台空港祭」に参加し、事

前募集による見学希望者 75 名を招いて岩沼研修センター及び航空保安業務の概要を

説明するとともに、航空路管制実習室、飛行場情報実習室等の施設見学を実施した。 
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4-9 施設見学・視察者 

 平成 27 年度は、「国土交通 Day」、「仙台空港祭」を含め、以下の見学・視察を

受け入れた。 

 年  月  日   見 学 ・ 視 察 者 等  人数 

 H27. 6.12  航空局交通管制部長  2  

 H27. 6.15  行政管理局  8  

 H27. 6.19  仙台空港利用者利便向上協議会  25  

 H27. 7. 2  航空局航空灯火・電気技術室  2  

 H27. 7.22  航空局交通管制企画課  2  

 H27. 7.28  国土交通 Day  16  

 H27. 7.29  航空保安大学校長  2  

 H27. 8. 4  JICA 研修生（ネパール）  7  

 H27. 8.18  名取市教育研究会  20  

 H27. 9.10  航空局次長  2  

 H27.10.11  仙台空港祭（空の日）  75  

 H27.10.22  電子航法研究所  4  

 H27.10.23  宮城県建設技術協会  31  

 H27.10.30  航空局総務課長  2  

 H27.11.26  福島県立いわき海星高校  32  

 H28. 2.17  国土交通省大臣官房人事課  4  
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5 国際協力 

5-1 ネパール「航空路レ－ダー管制業務研修」 

 ＪＩＣＡが実施する「航空路レーダー管制業務研修」の一環として、平成２７年８

月４，５日に、ネパール連邦民主共和国から６名の研修生が岩沼研修センターに来所

し、航空路レーダーに関する実習等を行っ

た。 

 ネパールでは、初めての航空路レーダー

管制業務が近々開始される予定となってお

り、高高度における速度調整や高層風の影

響を考慮したレーダー誘導及び到着機の間

隔設定の技能を学ぶため、管制科教官によ

りシミュレーターを使用しながら講義と演

習を行った。 

5-2 ミャンマー「次世代航空保安システムに係る能力開発プロジェクト」 

 ＪＩＣＡが実施する「次世代航空保安システムに係る能力開発プロジェクト」の一

環として、平成２８年１月１１日～１月２２日に無線科レーダー教官が同プロジェク

トの短期専門家としてミャンマー国に派遣され、我が国のレーダー教官の立場からミ

ャンマー国のレーダー専門研修である「RADAR Specialized Course」の教官に対し

て、以下の指導等を行った。 

・ レーダー理論及び実習レベルの向上 

・ ＳＳＲモードＳ理論に関する講義 

・ ミャンマー国で作成中のレーダー研修教材の内容確認及び改善指導 
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6 組織体制と業務 

6-1 岩沼研修センターの組織 
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6-2 施設現況 

6-2-1 訓練施設 

 岩沼研修センターには、以下の表に示す教育用訓練施設が設置されている。 

   装  置  名  設 置 場 所  摘 要 

 1 

  

 2 

 教育用ターミナル ATC 

シミュレータ装置 

 教育用航空路 ATC 

シミュレータ装置※ 

 ターミナルレーダー管制実習室 

  

 航空路レーダー管制実習室 

  管制科 

 3 

 4 

 教育用対空援助業務実習装置 

 教育用飛行場情報業務実習装置 

 対空援助実習室 

 飛行場情報実習室 

  運用科 

  

 5 

  

  

 6 

  

  

 7 

  

  

  

 8 

 9 

 教育用 ASR/SSR 実習装置 

  ASR 装置 

  SSR 装置 

 教育用 VOR/TAC 実習装置 

  VOR 装置 

  TACAN 装置 

 教育用 ILS 実習装置 

  ローカライザー装置 

  グライドスロープ装置 

  T-DME 装置 

 教育用航空路管制卓実習装置 

 教育用空港管制卓実習装置 

 レーダー局舎 

  

  

 NAV 局舎 

  

  

 〃 

  

  

  

 RDP・管制卓実習室 

 〃 

  無線科 

   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 10 

 11 

 12 

 13 

 教育用 RDP 実習装置 

 教育用 ARTS 実習装置 

 教育用 FACE 実習装置 

 教育用 ICAP 実習装置 

 RDP・管制卓実習室 

 ARTS 実習室 

 第 2 校舎 3 階実習室／マシン室 

 〃 

 システム科 

  

  

  

 14  訓練支援装置（視聴覚教材）  視聴覚教室   共通 

 ※ 当該装置は平成 27 年度末に撤去 

 岩沼研修センターでは、現場のニーズに即した教育訓練が必要であるという観点か

ら、現場に整備される機材の整備状況を踏まえ極力現場との乖離がないよう訓練機材

の整備を行っている。 

 平成 27 年度においては、平成 26 年度に納入された教育用飛行情報管理処理装置

（教育用 FACE 実習装置）及び教育用管制支援処理装置（教育用 ICAP 実習装置）の

設置・調整工事、並びに教育用空港管制処理装置（教育用 TAPS 実習装置）の機器製

造を実施した。 

 平成 28 年度においては、教育用広域マルチラテレーション装置（教育用 WAM 実

習装置）及び複合型航空路監視センサー処理装置（教育用 HARP 実習装置）の機器製
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造、並びに平成 27 年度末に納入された教育用空港管制処理装置（教育用 TAPS 実習

装置）の設置・調整工事を予定している。 

6-2-2 建物 

 岩沼研修センターの建物は第 1～第 4 校舎、研修生寮、食堂、レーダー局舎及び

NAV 局舎で構成されている。 

 研修生寮は、A・B 棟（男子用）107 室、C 棟（女子用）15 室、D 棟（共用）30

室があり、このうち、平成 21 年度に新設された D 棟については、室内に風呂・トイ

レを完備しており、生活環境が良く研修生から好評を得ている。一方、A・B 棟は建築

後約 40 年となることから、老朽化対策として内装の改修、空調機の更新等を行って

いる。 

  

 【 岩沼研修センター全景 】 

年度（ＦＹ）

システム

教育用飛行情報管理処理装置：ＦＡＣＥ

教育用管制支援処理装置：ＩＣＡＰ

教育用航空路管制処理装置：ＴＡＰＳ

教育用航空路管制処理装置：ＴＥＰＳ

教育用管制データ交換処理装置：ＡＤＥＸ

教育用広域マルチラテレーション装置：ＷＡＭ

教育用複合型航空路監視センサー処理装置：ＨＡＲＰ

岩沼研修センター整備工程　（案）

H31

2019

H30

2013 2014 2015 2016 2017 2018

H25 H26 H27 H28 H29

製造 設置・調整

製造
設置・調整

製造 設置・調整

製造 設置・調整

設置・調整

製造 設置・調整

製造 設置・調整

製造

研修開始

研修開始

研修開始

研修開始

研修開始

研修開始

研修開始

FDMS研修～H27.3

RDP研修～H29.3
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 １．校舎 

 第 1 校舎 

 第 2 校舎 

 第 3 校舎 

 第 4 校舎 

 ２．実験局舎 

 レーダー局舎 

 NAV 局舎 

 ３．食堂 

 ４．研修生寮 

 研修生寮 A・B 棟 

 研修生寮 C 棟 

 研修生寮 D 棟 

 ５．車庫・倉庫等 

 3 階建 3,195 ㎡ 

 3 階建 2,183 ㎡ 

 2 階建 862 ㎡ 

 2 階建 1,293 ㎡ 

 平屋建  186 ㎡ 

 平屋建 235 ㎡ 

 平屋建 383 ㎡ 

 3 階建 2,310 ㎡ 

 2 階建 391 ㎡ 

 3 階建 1,080 ㎡ 

 平屋建 166 ㎡ 

【 研修生寮Ａ・Ｂ棟 】 【 研修生寮Ｄ棟 】 

【 ＮＡＶ局舎及び訓練施設 】 
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 岩沼研修センター施設配置図 （敷地約 60,000 ㎡） 

  

 平成 28 年度の仙台空港民営化に伴い、運動場、テニスコート跡地等、所有する敷

地の一部を平成 28 年 4 月 1 日付けで東京航空局に返還することから、返還後の敷地

面積は約 35,000 ㎡に縮小する。 

  



 - 127 - 

 ＮＡＶ局舎配置図 

 NAV 局舎は、岩沼研修センターから北東の、仙台空港制限区域内に配置されている。 
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 第１校舎平面図 
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 第２校舎平面図 
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第３校舎平面図   第４校舎平面図
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人事院 採用試験NAVI 航空保安大学校

第１次試験

受験申込受付期間

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

平成２７年６月７日（日）
札幌市、岩沼市、東京都、新潟市、
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国家公務員採用試験

写真：関西空港事務所

人事院・国土交通省航空局

航空管制官採用試験
専門職試験(大学卒業程度)
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